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　　　当協会は、平成10年6月17目、日本海運倶楽

．） @　部において第51回通常総会を開催し、下記の議

　　案を原案どおり承認した。

　　　第1号議案　平成9年度事業報告書および収支

　　　　　　　　決算書承認について

　　　第2号議案　平成10年度事業計画、収支予算お

　　　　　　　　よび会費徴収方法承認について

日本船主協会第51回通常総会　蓬
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　曝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　第3号議案　決議について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　第4号議案　平成9年度通常総会以降における

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役員異動の承認について

　なお、平成10年4月／日現在の当協会加盟の

会員数は136社、会員登録船舶数469隻、1，122万

6，675％である。

▲第51回通常総会の模様

み
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決

　わが国は、アジアの通貨危機や国内経済の先

行き不透明感による企業・消費者マインドの萎

縮などにより、資産デフレや金融システム不安

が拡大し、深刻な不況に直面している。このよ

うな状況を打開し、わが国経済が内外の信頼感

を回復するためには、効果的な景気対策や金融

機関の貸し渋りの解消などとともに、経済社会

体制全般にわたる抜本的改革が必要とされてい

るD

　外航海運業界においては、世界単一市場での

競争に勝ち抜くため、諸外国海運企業と同等の

経営効率を達成するための企業努力を行ってい

る。しかしながら、わが国特有の諸制度及び慣

習が依然大きな障害となっており、当協会は、

港湾に係る諸問題や自由な事業展開にあたって

の障害等を早急に改善するため大胆な構造改革

の実行を働きかけていく必要がある。また、よ

うやく実施段階に入った国際船舶制度について

は、実効性ある制度の確立に向けて取り組んで

いく。

　さらに人類共通の財産である海を利用して輸

送サービスを提供するわれわれにとって、海洋

環境問題は自らの活動の場の問題として極めて

重要な課題であり、安全運航の徹底を引き続き

強力に推進するとともに、国際的にさまざまな

角度から対応が求められているサブスタンダー

ド船排除問題については、当協会としても主導

的な役割を果たしていく所存である。また、事

故防止のためには、輻綾水域における航行環境

の改善等につき関係方面の理解を得ることとし

曇孟
口我

たい。

　一方、厳しい経済環境のなかで内航海運業界

の一．一大政策転換が行われた。内航海運にあって

は、船腹調整制度の解消に向けた内航海運暫定

措置事業に取り組むとともに、構造改善のため

の環境整備を推進し、引き続き国内物流の大動

脈としての安定した役割を果たしていかなけれ　（

ばならない。当．協会としても関係団体と連携し、

その施策の推進・バックアップに努めていくこ

ととする。

　かかる認識のもと、下記の項目によって、わ

が国海運企業の発展を期するものである。

　　　　　　　　　　記

1．国際船舶制度の円滑な推進等による日本商

　船隊の競争力強化

　・実効性ある外国海技資格受有者の承認制度

　　の確立

　・国際水準を考慮した海運関係税制の改善と

　　諸税の軽減

　・支配外国引船に対する融資拡充等必要な財　　（

　　政資金の確保

2．諸外国と同等の競争環境整備に向けた構造

改革の推進

　・時代にそぐわなくなった海運関係諸法制の

　　抜本的見直しと海運企業の自由な事業活動

　　を阻害する各種規制の撤廃

　・港湾関連諸制度の改革

3，船舶の安全運航と海洋環境の保全
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・関係方面との連携によるサブスタンダード

船の排除と老朽船の解撤促進

・安全運航の徹底と環境保護対策の推進

・中ノ瀬航路の凌深等航路整備の推進と航行

環境の改善

4．アジア船主フォーラム等を通じての健全な

航路運営環境の回復

以上決議する。

平成10年度事業計画

1．海運対策の推進

（1｝国際船舶制度の円滑な推進と外航海運の

　国際競争力強化のための諸施策の実現

（2｝サブスタンダード船問題への対応

（3｝規制緩和問題への対応

㈲　船舶解撤対策σ）推進

紛　雨音ll会に係る諸問題への対応

2．海運関係税制等の充実

　（D　海運関係税制等の拡充

（2｝租税条約等外国税問題

　紛　海運企業の経理・財務問題

3．船員対策の推進

（1）改正STCW条約の国内対応とフィリピ

　　ン等船員供給国の動向監視

　〔2）．ILO船員関連条約の国内法化一特に船

　　員職業安定法の改正へ対応

團　将来のあり得べき船員不足への対応

　（4＞アジア諸国との船員問題の検討

　〔5＞その他

4，国際問題への対応

　（／）個別法による独占禁止法適用除外制度の

　　見直し関連

　（2＞日航関連の諸問題

　〔3｝アジア船主フォーラム

　（4｝OECD海運問題

〔5｝その他政府間国際機関における海運問題

樹　二国聞海運問題

の　国際海運関係機関との連携・協調の維持

5．法務保険問題への対応

（1）工MO法律委員会

〔2）UNCTAD／IMO合同船舶アレスト条約

　　採択外交会議

（3）国際油濁補償基金総会・理事会

　（の　船舶に係る保険問題

㈲　その他

6．情報システム化の推進と貿易手続きの簡易

化問題への対応

（1｝次期Sea－NACCS．協議会への対応

〔：2｝港湾関係諸手続きの簡素化・ED工摺目

　　題

〔3｝その他

7．港湾諸問題への対応

　（1｝けい留施設使用料・．入港料問題への対応

　（2｝水先業務の改善

　ゆ　港運問題への対応

　㈲　その他

8．船舶の安全確保と運航の効率化

　（1｝船舶の建造および保船業務に関連する諸

　　問題

　（2｝海上人命安全条約（SOLAS条約）改正
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囲

　への対応

個　国際安全管理コード（ISMコード）への

　対応

㈲　ポート・ステート・コントロール（PSC）

　への対応

　〔5）　舶用燃料2由対策

　〔6）船舶無線通信の改善

9．海上交通ならびに港湾水路の安全対策の推

　進

（1）海上交通安全対策

　（2）マラッカ・シンガポール海峡の航行安全

　　対策

　偶　その他

10．環境保護対策の推進

　〔コ　海洋汚染防止に関する諸問題

　（2）海上災害防止対策

　鱗　大気汚染防止に関する諸問題

　（4）　諸外国におけるバラスト水排出・規則問題

11．広報活動の推進

　（1）政策広報の充実

　働　その他広報活動の推進

12．調査ならびに統計出版活動

　（D　政策関連調査の推進

　（2）商船船腹に関する的確な数量把握

　〔3）海運に関する資料・情報の収集・整理と

　　分析

　（4＞調査研究体制の充実と情報処理方式の改

　　善

河村会長挨拶

　第51回総会にあたり、ご挨拶申し上げます。

　我々日本海運の国際化の進展には著しいもの

がありますが、日本経済を基盤としている点は

変わっておりません、その日本経済が、未だ先

行き不透明で困難な状態にあり、加えて日本海

運に大きなビジネスチャンスを与えてくれると

期待されるアジアのマーケットも混乱していま

す。この様な環境にあって、日本海運として対

処する課題と方針を本日の決議に沿って申し上

げます。

　先づ、国際競争力に就いてですが、関係者の

ご理解・ご協力を得て、会員各位の．1血の滲むよ

うな合理化努力の結果、相当程度の改善をみて

きましたことは誠にご同慶、と思います。然し

乍ら、国際競争力は、偏に相対的に比較される

ものであり、不断の改善努力が必要とされます。

　去る5月に、船舶職員法が改正され、懸案と

なっておりました実効ある国際船舶制度の実施
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に向けて大きく一歩を踏み出しました。本制度

設立の趣旨を実現する為には．、外国入職員が所

有する海技免状に対し、短期間に、又経済的負

担を伴わずに、大量の裏書きをするリアリステ

ィックな方法が求められると同時に電波法上の

問題も解決する必要があります。船主・運航者

として、魅力があり、利用しやすい制度として

運用されることを望みます。

　船舶に対する特別償却制度は、今年度、租税

特別措．置の期限切れとなります。昨秋、最も古

い特別措置との理由で、期限内廃止の案が示さ

れましたが、本制度は、歴史的経緯の故に、創

設は大変古いわけですが、内容は、日本経済及

び海運経営のニーズに依って、変遷を重ねてお

り、旧態依然では全くありません。又、諸外国

の同様制度に比し、更なる改善の余地は大きく、

日本海運に対する唯一とも言える税制であり、

日本海運を維持していく為には、欠くことの出

来ない制度として、その存続と改善を強く求め

ていきます。税制の国際的整合性や国「祭競争力

強化の観点から、経済界は企業の連結納税制度

を求めていますが、実現には到っておらず、海

外子会社迄連結納税の対象とするには更に時間

を要する、と思われます。我国の海運企業は、

海外に数多くの仕組船会社を所有しており、現

行税制では、それら子会社の利益のみが、日本

の親会社の損益に算入される、と言う不合理な

制度となっています。歴史的経緯・背景等あり

ますが、こうした仕組船子会社も含めた連結納

税が実現する迄の過渡的手段として、仕組船会

社同志の損益合算の研究を行い、特例措置を求

めるかどうかの検討をしているところでありま

す。
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　国際船舶制度の一環として検討が行われてき

た船員税制に就きましては、広く諸外国の第二

船籍制度などの政策及び各税目上の措置を参考

に、税務当局の考え方も踏まえながら、我国に

おける制度として、どの様なものが可能かを議

論し、柔軟な対応を模索していくべきか、と考

えます。

　我国の金融情勢が、未だ落ち着きを見せない

状況にあって、産業界の要望に応え、又VLCC

のダブルハル化を促進していく為に、巨額の新

船建造資金が必要となりますが、既に実績のあ

る支配外国籍船に対する財政投融資の拡充を求

めていきます。

　次に、規制緩和関係ですが、会員各位は、国

際競争力改善の為、各種コストの削減や経営機

能の合理化等最大限の自助努力を続けています。

その前提には、外国の海運企業と同等の条件で、

競争し得る環境の整備が不可欠且つ緊急の課題

として存在します。

　その為には、企業の自由な事業活動を阻害し

ている規制の撤廃や、時代にそぐわなくなった

制度の改善が、急務であり、当協会としては、

多岐に亘る要望を提出し、既に多くの撤廃・改

善が決定されておりますが、一方、未実現事項

も数多く、引き続き、関係方面に要請して参り

ます。

　港湾関係諸制度の改革に就いては、ハードと

ソフトの両面があります。ハード面では、従来

から、当協会からも、港湾審議会に代表が出席

し、マクロの視点で意見を述べて参りましたが、

ユーザーの需要にあった、かつ、使い易い合理

性のある港を整備していく為に、より実務的な

対話が必要、との運輸当局の申し出で、当協会

同



と懇談会を継続的に開催することになりました。

その場で、積極的且つ建設的な意見の交換をし

て参りたいと思います。ソフト面の問題は、運

政審　海上交通部会に新設された港湾運送小委

員会で、昨年12月に纏められた規制緩和小委員

会報告書の趣旨に沿って、議論されると期待し

ております。又、昨年起こりましたFMCに依

る制裁金課徴と言った事態が、再度発生しない

様、関係者のご尽力をお願いします。

　三番目として、船舶の安全運航と海洋環境の

保全が、挙げられていますが、安全運航は、海

運経営の根幹であることを、常に、肝に銘じて

おかなければなりません。側車奏水域における航

行環境の改善等を、求め続けていきますが、特

に、中ノ瀬航路凌漂の早期着手を要望したい、

と思います。日本商船隊の船令は若く、良好な

メンテナンスを維持しております。．．．一方、国際

基準を満たしていないサブスタンダード船は、

海上交通の安全を阻害し、海洋汚染の原因にも

なります。又、国際基準を満たす為のコストを

負担していないケースが大部分であるので、国

際的なサブスタンダード船排除の動きには、積

極的に協力していくと共に、クオリティシップ

　（高品質船）を維持している日本船社の努力を

適正に評価なり、理解していただける様、努力

を続けてまいりたいと思います。

　四番目は、アジア船主フォーラム（ASF）の

活動ですが、5月24日～26日に第7回総会が豪

州船協の主催で開催され、一巡致しました。ア

ジア船主が共存共栄の精神に基づく相互協力を

していく、と言う設立の原点が再確認され、共

通の問題意識が固ってきた、と思われます。’95

年改正STCW条約とかISMコード等IMO関

係に代表される世界的な規則や基準作りは、従

来、欧米を中心に行われてきましたが、世界船

腹量の約40％を支配しているアジア船主が、そ

の運営の実状を踏まえて、又船．員供給国の現状

に基づいて、スタンダード作りに発言していこ

う、との姿勢が顕著になってきました。当．協会

は、国際機関との対応における経験を生かし、

アジア各船協と連携して、アジア船主の声を反

映させたり、又仲介者としての役割を果してい

きたいと考えます。フォーラムの成熟化に伴い、

今後のあり方をどうするか、と言う問題が起こ

ってきており、各船君へのアンケート等を通じ、

二巡目の最初として、来年5月に再び当．協会が

主催する第8回総会迄に検討を重ねたい、と考

えています。来年の総会を成功させる為、会員

各位のご理解とご協力をお願い申し上げます。

　最後に、内航海運にあっては、日本経済の低

迷と厳しい金融情勢のなかで、暫定措置事業に

取り組むとともに、構造改善の為の環境整備を

推進していくことになりますが、当協会として

も、内航総連合と柑談の一ヒ、円滑な実施が計ら

れる様、関係方面への働き掛け等協力していき

たい、と考えます。

　日本経済は、現在自信喪失の状況にあります

が、こういう時こそ、各々の業界が、それぞれ

に一隅を照らすことが重要、と思います。我々

の照らす分野は競争力の面からも、ファンダメ

ンタルな面からも、自信を持って良いのではな

いでしょうか。私は、決意を新たにし、皆様と

共に、諸施策の実現に向けて、更に一年、微力

を尽す所存でございます。一層のご指導・ご鞭

捷をお願い申し上げ、ご挨拶と致します。
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アジア船主フォーラム第7回会合の模様

　アジア7地域（日本・韓国・中国・台湾・香

港・ASEAN・オーストラリア）の船主協会が

参加するアジア船主フォーラム（ASF：Asian

Sh［powners’Forum）は、1992年に当協会の呼

びかけにより第1回会合が東京で開催されて以

来、毎年会合を重ねている。年次会合は、基本

的に北から南の順で上記の各地域が主催してい

る。

　現在ASFには、年次会合のほかに6つの委

員会（トレード安定化・船員・船舶解撤・航行

安全・船舶保険・ASF恒久事務局設置検討）が

設けられており、それぞれの英語名がSから始

まることから、通称6つの“S”委員会と呼ば

れている。各委員会の委員長は各船協が分担し、

原則として毎年の年次会合の間に中間会合を開

催するなど、積極的な活動を行っている。1998

年6月現在の委員長国および各委員会への当協

会代表は資料1のとおりである。

　7地域が分担する年次会合も、今年で一巡目

最後の第7回となり、1998年5月25日、豪州船

主協会（Australia　Shipowners’Association：

ASA）の主催（議長：John　Hurlstone　ASA会

長）により豪州・クィーンズランドで開催され

た。これは1997年5月の第6回シンガポール会

合に続くもので、メンバー7地域から90名の代

表が出席した。

　当協会からは、河村会長をはじめ、生田、新

谷、堀、伏見の各副会長と増田理事長を含む9

名が参加し（資料2参照）、各国からも船協会

長を始めとする首脳が多数出席した（主な出席

者は資料3参照）。

　会合では、議長のオープニング・ステートメ

ントの後、6つの‘’S”委員会が順次開催され、

アジア船主間の相互信頼の一層の緊密化と共存

共栄に向けた率直かつ建設的な意見交換が行わ

れるとともに、最後に共同コミュニケ（資料4

参照）が採択された。また、翌26日午前中には、

他の国際海運関係団体（CENSA、　ICS、　ISF、

INTERCARGO、　INTERTANKO）代表との対

話の場が設けられた。

　ASFは任意団体で、何らかの強制力ある決

定を行う団体ではなく、特定の商業問題につい
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て議論をする場でもない。アジア各地域から集

まった船主が率直にさまざまな対話をし、自国

海運の現状や問題点を披露し合うことで、他の

地域でも同じ問題を抱えていることがわかり、

それがアジア船主としての共通問題となり、そ

れぞれの立場で問題解決に向けての方法を考え

合っている。こうしたことを繰り返すことでア

ジア船主としての共通意識を持つようになり、

ASFメンバー問の親近感と信頼感を感じ合う

場となっている。

　当協会は、ASFはアジア船主が相互の親睦

と信頼を深める場として、今後ますますその活

動が活発になることを期待しており、その重要

性は各国とも十分認識していると考えている。

1999年総会は日本での開催となるので、同総会

の開催に向け、すでに準備を始めたところであ

り、主催国の持ち回りも2巡目に入ることから、

会議の運営方法を見直すよい機会であり、主催

国として活発かつ建設的な意見交換が行われる

よう、議論を盛り上げていきたいと考えている。

　次回第8回会合は、1999年5月24～26日に日

本で開催される。

【資料1】

委　　　員　　　会　　　名 委員長国 当協会代表
トレード安定化委員会
iStabilization　of　Trade　Committee） 日　　　　本

‘ヒ田副会長
i同委員会委員長）

船員委員会
iSeamen　Committee）

中　　　　国 河村会長

船舶解撤委員会
iScraPPlng　CQ難mittee）

台　　　　湾
堀副会長
i同委員会副委員長〉

航行安全委員会
iSafe　Navigation　CGmmittee） シンガポール

伏見副会長
ﾜ月女副会長

船舶保険委員会
iShip　lnsurance　Committee＞ 香　　　　港 新谷副会長

ASF恒久事務局設置検討委員会
iStanding　Committee　for　the　Creatlon　of　an　ASF　Pennanent　Of巨ce） 日　　　本 河村会長

【資料2】

河村健太郎

生田　正治

新谷　　功

堀　　憲明

伏見　清喜

増田　信雄

戸高　眞一

山本　　健

園田　裕一

長一会協当

長会副ク

（日本郵船脚長）

（商船三井社長）

（川崎汽船社長）

　　　（ナビックスライン社長）

　ク　　　　　（昭和海運社長）

当協会理事長

南協会会長秘書

　　　（日本郵船企画グループ調査役）

商船三井秘書室長

当協会企画調整部副部長

【資料3】

豪　　州

　John　Hurlstone　　Chairman，　ASA　他9名

目　　国

　Gao　Weijie　　　Vice　President，　COSCO

　　　　　　　　　　　　　　　　　　他10名

FASA（ASEAN船主協会連合会）

　Firdaus　Wadjdi　FASA会長兼

　　　　　　　インドネシア船協会長　他1名

ブイリピン

　Carlos　C．　Salinas　　President，　PhilipPine

　　　　　　　Transmarine　Carriers　他2名
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マレーシア

　Mirzall　Mahathir　FASA副会長兼

　　　　　　マレーシア船主協会会長　他3名

シンガポール

　Tuck　Hoi　Chan　　　l　st　Vice　President／

　　　　　　　　　　Secretary，　SSA他6名

タ　　イ

　Gerrit　Jde　NYS　　Deputy　Managing

　　　　Director，　Unithat　Line　Public　Co．　Ltd

　ベトナム

　Ngoc　Son　Vu　　　General　Director，

　　　Vinalines（ベトナム船主協会会長）他5名

香　　港

　James　Hughes－Hallett　　Chairman，　China

　　Navigation　Co．（香港船主協会会長）他8名

韓　　国

　趙秀鏑　 President，　Hanjin

　　　　　Shipping（韓国船主協会会長）他7名

台　　湾

　林省三　　Chairman，　Evergreen

　　　Marine　Corp（台湾船主協会会長）他11名

【資料4】

　第7回アジア船主フォーラム共同コミュニケ

　　　　　　　　　　（1998年5月25日採択）

　1998年5月25口、世界船腹量の40％以上を代

表する、アジア全地域からの船協首脳が豪州・

クィーンズランドのサンクチュアリコープに参

集した。

　本年の会合は、アジア地域が為替レートと貿

易量の大幅な再編／変動による深刻な経済危機

に直面している時に開催された。こうした状況

は、貿易と海運の業績に直接影響を与えるもの

である。
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　今回の会合は、1992年にアジア船主フォーラ

ム（ASF）が組織されて以来、7回目の会合で

あった。ASFは、豪州、中国、香港、日本、

韓国、台湾およびアセアン地域（ブルネイ、イ

ンドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガ

ポール、タイ、ベトナム）の船主協会で構成さ

れている。

　ASF年次総会は、メンバー船協の回り持ち

によって年1回開催されており、98年の会合は、

豪州船主協会が主催した、

　ASFは、様々な重要問題を検討し、その解決

方法につき見解を表明した。

　アジア諸国における財政／経済混乱とアジア

　海運への影響

　ASFは、現在進行中のアジアの財政／経済

混乱の現状と、それによるアジア海運への影響

およびその対応策につき広範な話し合いを行な

った。

　ASFトレード安定化委員会の推進している

諸問題は、アジア地域の経済的安定と直接関係

していること、およびアジア経済の発展なしに

は海運業そのものの成長にも限界があることに

つき全会一致で認識した。現在の危機的状況を

克服し、ASFが推進しているトレード安定化

を達成するためには、共存共栄の精神に基づく

相互協力がアジア船主にとって最も重要なこと

である。

　会合では、将来ASFおよびそのメンバーが

地域間の垣根を越え、あらゆる分野で、また可

能な限りグローバル・ベースで、全ての関係者

間との協力と相互支援を実現し、最終的にはア

ジア海運のみならず世界海運全体の共栄の実現

に向けて努力していくことを全会一致で合意し
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た。

　トレード安定化

　ASFは、工997年後半以降のアジア経済危機

の悪影響による全般的な荷動き不均衡と東南ア

ジアでの空コンテナの不足により、アジア海運

を取り巻く状況が悪化していることを認識した。

一部の船社や船社グループが、主要コンテナト

レードからの撤退や配船数削減等、運航規模の

縮小を余儀なくされていることは、ますます大

きな問題となっている。会合では、トレード安

定化達成のためには、関連各業界に対し、海運

業界の現状について正しく理解するよう働きか

けるべきである、との点につき全会一致を見た。

　さらに今回の会合では、現在米国議会で審議

されている同1920年商船法第19条の改定案に留

意し、各メンバーは同改定案を慎重に検討すべ

きであることを全会一致で合意した。

　またASFは、現在のドライバルク・トレー

ドにおける極めて低い収益に対する懸念を表明

し、全ての関係者に対し、新造船の投機的な過

剰発注を控え、船舶解徹を促進するよう要請し

た。

　船員一船員供給および質の問題

　ASFは、アジアが世界最大の船員供給地域

であり、安全かつ環境保全の面で責任ある船舶

の運航に必要な国際基準に照らし、訓練された

船員の質と量が、こうした基準に合致している

ことが極めて重要であることを認識した。

　ASFは、ユ997年2月1日に発効した95年

STCW条約を全面的に支持する。船員問題委

員会は、ASFメンバーの協力を得て、この条

約の導入に当たっての実務上の問題点の特定と

その解決に最大限の努力を傾注してきた。アジ

アがこの新しい条約に適合することは、船員と

雇用主双方のために有益であり、これに適合で

きなければ、船舶職員の世界的な不足を招くこ

とになろう。関係政府に対する要望を続けてき

た船員問題委員会の努力により、船員供給に関

わるほとんどの国は、1998年8月1日の期限に

間に合うよう、IMOの「ホワイト・リスト」入

りのための申請をIMOに提出済みか、または

提出への過程にあるなどの成果を挙げてきた。

同「ホワイト・リスト」は、95年STCW条約に

適合していることをIMOが認めた国のリスト

となる。

　会合出席者は、船員問題委員会が、船員訓練

についての統一・．・的な取り組みを促進するため、

アジア域内の多くの海事訓練学校との、また、

これら学校間の密接な関係を構築してきたこと

を歓迎した。

　船舶解撤施設の拡充

　ASFは、海洋環境と航行安全にとって好ま

しくないと思われる老朽船およびサブスタンダ

ード船を排除する上で、コスト面で効率的であ

り、かつ充分な量の船舶解撤施設の整備を世界

規模で促進するためには、船主間の確固とした

共同歩調が必要であることを強く認識した。

　世界の現有船腹量の約半数が船齢15年以上で

あるにもかかわらず、平均解撤船齢は26年にと

どまっており、今後急速に増加する解撤適齢船

を解撤ヤード不足によってヤードに送り込むこ

とができない事態が起きたとすれば、海運市況

における船腹需給バランスは一層悪化すること

になろう。
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　航行安全

　工MO（国際海事機関）が発足50周年を迎える

にあたり、ASFは、世界海運産業における、よ

り安全な船舶とより美しい海洋に向けてのIMO

の偉大な業績に対し感謝と祝意を表明した。ま

た、この50年という短い期間に、さまざまな条

約および規則の改正と新たな採択がIMOでな

されてきたが、この間、従来はその条約等の内

容が理解しやすい内容であったものが、今日で

は法律学的あるいは技術的なものとなって理解

しにくいものに変わってしまったことに留意し

た。

　ASFは、こうした点を明快なものとするた

めのIMOの助力に感謝するものであり、引き

続き海事関連条約等の明確化についてのIMO

の努力を求めるものである。

　またASFは、　IMOによる．条約等の採択・改

正の頻度が、発展途上国の政府・船主・船舶管

理者の能力に照らし実行可能なものとなるよう

十分考慮すべきであると考えており、この点を

IMOに伝えるよう、自国の政府に求めること

とした。

　さらにASFは、　IMO問題について、‘’アジア

海運フォーラム”（政府闘会合）を通じ、アジ

ア政府とのより密接な関係とネットワークの構

築を求めるものである。これによって、海運業

界に影響する諸問題につき相図理解を促進させ

ることができ、IMOにおけるより結合力ある

前向きな役割が．可能となろう。

　アジア船主が世界船腹の40％以上を支酉己して

いるとの認識の．．F、　ASF．メンバーは、．．’部の

工MO会合のアジア地域での開催を求めるもの

である。これにより、IMOでの議論に対するア

ジアのより多くの参加を促すこととなろう。
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　海賊および武装強盗

　ASFは、公海上における海賊と領海内での

船舶における窃盗行為に関し、一部政府の対応

が不．卜分なように思われることについて深い遺

憾の意を表明した。

　またASFは、スル海における海賊撲滅のた

めにフィリピン政府とマレーシア政府が共同し

て行なった最近の努力を評価する．．．．一方、すべて

の政府に対し、自国の領海およびその周辺海域

での海賊を撲滅するため、警察および海軍等に

よる監視を直ちに強化するなど、緊急に行動を

するよう強く求めるものである。

　バルクキャリアの安全問題

　ASFは、バルクキャリアの海難を減少する

ためにIMOが実施した対策や、すべての船級

協会による厳正かつ一定の基準による検査強化

制度の適用に関する航行安全委員会の支持を再

確認した。

　しかしながら、適切な積・揚荷方法に関し、

バルク貨物取扱いターミナルの関与が不足して

いることや、本船と陸一ヒとの間での積・揚荷に

関し、チェックリストによる情報交換を一・部タ

ーミナルが拒んでいる事について懸念が表明さ

れた。

ISMコード（国際安全管理コード）実施の重

要性

ASFは、本年7月ユ日からバルクキャリア、

タンカーおよび旅客船を対象に発効するISM

コードを支持することを再確認した。

　また、ASFの金メンバーに対し、　ISMコー

ドを遵守し、可能な限り早い時期にISMコー

ドを定着させることを強く要請した。
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　ポートステートコントロール（PSC）

　ASFは、東京MOUの下でのPSCの進展を

支持し、これに賛意を表明する一方、サブスタ

ンダード船排除のため、MOU加盟各国が更に

協力・協調することを強く求めるものである。

また、より明白で統一的な基準による検査対象

船の選択方法と、適切に訓練された有資格検査

官の必要性を繰り返し要求するものである。

　船舶通航方式および船舶通報制度

　ASFは、船舶の航行安全に寄与する対策を

強く支持するものであり、1998年11月からマラ

ッカ・シンガポール海峡に適用することが提案

されている強制船舶通報制度を歓迎する。また、

STRAITREPと呼ばれている同制度について、

マラッカ・シンガポール海峡を通住する全ての

船主および船長に対し、同通報制度への完全な

支持を要請する。しかしながらASFは、強制

的な通報制度が船主の費用負担のないままであ

るべきことを強調した。

　またASFは、船舶の安全な通狭をさらに確

実なものとするため、二つの船舶の輻藤する海

域（シンガポール海峡、ワンファズム海峡）に

おける、航行援助施設の維持管理と増強を強く

要請する。

　密航者の取扱い

　ASFは、船舶の乗組員と航行の安全を阻害

し、密航者の取り扱いと母国への送還の面で高

額な費用負担を船主に強いる密航者問題につい

て懸念を表明した。また、本件に関するIMO

の努力を評価する一方、全ての国に対し、長年

続いている密航者の問題とその背景にある様々

な難問について関心を持ち、港湾の保安を改善

し、密航者の取扱いについての分かりやすい共

通の手続きと透明性ある規則の制定を強く要請

する。

　船舶保険

　ASFは、アジア統一船舶保険市場設立への

希望を再確認した。面作に関するコンサルタン

トは、これまで掲げられたASF船舶保険委員

会の目的に適うコンセプトの提案を行った。会

合出席者はそのコンセプトを支持し、アジア地

域での船舶保険市場設立を引き続き支：持するこ

とを表1．濡した。

　またASFは、　PI保険のあり方を巡る国際P

＆1グループとEU委員会競争総局（DGW）問

の議論の現状につき報告を受けた。会合では、

競争力あるコストと高水準のサービスとが一体

になった責任保険の提供が、海運業の適切な運

営と安定に不可欠なものであることを認識し、

国際P＆1グループ、特にInternatio舩l　Group

Agreement（IGA）に含まれている保険料算出

手続きに対する継続的な支持を表明した。

　ASF恒久事務局

　ASFは、恒久事務局を設置することに原則

として合意した。事務局所在地は、次回東京総

会で決定される。

　第8回ASF開催地

　ASFの開催地を回り持ちする慣例に従い、

第8回ASFを1999年5月に目本で開催する旨

の日本船主協会提案を受け人れた。

せんぎょう　平成10年7月号
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1さ～鑑叢、1憾鋸・♂轟ミ誰諮，懸＝・議、；

　サブスタンダード船を排除し、海上における

入命、積荷および船舶の安全と海洋汚染の防止

を図るためには、船舶の旗国が自国船の監督義

務を果たすことが第一であるが、現実には必ず

しも一卜分でないため、寄港国が国際的な基準の

下で外国船の監督を実施するのがポートステー

トコントロール（PSC）である。

　近年PSCに関し、船員の操作技能の監督や

本年7月ユ日からは国際安全管理（ISM）コー

ドの強制化に伴うPSCが追加されることなど

から、サブスタンダード船の排除に向けたPSC

への関心が大きくなっているが、PSCはあくま

で旗国による検査の補助手段であることを忘れ

てはならない。船員の操作技能のチェックは高

度な船員技能者でなければ適切な監督が困難な

ことも多く、また、諸外国ではPSC監督官の恣

意的な判断や法解釈の違いによるトラブルなど

も時々発生している。このため、各国政府は監

督官の研修訓練や判断基準の標準化をはじめ、

より効果的なPSCの実施のためのターゲット

方式の導入など、適切なPSCの実施に努めて

いる。このように、PSCはサブスタンダード船

排除に向けた強力な対策ではあるが、これによ

って全てが解決されるとは考えられない。

　サブスタンダード船排除に向けては国際的に

も関係機関が取り組んでいるところであるが、

ド船
　　　3

　　　　　　　　　慈

　　　　　　　　』．．．｛｝　．‘L己　議＝

欧州では、EU欧州委員会が1997年11月、”Qual－

ity　Shlpping　CampaignPPを発表し、サブスタン

ダード船排除に向けた動きを強化している。そ

の一環として、1998年6月4日、欧州委員会と

英国政府の共催による“Conference　on　Quality

Shipping”がリスボンで開催された。

　この会合では、欧州委員会Neil　Kinnock運

輸担当コミッショナーや英国Glenda　JackSDn

運輸大臣がスピーチを行ったほか、国際海運集

会所（ICS〆lnternatiQna／Chamber　Gf　Shlpping）

および国際海運連盟（ISF〆工nternational　Ship－

ping　Federation）のJ．C．S．　Horrocks事務局長

がサブスタンダード船排除のための海運業界と

しての取り組みについてプレゼンテーションを

行った。本号では、その概要を紹介する。

　当協会は、毎年、総会決議の中でサブスタン

ダード船排除問題を取り上げ、その推進に努め

ている。サブスタンダード船のほとんどが国際

基準を満たすためのコスト負担を怠っている一

方で、当協会会員船社は安全運航を最重要課題

と位置付け、クオリティシップ（高品質船）を

維持してきた。この日本船団の努力を、荷主を

はじめとする関係者に理解しかつ適正に評価し

てもらうべく、更なる努力を続けていきたいと

考えている。

　なお、本誌においては、今後ともサブスタン

せんきょう　平成IO年7月．｝ 囮
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ダード船排除に向けて訴えるとともに、安全運

航に関する会員船社の努力を関係方面に理解し

てもらうこととしている。

　」℃onference　on　Quality　Shipping”における

Horrocks　ICS／ISF事務局長プレゼンテーショ

ン（仮訳）は以下の通り。

はじめに

1．ICS（国際海運会議所）とISF（国際海運連

　盟）は、この’℃onference　Qn　QuaLity　Shtp－

　ping”の開催を、世界海事産業のあらゆる部

　門における高水準の組織運営を維持していく

　ことに前向きに寄与するものとして歓迎する。

　また、海事産業における責任の連鎖における

　非常に多くの関係者が招かれていることは特

　に好ましいことであり、これによって、今日

　の海上輸送におけるそれぞれの職務において

　果たすことのできる役割に関する議論を活発

　にし、国際規則の有効な施行を促し、そして

　サブスタンダード船とそうした船舶運航の排

　除を推進することだろう、

2．ICSは世界各国の船主協会からなる団体で

あり、現在38か国で構成され、世界の商船船

腹量の過半数を占めている。ICSは、「司じよ

　うに各国船協で構成される兄弟団体で、海事

　産業の使用者側を代表する立場であるISF

　と密接な連携をとっている。ECSA〔EC船

　主協会）のメンバーは、ICSとISFのメンバ

　一でもある。

3．ISFは1909年に、　ICSは1921年にそれぞれ

創立された。ICSの設立総会の記録によると、

　主に安全問題（船体の区画、満載喫水線、救

　命装置、無線電信術など）についての議論が

行われており、タイタニック号の沈没事故や

J，C．S，　Horrocks事務局長

第．．．一次世界大戦中の4年間の海難によって生

じた航行安全への懸念を映し出している。

4．ICSの活動は、設立以来海洋における安全

　問題を中心にしており、ここ30年は、これに

　海洋汚染防止問題が加わっている。ICSは、

1961年に非政府組織として最初のオブザーバ

　一資格をIMOから与えられて以来IMOと密

接な関係にあり、IMOの各種基準策定プロ

　グラムのほとんど全ての面でその立ち．．．ヒげ時　　〔．

　から従事してきた。ISFは歴史的にはILO

　と関係があるが、船員に関する問題について

　は、ICSと1司様、　IMOとともに密接に活動し

　てきた。

5．こうした背景から、ICSと工SFは’圏クオリテ

　ィ・シッビングという概念を新たに生み出

　されてきた問題とはみなしておらず、以前か

　ら継続している問題として認識している。

　ICSは、効率のよい商業的海運サービスの提

　供と、これと両立する高品質な海事産業経営

せんきょう　平成／Q年7月号



の促進とをその主要な役割に位置づけてきた。

全てのICS加盟希望者が確約しなければな

らないこととして、ICSの目的の最初の2項

は次のように述べている。

・ICSは、高水準の船舶運航と、質のよい効

　率的な海運サービスの提供を促進する。

・ICSは、船舶の安全運航、環境保全、そし

　て国際的に採択された基準や手続きの遵守

　を支える法的環境の整備に努力する。

6．このように、”クオリティ・シッビング”と

　いう概念は、．単なるキャンペーン・スローガ

　ンを超えたものであり、歴．史的根源を持つ教

義の一つである。最近になって再度問題視さ

　れている品質（クオリティ）の目標という問

　題についても、その発端は、”Quality　i11　Ship－

ping”に言及した／990／91のICS年次報告が

　繊された、今から数年前にまでさかのぼるも9

　のである。ECと英国政府による、海運にお

　ける‘’質の文化（quality　cukure）”促進に向

　けた歓迎すべき努力の成功は、サブスタンダ

　ードな海運運営を排除するための一致協力し

　た作業に貢献し、継続的な役割を果たしてい

　くことを海事連鎖における全ての関係者に納

　得させるだけの広がりを見せている。

lCSとISFの主導的役割

7．自らの船舶の安全とその運航に最終的な責

　任を負うのは船主であることに変わりはない。

　船級．協会、保険者、用船者など、船主以外の

　者は補完的な役割を持つが、船主本来の義務

　を軽減するものではない。これを踏まえ、工CS

　とISFは、海運業が信頼されかつ優良産業

　であるための鍵は、熟考されバランスの取れ

　た国際法制が海運業界内の有効な自主規制に

　支えられながら正しく履行／施行されること

せんきょう　平成10年7月号

であると確信し、最善の業界慣行の促進に一

貫して努力してきた。

8．国際法の責任ある履行と一貫した施行の必

要性を強調することが重要である。”qulity”

　という言葉は、要求される基準を超えたパフ

　ォーマンスを意味し、全ての運航者が志望す

　るよう促される目標である。しかしながら、

海運業界にとっての一番の課題は、要求基準

　以下で運航しようとする者たちを追放するこ

　とである。これには、旗国の果すべき責任や

　ポートステートコントロールによる検査対象

　船の一層の絞り込み、さらには、関連業界の

　努力などに注意を払い続けつつ、政府と産業

　界による一体となった努力が求められる。船

　舶運航者の全般的なパフォーマンスが向上し

　たとしても、サブスタンダード運航者の残党

　が船舶を運航し続けることが許されるとすれ

　ば、質（quality）の向上は部分的にしか目

　的を達成しないだろう。

9．こうした状況のなかで、海事関連団体や他

　の業界団体への入会基準の確立に、より多く

　の注意が払われてきた。ICSとISFは、例え

ば、INTERTANKO（国際独立タンカー船

　主協会）や工NTERCARGO（国際ドライカー

　ゴ船主．協会）による入会資格の導入を、サブ

　スタンダードな船舶運航の排除へのステップ

　として歓迎しており、そうしたステップが個

　別企業が直接加入している団体の行動に有効

　な拍車をかけ得るものと認識している。しか

　しながら、個別企業ではなく各国の協会を会

　員とする団体にとっては、啓蒙活動がより現

　実的な方策である。工CSとISFが長年力を注

　いできたことは、それぞれのメンバーの集合

　的専門知識を蓄積し、国際基準を定める際の
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IMOでの審議や、より重要なこととして、

海運業界における高質のパフォーマンス促進

のためのガイドラインや文書を作成すること

によって業界全体にそうした知識を提供する

よう努力することである。

↑0．例えば、実施が目前に迫っているISMコ

　ードの源となった青写真は、1982年目海運業

　界に初めて提示された「ICS／ISF　Code　of

　GQod　Manage皿ent　PracUce　in　Safe　Shlp

　Operation」であったことが思い起こされる

　だろう。安全に影響する社内決定における経

　営者サイドの直接的な関与や、経営トップか

　らの主導権の必要性、船舶運航の安全技術面

　に関する陸上責任者の任命、そして海陸間に

　おける恒常的かつ有効な双方向コミュニケー

　ションの重要性といったICS／工SFコードの

　主な勧告は、ISMコードでも中心的な内容

　となっている。ISMコードより10年前に作

　られたICS／工SFコードの背後には、その時

　点ですでに“クオリティ・シッビング”の推

　進にとり組む姿勢があったのだ。

11．技術的なガイダンスに関しては、常に新し

　い書類が発行されており、その多くは旗国に

　よって本船上で使用するよう規定されている。

　以下に2～3の例を示す。

　・工CSタンカー安全指針（石油）

　　　1968年に作成され、タンカーのbest

　　practiceを詳述したもので、その後、油玉

　　ンカーとターミナルに関する国際的な安全

　　指針（ISGQTT）に発展した。　ISGOTTは、

　　工CSと石油会社国際海事評議会　（OCIMF）

　　によって共同で作成されたもので、現在第

　　4版。

　・ICS安全指針（ケミカルと液化ガス）

　ケミカルタンカーとガスタンカーのそれ

ぞれの運航におけるbest　practiceを詳述

した、定評ある安全指針。

・ISMコードの適用に関するガイドライン：

　ISMコード取得に向けての効果的かつ

　タイムリーな準備を促すため、ICSとISF

で共同作成されたもので、広く世界で認め

　られている。

・改正STCW条約に関するガイダンス：

　1995年改正STCW条約を解説し、それ

　に向けた準備を助けるためにISFが作成

　したもの。（世界的な船員の資格問題に焦

点を当てるため、IMOに1978年STCW条

約の広範な改訂に着手することを最初に働

　きかけたのは、工SFであった。）

・ICS船橋当直指針：

　　運航のgood　practiceに対する意識のさ

　らなる向上と正しい船橋当直要領の恒常的

　な使用を促進するために1977年に発表され

　たもので、世界の海運業界において非常に

　広く使用されている。

・環境に関するICSコード：

　　現在第2版。環境に関する正しい船社

　practiceを促進するため、］．992年のリオデ

　ジャネイロ会合で採択された「持続的な発

　展に関する原則」に基づいて作成されたも

　の。

・甲板部および機関部訓練生のためのISF

　記録簿

　　現在世界の1万人以上の訓練生に使用さ

　れており、系統付けのなされた乗船訓練に

　ついての記録につき、統一．・的な対応を促す

　ことを意図したもの。

12．こうした指針やその他の多数の業界指針は、

　疑いなく船舶の安全性とより美しい海洋の維
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持に貢献しており、これら指針は、世界的レ

ベルでの”クオリティシッビング”促進に対

する工CSとISFの継続的な努力の一部であ

った。

ICS／ISFの最近の活動

13．最近完成したもの、および現在進行中の活

　動は次の通り：

　・ICS船橋当直指針の改正

　　　指針の第3版がユ998年6月に発表される

　　ことになっている。他の業界団体の支援を

　　得て、最新の航海機器と技術革新、通狭計

　　画における専門的なbest　practiceや、船

　　長と水先入の問での連絡関係の全てなどの

　　重要事項を考慮し、抜本的な改正が行われ

　　た。最新版は、1998年7月目開催される

　　IMO航行安全小委員会に提出される。

　・船長管理者のためのポートステートコント

　　ロールに関する指針

　　　この新しい指針は、ICSとISFで共1司作

　　成されたもので、97年夏に発表されること

　　となっている。これは、異なった地域のポ

　　ートステートコントロール体制に関する船

　　長のためのガイダンスを提供するもので、

　　検査対象船の絞り込み方法や、トラブル・

　　フリーな検査を受けるための簡易な船長準

　　備措置を説明したものである。

　・海難および海難救助

　　　工CSと石油会社国際海事評議会（OCI－

　　MF）の共同で作成されたこの指針の新版

　　は、1998年6月に発表される。同指針は、

　　海上における機械的その他の緊急事態に直

　　面した船長に対する助言を最新化したもの

　　であり、危険が迫った場合に海難救助を迅

　　速に求めることについての指示も含まれて

　　いる。
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・雇用に関するgood　practiceコード

　同コードに関しては現在ISFが策定中

であるが、労使関係に関するpracticeや

船員の雇用、福利厚生および労働基準の基

本原則を網羅することを意図したものであ

る。最近採択された船員の募集および職業

紹介に関するILO第179号条約に取り．入れ

　られた、既存の「ISFの労使関係政策」お

　よび「マンニング業者のprcticeに関する

ISFコード」のうち、関係部分を含むこと

　になるだろう。

・バラスト水の管理

　ICSは、　INTERTANKOとともに、安全

性のための慣行と適切な環境対策に従った

　バラスト水管理に関する船社へのガイダン

　ス策定作業を行っている。1998年夏に発行

　予定であり、この業界ガイダンスはMAR－

　POL条約下の国際規則案を先取りするこ

　とになるだろう。

・大気汚染

　　船舶からの大気汚染に関するMARPOL

　条約の改正第IV章を作成した1997年9月会

　合の結果に失望したICSは、陸上産業に

　対して採択される見込みの法律を反映した、

　より高度の海運自主排出基準について検討

　している。

・旗国の選択に関するガイダンス

　　ICSは、旗国の選択についての船主のた

　めのガイダンス策定を追求しており、旗国

　に対し、権利と同様に責任を持つことを理

　解させるためのIMO旗国小委員会におけ

　る建設的な努力を補完することを意図して

　いる。これは、微妙な問題である。船主は、

　改善を要する旗国の船でも優良な船舶を運

　航しているかもしれず、悪績の旗国でも改

　善に向けた本当の努力を行っている場合も
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あり、自国籍だからといってFOC籍に比

べ、不十分な基準と関係ないとは言えない。

しかしながら、一部の旗国の行動は、旗国

側の不当な寛容さを利用して近道をしてい

る低品質の経営者が存在する機会を聞違い

なく与えており、こうした機会を減少させ

ることがICSのこの面での活動の目的で

ある。本件は、現在研究途一しにある。

14．こうした活動は、海事産業における高い品

　質水準の維持を確保し、事故の起こる余地を

　減少させ、世界海運および全ての関連産業に

　とっての安全で効率的かつ高品質の環境を全

　世界的な水準で創造するためのICSとISF

　における継続的な行動過程の一つである。

終わりに

15．ICSとISFによって採用されている取り組

　．みは、近々退任するJuan　Kelly　ICS会長が、

　1998年4月にICS会員に提出した1997．／98

　年のICS年報に寄せた序文中の所見に次の

　ように総括されている。

　　「私は、海事産業における責任の連鎖とし

　て知られるようになった、すべての関係者に

　よる断固たる共同努力によってのみ、サブス

　タンダードな運航者をタックルして倒すこと

　ができるという意見に賛成する。私は、9項

　目からなる計画というかたちでこのことを考

　えており、今後数年のための告別の辞として

　ささげるものである。

　・IMQは、サブスタンダードな政府が旗国

　　としての責任を果たすことを確保するため

　　に．．一層の努力をすべきである。IMO以外

　　にこれはできない。

　・世界中の行政官は、現存規則の効果的かつ

　　常識的な実施に焦点を合わすべきである。

我々がすでに保持している規則を実施する

ことなしに、より多くの規則を導入しても

f可も達成されない。

・ボートステートコントロールは、一．層の連

携をとり、より効果的にサブスタンダード

船を絞り込み、良好な運航をしている船舶

に対する不要な検査を避けなければならな

い。ここでも、我々はバランスと常識を必

要としている。

・船級協会は、業界全体として、自らの欠陥

　を改善し、他の業界を批難しがちな傾向を

やめるべきである。

・海上保険者は、保険市場の競争市況に関係

　なく、良績者に対する報奨と悪惚者に対す

　る罰則を補強すべきである。

・P＆1クラブは、サブスタンダードな会員を

　追放するため、より以上の断固たる態度を

　とるべきである。

・労働組合は、時代遅れの思想によるのでは

　なく、むしろ船舶運航者の価値基準に則っ

　て、船舶とその運航者を判断すべきである。

・用船者は、国際基準に．見合うことが分かつ

　ている船だけを用船すべきである。あまり

　に多くの用船者が、そうしていない。

・最後に、しかし劣後順位という意味ではな

　く、船主自らの責任として、船主は合意さ

　れた国際法令の完全な遵守を確保すべきで

　あり、サブスタンダードな競争相手に寛容

　であってはならない。」

16．ICSとISFは、　IMQや各国政府に対し、

　国際法令の適切な履行と効果的かつ一様の施

　行を確保するための圧力をかけ続けながら、

　海事連鎖における全ての関係者とともに引き

　続き世界的に密接に活動し、最大限の役割を

　果たしていくこととしている。
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　　内航海運暫定措置事業Φ滋
　　　　　　　　導入について

　　　　　　　呈本内槽運組毒口養野口杉男

　日本内航海運組合総連合会は運輸大臣の諮問

機関である海運造船合理化審議会の平成10年3

月6日付報告書「内航海運船腹調整事業を解消

するための方策について」および平成10年3月

31日付規制緩和推進3力年計画に関する開議決

定の趣旨を踏まえ、新たに内航海運暫定措置事

業の導入を機関決定した。これによって30年以

上の長期にわたり実施してきたスクラップ・ア

ンド・ビルド制度を主軸とする船腹調整事業が、

平成10年5月15日付けで運輸大臣により設定認

可された納交付金制度を主軸とする内航海運暫

定措置事業へ移行するという歴史的な政策転換

が行われることとなった。

1．政策転換の経緯について

　船腹調整事業の解消に向けた政策転換の背景

には、わが国の経済制度を変革するための規制

緩和と市場経済原理に基づく競争の促進を求め

る産業界からの要望があった。平成7年の海運

造船合理化審議会答申において船腹調整事業へ

の過度の依存が内航海運業の構造改善と活性化

を妨げているとの指摘を受けて、船腹調整事業

への依存の計画的解消を図るべきことが求めら

れることとなった。

　これに対して、内航海運業界は一貫して船腹

調整事業は微弱なカルテルであり、多数の中小

零細事業者を抱える内航海運対策としては高度

な合理性をもった事業であることを主張してき

たが、平成8年3月の閣議決定に示された通り、

「船腹調整事業については、荷主の理解と協力

を得ながら5年間を目途に環境整備に努め、そ

の達成状況を踏まえて同事業の解消時期の具体

化を図る。」こととされてきた。

　しかしながら、運輸省当局は平成9年10月同

閣議決定を前倒して実施する等政策の転換を図

ることを発表した。このため、営業引当権に対

する不安感等より代替建造が激減し内航海運業

界はもとより中小造船業界、地方金融業界、お

よび地域経済を巻き込んだ大きな混乱が生じた。

さらにバブル崩壊後のわが国経済の悪化および

石油業界・鉄鋼業界を中心とする物流合理化の

進捗による輸送需要の減少は過剰船腹量の増加

を招くとともに、運賃・用船料市況のさらなる

低下をもたらした。このため内航海運業の経営

環境が一層悪化し構造改善等環境整備推進もま

まならぬ状況となった。この閉塞状況から脱却

するためには過剰船腹の解消が最優先課題であ

った。

　このような状況のもとで、平成9年7月「内

航海運の調整事業の解消に向けた地域経済支援

対策暫定措．置事業」素案が運輸省より提示され

るとともに、運輸大臣は海運造船合理化審議会

に対し船腹調整事業の解消問題の今後の進め方

について検討するよう諮回した。

　運輸省の提示案は総連合会による不要船舶の

買上げ、その資金に当てるための建造納付金の

賦課（新造船には引当資格を認めない）、代替

建造の場合既存船の解撤のトン数に相当する納
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付金の免除を骨子とするものであった。同案は

既存の引当営業権を実質的に認め、その財産権

の喪失に対し手当てするための事業であること

において評価できたが、内航海運業に対する国

の政策変更にもかかわらず全て業界の費用と負

担で行わねばならないこと、および環境整備推

進計画との関係が不明確であること等業界内部

においてもその構想の是非について議論を呼ん

だ。総連合会はその意見の集約に努め、海運造

船合理化審議会内航部会（第53回～55回）の審

議で内航業界の要望を提示するとともに、暫定

措置事業にその要望が受け入れられるよう運輸

省当局との折衝に努めた。

　かかる経緯のもと、総連合会は平成10年1月

に至り暫定措置事業の導入方向を決定するとい

う苦渋の選択を行い、3月6日の第56回海運造

船合理化審議会内航部会において決定された報

告書の趣旨を踏まえて、内航海運暫定措置事業

の導入を正式決定したものである。

2．内航海運暫定措置事業の概要

　本事業は、運輸大臣が平成10年5月15日認可

した内航海運暫定措置事業規程に基づき内航海

運組合法上の調整事業として実施される事業で

あり、その骨子は以下のとおりである。

　〔D　解撤等交付金の交付

　　①交付対象者

　　　　平成10年3月31日以前に内航総連合会

　　　の建造等承認を受け、平成11年9月30日

　　　までに船舶原簿に登録した船舶（登録の

　　　対象外の船舶にあっては同日までに竣工

　　　したもの）で、内航総連合会が管理する

　　　保有船腹調整規程に基づく引当資格台帳

　　　に記載されている船舶（ただし、平成15

　　　年4月1日以降は、船旅15年以下のもの

　　　に限る。）を解撤等した者に解撤等交付

　　　金を交付する。

　　②交付金の単価

　　貨物船（引当資格重量トン当たり）

　　110年度n万円、11年度10，5万円、12

　　　年度10万円、13年度9．5万円、14年

　　　度9万円

　　油送船（引当資格立方メートル当たり）

　　　10年度6万円、ll年度5，5万円、12

　　　年度5万円、13年度4．5万円、14年

　　　度4万円

　　特殊貨物船（引当資格重量トン当たり、

　ただし曳舟は馬力当たり）

　　　別に定める。

　　ただし、解撤等交付金単価については

　平成15年4月／日以降は、本事業の収支

　状況等を踏まえ、船種別に見直しを行う。

③交付額

　解撤等交付金の交付申請を行った年度の

単価で計算した額を交付する。

④ただし、次に該当するものについては、

　直ちに当該交付金を内航総連合会に返戻

　　しなければならないものとし、その取扱

　　いに関する細則は、理事会の議決を経て

　　別に定める。

　　④　解撤等交付金を受給した者が、不正

　　　にこれを受けた事が判明した場合。

　　◎　解撤等交付金の交付を受けた者が、

　　　内航運送に供する内航海運暫定措置事

　　　業の対象外船舶（特殊タンク船及びセ

　　　メント専用船を除く。）を建造等した

　　　場合。

　　◎　コンテナ専用船、ロールオン・ロー

　　　ルオフ船に係わる交付金を受給した者

　　　が、理事会の議決により定められたモ

　　　ーダルシフト船を建造等又は用船した

　　　とき。

　　㊤　解撤等交付金を受給した者が、本事

　　　業の遂行を著しく阻害した場合。

（2）建造等納付金の納付

　①納付者
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　　平成10年4月1日以降に内航総連合会

　の建造等認定を受けて船舶（セメント専

　用船及び特殊タンク船を除く。）を建造

　等する者。

②納付金単価

　　貨物船（建造船の重量　1，の交付金

　　　　　　　トン当たり）　単価に1．5万

　　汕送船（建造船の立．方　「．ilを加えた単

　　　　　　メートル当たり）価とする・

　　特殊貨物船（建造船の重量トン当たり、

　　ただし曳船は馬力当たり別に定める額と

　　する。）

　　　ただし、建造等納付金単価については

　　平成13年4月1日以降は本事業の収支状

　　壮心を踏まえ、船種別に見直しを行う。

③．納付額

　　　建造等の申請を行った年度の単価で計

　　算した額を納付する。ただし、建造冷す

　　る船舶に相当する船種の自己所有船【平

　　成10年3月31口以前に内航総連合会の建

　　造等承認を受け、平成11年9月30日まで

　　に船舶原簿に登録した船舶〔登録の対象

　　外の船舶にあっては同日までに竣工した

　　もの）で、内航総連合会が管理する保有

　　船腹調整規程に基づく引当資格台帳に記

　　載されている船舶】を解撤等する者は、

　　当該船舶が有する引当資格トン数等（建

　　幽する船舶の重量トン数等を限度：とす

　　る。）に建造等の申請を行った年度の解

　　宅配交付金を乗じた額の納付金を免除さ

　　れる。

　．④　平成10年4月1口以降に内航総連合会

　　の建造等認定を受けた船舶は引当資格を

　　有さない、，

噸　本事業は、本事業の収支が相償ったとき

　に終了する．
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3．事業の実施方法

ロ｝所要資金

　　本事業の対象となる現有船腹量は約660

　　万％・㎡あるが運輸大臣が平成10年1月に

　　告示した適正船腹量に比し約60万％・nfの

　　過剰船腹を抱えている。この過剰船腹量の

　　60万％・㎡が不要船舶として解撤（海外売

　　船・沈没を含む）された場合の所要資金約

　　500億｝1．1が本事業の必要資金であると推定

　　されている。残り600万P、い㎡については徐

　　々に解撤され代替建造されるので、その建

　　造時の納付金と交付金の差額（原則、トン

　　当たり1．5ノ升IDの収入により金融機関へ

　　の返済と所要経費を賄おうとするものであ

　　る。

　　　この所要資金の500億円は商工中金50％、

　　運輸施設整備事業団30％及び都市銀行・地

　　方銀行20％の割合で調達されることとなつ

　　ている。．

　〔2〕本事業の実施期間

　　　新規程において、「本事業は本収支が相

　　償ったときに終．．∫する」としているが具体

　　的には解撤等交付金又は建造等納付金の支

　　払い終了時期となる。

　　　解撤等交付金制度は船令15年の引当資格

　　のある船舶がある聞継続されることになつ

　　ている。従って、平成IO年3月末［迄に建

　　造等承認され、平成11年9月30日迄に竣工

　　．予定の船舶があるとした場合、当該船舶の

　　典令が／5年まで、すなわち平成26年まで本

　　事業は継続することになる。

　　　他方、建造等納付金制度は解撤等交付金

　　の交付に必要な資金の借入金金額が返済さ

　　れ、かつ残存する受給資格のある船舶に対

　　する交付金予定総額の積立が完了する時期

　　　〔収支相償う時期）に系冬了する。

　　　同事業の収支は、今後の船舶建造量如何

　　によるが、船舶の平均使用期間等から判断

㎜



　しても15年間程度は必要であるとみられて

　いる。

切　船腹調整事業の解消

　　内航海運暫定措置事業規程（新規程）は

　平成10年4月1日以降に新規程に基づいて

　建造等認定又は解撤等認定される船舶に適

　用され、平成10年3月31日以前に建造等承

　認または引当承認された船舶については、

　保有船腹調整規程（旧規程〉によるものと

　すると規定している。

　　この規定の意味するところは、既存船は

　船種区分により構造・航路・積荷等の付せ

　られた条件等について、従来通り旧規程で

　処理されるが、既存船を解撤・建造等納付

　金免除申請等するときは新規程により処理

　されるという2階建て方式となっている。

　すなわち、今後既存船舶が新規程により解

　撤され新しく船舶が建造される毎に新規程

　による船舶に移行し、引当資格を有する船

　舶が減少する。

4．暫定措置事業の効果と今後の課題

ω　暫定措置事業の導入は船腹調整事業を解

　消することを目的としているが、次のよう

　　な効果が生ずると考えられる。

　　従来は原則としてスクラップする引当資

　　格を有する船舶がなければ新規に船舶を建

　　造できなかったが、今後は建造船の船腹量

　　に応じた一定の納付金を支払うことにより

　　自由に船舶の建造ができることとなり、こ

　　れによって船腹の需給調整的側面は：解消さ

　　れることとなった。

　　　一方、先に述べたとおり、内航船の船腹

　　量は適正船腹量に比して60万トン強の過剰

　　を抱えている。暫定措置事業による解撤等

　　交付金の交付は原則として引当資格のある

　　船舶の解撤等に対し全て支払われることと

　　しており、短期的な側面では、不要船舶の

　解撤等が促進され過剰船腹の解消に資する。

　　解撤等交付金単価が初年度から順次漸減

　することとしたのは早期の解撤等の促進策

　である。

　　さらに、解撤等交付金の交付対象船舶と

　して、開始後5年聞は船令制限を設けてい

　ないが、6年］以降は船令15年以下に限定

　している。これは、交付金の支払い期限を

　明確にするとともに、老朽船の解撤・代替

　による船舶の近代化を促進する意味をもた

　せたものである。

〔2｝今後の課．題と展望

　　すでに述べたとおり、暫定措置事業は既

　存船舶の引当権に対する手当てを行うため

　建造等納付金の納付を制度化したものであ

　って、船腹の同属調整を目的としたもので

　はない。

　　言い換えれば、船腹需給の大きな変動に

　対し、スクラップ・アンド・ビルド制度の

　ような的確な需給調整の手段が失われたこ

　ととなる。従って、当然のことながら今後

　は船舶の供給者と船腹の需要者は市場経済

　の中で個々の自己責任において船舶の建造

　又は必要船舶の確保を行う必要が求められ

　ることとなる。

　　言い換えれば、船舶の供給者はその経営

　に当たり、実需に根ざした船舶の建造と将

　来の環境変化にも耐．える確固たる見識とこ

　れに基づく契約の締結等が不可欠であり、

また需要者も安定船腹の確保のためには適

正なコスト負担を覚悟しなければならない

時代となろう。

　内航総連合会としては、船腹調整事業の

解消に向けて内航海運暫定措置事業の訴実

な実施とともに海運事業者の経営の改善を

図るための環境整備推進計画を粛々と実施

することとしている。
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神戸湾強制水先対象船舶の範囲の見直し

に係る航行安全対策について

弾　　　　　礎講燕ミ　　　　　　　　　　　宣し轟　　宝しこヨ　ヒ．濫　　顎．二．

　神戸港の強制水先対象船舶の範囲見直しにつ

いては阪神・淡路大震災の後、神戸市の要望を

受けるかたちで海上安全船員教育審議会水先部

会において検討が進められてきた。3年にわた

る同審議会での検討の結果、1998年3月26日、

強制水先対象船舶を従来の総トン数300トン以

上から総トン数1．0，0001・ン以上に引き上げると

の答申が出され、これを受けて水先法施行令お

よび水先法施行規則の一部改正が行われ、エ998

年7月1日より実施されることが決定した。

　これに伴う航行安全対策については地元関係

者による検討が行われてきたが、去る6月王0日置

神戸市港湾整備局より航行安全対策の詳細につ

いて、また同時に港勢拡大を図るための初入港

船に対する入港料の免除等の新たなコスト減免

措置の内容について説明が行われた。

　神戸市の説明の要旨は以下のとおりである。

［水先強制対象船舶の引き上げに伴う安全対

策の要旨］

1．総トン数1万トン未満の船舶の入港に関

　して港湾管理者が講ずる安全対策

〔1）3，000総トン以上1万総トン未満の次

　　の船舶に対しては水先人の乗船を要請す

　　るD

　・油タンカー、ケミカルタンカー、危険物

　積載船舶（コンテナ船を除く）。

　・入港回数が過去1旧聞に2回（入出港あ

　　わせて4回）までの船長が操船する船舶。

　　＊入港回数の確認手続き

　　　　港湾管理者は、けい留施設使用許可

　　　申請書、人港届に添付された江口船の

　　　直近の過去1年間の入港届（2回分）

　　により確認する。

　＊これら船舶が港内での航行安全を確保

　　するために水先人を乗船された場合で、

　　後述の一定条件に該当する場合は入港

　　料及び一定範囲の岸壁使用料が免除さ

　　れる。

〔2＞「神戸港入港マニュアル」（港湾管理者

　が策定）の船舶への備付けを要請する。

（3）神戸港の最新海図を備えつけるよう船

　舶代理店を通じて周知する。

2．港湾管理者は、海上保安庁の信号所、航

行安全情報センター及びこうベポートラジ

　オとの連携を強化し、入出港する船長、水

　先人、代理店等に必要な交通環境の最新情
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報をVHF通信、　FAX通信等により提供

する。

・一 ﾊ船舶動静情報、海上工事実施状況等

・航路出入口付近の輻榛防止及び航路入港

　船舶の整流のための航路の状況等

・入港予定船舶の情報

　　また、港湾管理者はVHF聴取の指導

　強化、使用言語の違いによる意思疎通の

　欠如を補うためタグボート作業員との英

　文号令集を作成し関係者に配布する。

3．PSC実施機関は総トン数1．万トン未満

の船舶に対するPSCの強化を図る。

4．安全対策実施後の検証を行う。

［1万トン未満の船舶で水先人を乗船させる

船舶に対する入港料・岸壁使用料の免除の

概要］

1，次のすべての条件に該当する船舶につい

　て免除が行われる。

〔1〕神戸港内での航行安全を確保するため

　　に、水先人を乗船させた外航船舶。

（2）神戸港に入港又は出港する総トン数

　　3，000トン以上10，000トン未満の船舟臼。

　　ただし、錨地に停泊することのみを目的

　　として入港又は出港する船舶を除く。

偶　当該田田の日から起算し過去1年の問

　　に船長の神戸港への入港回数が当該入港

　　を含め2画以下の船舶。

　〔・D　船社又は代理店から「免除申請書』の

　　提出があった船舶。

2．免除対象料金及び免除限度額

〔P入港料……神戸．1．1ぎ入港料条例に定

　　　　　　　　　める額の金額

（2｝岸壁使用料・ ・…・ _戸市港湾施設．条例に

　定める額のうち24時聞

　の係留時間に相当する

　額を上限とする（公社

　バース、私設バースは

　対象外）

3．実施期間

平成10年7月！日から平成11年6月30ri

［初入港船の入港料及び岸壁使用料の免除の

概要］

ユ．下記の条件をすべて満たす船舶に対し．免

　除が行われる．

〔1〕神戸港に初めて入港する船舶（国籍変

　　更のものを含む）。

｛21外航船舶。

鋤　国社又は代理店から減免申請のあった

　　船舶。

　㈲　「船客の乗降又は貨物の積卸し」を行

　　う船舶。

2．免除対象使用料及び免除額

口）入港料・・

の　岸壁使用料・・

…・ _戸市入港料条例に定

　める額の全額

・… _戸市港湾施設条例に

　定める額の全額

　　ただし、船客の乗降

　又は貨物の積卸しを行

　う．場合以外の使用時間

　には免除措置の適用を

　除外する。

3．実施時期

平成10年7月1日より
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　阪神・淡路大震災による神戸港の復旧は平成

9年3月末に完了した。

　しかし、震災後の神戸港の港勢回復の状況は

表1のとおりで、外航船の入港隻数は震災前と

比較して8Q％程度、取扱コンテナ数は7G％程度

にとどまっている。中でも1万総トン未満の船

舶に至っては入港隻数が大幅に減少したままで

回復の兆しが見えない状況にあると言われる。

　近隣港湾との競争が激化し、また韓国、中国

等の港湾整備の進展によりハブ機能が大きく低

下しつつある神戸港としては、コスト引き下げ

を図り震災後部港にシフトした貨物、瀬戸内海

諸港からの近隣海外港湾に流れる貨物を何とし

ても神戸港に呼び戻さなければならない。総ト

ン数3，000から6，000トンクラスのコンテナ船を

扱う中国等アジア系の中小船会社にとって今回

の強制水先対象船舶の範囲の見直しは大きなメ

リットになると考えられる。

　また、神戸港では同様の視点から神戸港利用

促進協議会において関係者の合意を得て内航船

を外航バースに直付することにより内航バース

から外航バースへのショートドレージの解消と

一問短縮を進めている。

【表1】神戸港の港勢回復状況

区　　　　　分
震災前（A）

@1994年
震災後（B）

@1997年 B／A

外国定．期航路数 180航路 185航路 102．8％

フルコン船入港隻数 4，653隻 4，602隻 98．9％

外航船入港隻数 10，836隻 8，874隻 81．9％

外貿コンテナ貨物取扱量
42，183千トン

Q，704千TEU

30，264千トン

P，944千TEU
71．7％

トランシップ貨物量 5，811千トン 2，535千トン 43．6％

【表2】免除額の試算例（係留時間　～48時間） （単位：円）

対象船舶総トン数 入　港　料 岸壁使用料 合　　　計

1万トンの場合 27，000 301，500 328，500

3万トンの場合 81，000 904，500 985，500
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．温ユ哨ス

］．運輸政策審議会海上交通部会

　第］回港湾運送小委員会について

2．港湾の整備・利用に関する運輸省との意見交換会に

　ついて

1．運輸政策審議会海上交通部会

　　　第1回港湾運送小委員会について

　運輸大臣の諮問機関である運輸政策審議会海

上交通部会の下部組織「港湾運送小委員会」（委

員長：谷川久　船員中央労働委員会委員長）が

1998年6月16日、運輸省10階特別会議室で開催

された。

　初会合である今回は、参加メンバー（資料1

参照）の知識・理解を深める目的で運輸省海上

交通局より、海外の港湾運送の概況や日本の港

湾運送を取り巻く状況についての報告があり、

港湾労働安定に対する各国の施策について説明

があった。また今後の課題として、わが国の安

定的な物流基盤を提供し続けるために港湾の利

便性向上が必要であり、それには通運事業者の

経営体質改善を推進する上で必要な規制緩和を

はじめ、効率的就労体制を可能とするシステム

作り、日曜荷役の安定的実施を含むバースの運

用効率向上の諸方策に取り組む必要があるとの

提言があった。

　当協会としては、昨年／2月に答申された行革

委・規制緩和小委員会の趣旨（資料2参照〉、そ

して本年3月に閣議決定された「規制緩和推進

3ケ年計画」に沿って引き続き具体的な議論が

進められていくことを期待している。

　当小委員会には当協会を代表して坂田昇日本

郵船顧問（当協会港湾協議会代表）が参加して

おり、今後とも港湾ユーザーとしての建設的な

意見を述べていくこととしている。

　なお、次回会合は7月24日に開催の予定であ

る。

【資料1】

　運輸政策審議会海上交通部会港湾運送

　小委員会委員名簿

部会長 谷川　　久　　饗員中央労働委員箆

委員田付茉莉子
　　　　　南条　俊二

　　　　　柳島　佑吉

　　　　　山本　　長

特別委員　栗原　宣彦

　　　　　今野　修平

　　　　　白井晋太郎

　　　　　橋本　寿朗

専門委員　今沢　時雄

　　　　　尾崎　　睦

　　　　　上東野治男

　　　　　河本　末吉

　　　　　坂田　　昇

　　　　　坂野　哲也

恵泉女学園大学教授

読売新聞社論説委員

産業癒…学斉新．聞宇i＝
翫命　　　 詔色　　　高IJ　　　委　　　 歩乏　　　．長

空　　言巷　　方色　　．設　　賭勲

fヒ多モ取宗帝そ貨桑」：長

…充　通　科一学　大　学
商　学　　部　．教　授

大阪産業大学教授
唄豹楚挺業雇月可安定
センター理事．長
束　　　京　　　大　　学

社会科学研究所教授

東京都港湾局長
㈹日本港運．協会会長

㈹　日　本　貿　易　会
物耕己．委員会主唱冷
全＝口本港湾労働組含
1．P央執行委員．長

㈹口本船主協会
港湾協議会．委員長
全国港湾労働組合
．協議会議．長
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【資料2】

高尾　　昭

竹下　勅三

中西昭士郎

原田　　弘

山下　文利

山本　信行

B．T．ラット

会
長
体
事
輸
長
合
蒔
化
事
長
　
長

㈹
物
通
輸
全
労
日
脚
㈲
識
神
外

　　　　大きな一歩、さらに前へ

　　　　一規制緩和小委員会報告書一　（抜粋）

　　　　　行政改革委員会規制緩和小委員会

　　　　　　　　　　　（平成9年12月4日）

○港湾運送事業に係る規制の見直し

　港湾運送事業は、終戦後の無規制の状況下で

の中小事業者の乱立による供給過剰、不適格事

業者の出現、秩序の混乱等の状況を踏まえ、安

定的な港湾運送の確保、安定的な労働関係の確

立、悪質な労務供給事業者の排除を図るため、

昭和34年、議員修正により港湾運送事業法が改

正され、事業免許制、料金認可制が導入された。

　また、港湾労働に必要な労働力の確保と港湾

労働者の雇用の安定を図ることを目的として、

港湾労働法が昭和40年に制定され、事業規制と

相まって、港湾の安定運営や港湾労働関係の安

定が図られてきた。

　そもそも、港湾運送事業は、貨物の船舶への

積み込み及び取り卸しを目的に労働力を供給す

るという側面が強く、本来的に労務供給事業的

性格を有する。また、この労務供給事業的性格

に加え、業務量の日別の波動性が大きいという

実態があるため、過去の歴史に見られるように

労務手配師が介入する余地が大きいという側面

がある。さらに、陸と海の物流の結節点である

港頭地区という限られた公共空間で営まれる事

業であることから、混乱が生じた場合、ユーザ

ー（船社・荷主）は代替措置を講じにくく、港

せんきょう　平成10年7月号

湾運送の不安定化が我が国の貿易及び経済活動

に深刻な悪影響を与えることとなるという性格

を有している、

　港湾運送事業はこのような特殊性をもつため、

各国とも形態は違うものの、港湾運送の安定化

を図るためのシステムを有しており、我が国に

おいては、前述の港湾運送事業法の参入規制、

価格規制、港湾労働法がこの役割を担うことと

されてきた。

　しかしながら、港湾運送事業法の参入規制、

価格規制は、・一方では、次のような弊害を引き

起こしており、我が国の港湾の効率化、活性化

を阻害する要因となっている。すなわち、第一

に、新規参入が自由でないことから、事業者聞

の競争が生まれにくく、船社、荷主のニーズに

あったサービスが提供されにくくなっている。

第二に、港湾ごと、業務区分ごとに細分化され

た免許制によって非効率な多数の中小事業者が

維持されることとなり、これらの港湾運送事業

者の規模の拡大による事業の効率化を困難にし

ている。第三に、免許制によって自ら常傭労働

者を抱える多数の中小事業者が存在し、企業外

労働者の活用の仕組みも不十分なため、日別の

波動性に十分目対応することができなくなって

いるとともに、船団、荷主の需要に応じた弾力

的なサービスを提供するための効率的な就労体

制を組むことが困難となっている。

　現在、我が国においては、経済活動の基盤で

ある物流の効率化の必要性が強く指摘されてお

り、港湾においても、効率性の向上、船社のニ

ーズに沿ったサービスの確保への要請が高まっ

ている。前述の港湾運送事業の参入規制、価格

規制がもたらす弊害やこのような我が国の港湾

運送に求められている課題の解決のためには、

現行の事業免許制（需給調整規制）を廃止し許

可制に、料金認可制を廃止し届出制にすべきで

ある。また、事業区分及び限定制度の簡素化並

．
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びに港ごとの免許制度の見直しもあわせて行う

べきである。このような改革に伴い、港湾運送

事業に関わるその他の諸規制についても徹底し

た見直しを進めるべきである。同時に免許制廃

止後の効率的な経営や就労体制の確立、安定的

な労働関係の確保、悪質な労務供給事業者の参

入の防止を図り、港湾運送の安定を達成するた

め、以下に掲げる点についての実施や検討が必

要である。

　なお、港湾運送事業においては、港湾運送の

効率化（コスト削減、サービス向上）を求めれ

ば、港湾運送の安定化（労働関係の安定化等）

が損なわれるという懸念もあるため、この2つ

の目標をどのようにバランスをとって解決する

かという視点も重要である。小委員会のヒアリ

ングにおいても、荷主サイドからは、港湾運送

の安定化が強く要望され、また、船社サイドか

らは、規制緩和による港湾運送の不安定化の受

忍限度については明確な回答がされていない。

したがって、港湾運送事業の規制緩和に当たっ

ては、港湾運送事業のユーザーである高社、荷

主がこの点に関しどう考えるかという姿勢を十

分に把握したうえ、推進していく必要がある。

　①安定した労働関係の確保を前提とした効

　　率的な経営、就労体制の確立

　　　船社、荷主のニーズに対応した弾力的な

　　サービスの提供を可能とする効率的な経営、

　　就労体制を確立するため、常傭労働者の雇

　　用の義務付けを維持しつつ、事業者の事業

　　規模（労働者数）を拡大するため、使用者

　　責任を明確にした共同受注、共同就労体制

　　の確立、事業者の集約、．協業化の促進、労

　　働者保有基準の引き上げを図るべきである。

　　また、日別の波動性に対応するための企業

　　外労働者を活用する方策として、新たに、

　　港湾運送事業者間で港湾労働者の融通が円

　　滑にできるような仕組みを確立すべきであ

　るD

②悪質な労働供給事業者の参入の防止

　　悪質な労務供給事業者の参入を防止する

　ため、港湾運送事業者による常傭労働者の

　雇用の義務付けを維持するとともに、労働

　者保有基準の引き上げをはじめとする参人

　基準の見直しをすべきである。

③免許制度の見直しに当たって考慮すべき

　事項

　　港湾運送事業が、先に述べた特殊性から、

　過去混乱の歴史を経験したという事実に鑑

　み、混乱が生じることのないよう、手順を

　踏んで、段階的に規制緩和を進める必要が

　ある。また、コンテナ荷役と在来荷役、6

　大港等と地方港では、荷役の形態、荷役量、

　事業者等に差があるので、規制緩和の推進

　や効率的な就労体制の確立に当たっては、

　内容あるいは実施の時期に差を設けること

　も検討すべきである。

　　なお、規制緩和の推進に伴い、港湾荷役

　の秩序の混乱等の問題が生じることも予想

　されるため、緊急調整措置の導入等その防

　止方策について検討すべきであるとともに、

　規制緩和の結果として、労働災害の増加、

　労働社会保険への未加入、その他労働環境

　の悪化が生ずることがないよう、労働関係

　法令等の十分や対応が碓保されるべきであ

　る。

④料金認可制の見直しに当たって考慮すべ

　き事項

　　中小企業が多い港湾運送事業者と大企業

　の多い船社、荷主との力関係の差を背景と

　した過度のダンピングは、労働環境の悪化

　等につながることから、料金変更命令、船

　社、荷主への勧告制度等その防止方策につ

　いて検討すべきである。

　　また、現在、関係当事者の拠出により、
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　労働者の福利厚生等が図られているが、規

　制緩和後も、関係者間で継続的な取り組み

　がなされることが重要である。

⑤　規制緩和の推進の体制等

　　港湾運送事業の規制緩和は、運輸省、労

　働省等の関係行政機関、港湾運送事業者、

　労働組合、出社、荷主等の関係者が協力し

　て進めなければ実行は困難である。したが

　って、規制緩和を推進するに当たっては、

　数々の検討課題について、関係者の理解を

　深めるために、議論の場を設けることが必

　要である。政府においても、運輸省、労働

　省をはじめとする関係省庁が協力し、政府

　全体として整合性のとれた政策として実行

　すべきである。また、同社、荷主は、港湾

　運送の効率化、安定化のためには、効率的

　で安定した就労体制の確立が不可欠との認

　識を持ち、従来のように労働問題から逃避

　することなく、自らの責務をも自覚すると

　いう姿勢がなければ、この改革は進展しな

　いという認識を持つべきである。

⑥我が国港湾の効率化・活性化のための取

　り組み

　　我が国の港湾の効率化・活性化を図り、

　国際競争力を強化していくために、政府に

　おいては、国際ハブ港湾における大水深、

　高規格コンテナターミナルの重点的整備、

　港湾荷役の施設使用料の抑制、引き下げ、

　入出港に係る諸手続きの簡素化、情報化に

　ついても有効な施策を策定し、実施すべき

　である。

2．港湾の整備・利用に関する運輸省との意見交

　　　換会について

　ハード・ソフト両面にわたり港湾問題全般に

ついて意見交換を図り、国際競争力のある使い

やすい港湾の実現を目指すため、運輸省は、当

協会との定期的な意見交換会を設置した。

　第1回意見交換会は、運輸省港湾局主宰によ

り6月15口、運輸省会議室にて開催され、運輸

省からは松本大臣官房審議官（港湾局／海上交

通局担当）以下、港湾局管理課／計画課／開発

課／環境整備課／技術課ならびに海上交通局海

事産業課／外航課の各課長が、一方、当協会か

らは奥山川崎汽船常務、佐藤商船三井専務、鷲

見日本郵船常務および鈴木当協会常務理事その

他が出席した。第ユ回の今回は港湾を巡る現状

認識についての意見交換を行い、国際競争力の

ある使い易い港湾の実現という共通の目標を目

指して、今後も定期的に意見交換を行うことに

合意した。

　さらに、意見交換の対象項目が、港湾投資の

あり方、EDIの推進方策、港湾諸料金の低減化

方策、さらには航路俊濠といった航行環境の改

善などハード・ソフト両面において広範かつ専

門的となることから、同社と港湾局の担当者に

よる幹事会を設け、より実務的に意見交換を深

めていくことに合意した。

　運輸省では、この意見交換会を通じての成果

を今後の港湾行政に反映させていくとしている。

　当協会としても、これまでも同社を代表し、

港湾審議会などの場を通じて意見を述べてきた

が、需要を踏まえた使い易い合理性のある港湾

を整備していくために、より具体的、実務的な

対話が必要という運輸当局との相互認識の下、

この意見交換会および幹事会において積極的、

建設的に意見を述べていく所存である。
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講遜難1◎：芝こ

　　　　　1．引き続き増加傾向にある世界船腹O．ロイド統計、、よる1997年末の世界脹

　前号に引き続き、ロイド船級協会の諸資料に

基づいて、世界船腹の動向について概観する。

今号では主に船腹の建造と消失、ならびに船腹

量の増減状況について触れたい。

1．商用船の建造

ゆ　商用船の竣工量

（2）

　／997年における商川船の建造（竣工）量

は1，820隻、25，235千総｝・ンで、船腹量に対

（

【表11　商用船の建造量および消失量の推移

商　用　船　船　腹　量

年
（年　末）

年間増減
建造　〔竣工）　量 消　　　失　　　旺

他の要因による

搆ｸ不明・誤差

隻　数　千総トン 隻　数　丁総トン 隻　数　干総トン　対前fl比　竣L率 隻　数　干称トン　崩斡比　消失率 隻　数　千慧トン

1987
75，281397，325 2，103　　13，1】王　　　　　　　　　　　　3．3 L　55EI　　l3，785　　　　　　　　　　　　　3．5

1988
75，799399，462 518　2，138 2，094　　11，312　▲13．7　　　　2．8 1，275　　　　5，575　▲59．6　　　　　1．4 ▲　301▲3，599

1989
75，G25404，s98 ▲　774　5，435 2，196　14，喧82　　2S．0　　　3．6 965　　　3．150　▲43．5　　　　　0．8 ▲ワOO5▲5897　一，　　　　　　7

1990
78β0王426，021 3，276　2正，124 2，144　　16，054　　　10．9　　　　3．8 712　　　　3，057　　▲　　3．0　　　　　　0．7 1，844　8，127

1991
78，931436，296 630　10，274 1，977　　16，810　　　　　4．7　　　　　3．9 905　　　4，240　　　　38．7　　　　　1．O ▲　442▲2，296

1992
79，726445，169 795　8，873 1，967　　18，928　　　12．6　　　　4．3 867　　　8，109　　　　91．3　　　　　1，8 ▲　305▲1，946

1993
80，655457，915 929　12，746 1，907　　　20，511　　　　　8r4　　　　　　4．5 ／，115　　11，259　　　　38．8　　　　　2．5 137　3，494

1994
80．676475β59 21　17，944 1，840　　19，642　▲　4．2　　　　4．1 1．105　　13，658　　　　2L　3　　　　　2，9 ▲　ア14　1L960

1995
82，890490，662 2，214　14，803 1，910　　22，599　　　15．1　　　　4．6 エ，097　　10，676　▲21，8　　　　　2．2 L401　2，880

1996
84，264507，873 1，374　17，211 1，9玉2　　25，849　　　14．4　　　　5．1 1，084　　　1工，055　　　　　3．6　　　　　2．2 546　2，417

1997
85，494522，197 1，230　14，324 1，820　　25，235　▲　　2，4　　　　　4．8　　　　　　864　　　　9，511　▲14．0　　　　　1，8 274▲II400

（伽考）ロイズ船級協会の資利を次により作成した。

　　〔1）船腹量の年間増減量＝当年末の船腹量一前年末の船腹IIUWorld　Ucet　Sta［1sncs｝

　　〔2）「建造量」……World　F［eet　Statistics記載の建造量

　　1幻　　「言肖失II覧」　……“「orld　CasuaLty　Slatisticsより算出

　　㈲　「他の要因による増減　不明・誤聞」＝年間増加量一　（建造景一消失量）

〔注）1987末～1991末の船腹量は「World　Fleet　Statlst［cs　l992」掲載のデータを便用した，（本誌6Jl冒P．24表2とは整合しない）
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（表1付図）

　　消　失　量

　　　△10

1988

1989

1990

1991

、9921

1993…

1994

1995

　　建　造　量（百万総トン）

0　　　　10　　　　20　　　　30

1996■「二＝
1997　［■■■二

一船腹量の増加

□建造量

■消失量

□他の要因による増減／

　不明・誤差

40

する比率（以下では「建造率」という）は、

4．8％、前年の建造（竣⊥）量に対して2．4

　％の減少となった（表1建造（竣工）量欄

参照）。

　　その船種別内訳は表2のとおりで、構成

　比は、撒積乾貨物船（ギアレス）38．0％、

　コンテナ船23．5％、オイルタンカー工4．9％

　などとなっている。「建造率」が高い船種

　は、コンテナ船（12ユ％）、撒積乾貨物船

　（ギアレス）（6．8％）、旅客船（6．5％）等

　であり、「建造率」が平均を．ド回る船種は

　オイルタンカー（2．6％）、一般貨物船（2．3

　％）、RORO貨物船（3．2％）などである。

　　また、竣工量の建造国別内訳は表3およ

　び同付図のとおりで、シェアは、日本39．1％、

　韓国32．2％等となっている。

〔2｝造船所手持工事量

ぜんきょう　平成10年7月．号

　　1998年3月末における商用船の造船所手

持工事量（発注済み船腹量）は2，548隻、

　55，192千総トンで、このうち建造中船舶は

　1，334隻、20，499千総トンである。この船

　種別構成は表4のとおりで、構成比は、オ

　イルタンカー36．7％、撒積乾貨物船（ギア

　レス）20．1％、コンテナ船12．6％等となつ

　ている。

　　この竣工（引渡）予定は同日右側のとお

　1〕で、1998年の竣工予定は41．0％、1999年

　42．8％、2000年16．2％となっている。

（3）竣工量と造船所手持ち工事量の推移

　　1986年以降の竣工量と造船所手持ち工事

　量の推移を一表にまとめると表5および同

　付図のとおりとなる。

　　両者の総トン数を見ると1987年以降はと

　もに増加傾向にあることがわかる。また、

　造船所手持工事量を見ると、建造中船舶量

　の増加以上に未着工船舶が増加しているた

　め、「受注より引渡迄の推定期間（月）」も

　伸びている。

2．商用船の消失

　ここでは、商用船の解撤（処分）、事故（推定

全損）の後の解撤、および海洋での喪失（現実

全損）を併せて「消失」と定義する。

　1997年における商用船の消失量は、“World

Casualty　Statistics　1997”によると、864隻、

9，511干総トンで、現有船腹に対する消失船腹

の比率は（以下では「消失率」という）L9％

である。また、これは前年の消失量に比べると

14．0％の減少となっている（表1参照）。

　船種別内訳は表6のとおりで、その構成は、

撒積乾貨物船（ギアレス）36．0％、一般貨物船

21．6％、オイルタンカー19．2％、油／貨兼用船



【表2ユ　商用船竣工量の船種別内訳

1996年 1997年 1997．．．．1996年　　1

隻　数 白総トン1誠購
建造
｡〔鰯 隻　数　千総トン 構成比鵜

建造
ｻ％｝ 隻　数　千総トン

対．前年増
ﾁ率（％）

合　　　　　　　　計 1，912 25，849 100．0 5．1 】，820 25，235 100．0 4．8 △92 △　614 △2．4

貨　　　　　物　　　　　船 ／β54 25，466 98．5 5．3 1，276 24，732 98．0 5．0 △78 △　734 △2．9

液　　体　　貨　　物　　船 318 8277 32．0 4．7
219

5，521 21．9　．．

3
．
1
．
．
．
」 △99 △2，755 △33．3

「：液　　化　　ガ　　ス　　船 57

P02

P54

T

／，077

kO70

U，124@6

4．2

S．1

Q3．7

O．o

6．8

W．3

S．2

P．3

34

W8

W9

W

843

№盾Q

R，754
@22

3．3

R．6

P4．9

O．1

5．1

U．6

Q．6

R．7

△23｢14
｢65
@3

△　234

｢　168
｢2β70@16

△2L7
｢15．7
｢38．7
Q69．3

撒　積　乾　貨　物　船 288
9，633 37．3 6．1 309

／0，237 40．δ 6．3 21　．

「1撒積乾貨物船〔ギァレス＞

P油　／　貨　兼　用　船

235

R
5
0

8，716
P91

V27

33．7

O．7

Q．8

6．4

P．6

^〔〕，7

270

R
3
6

9，589
P91

S58

38．0

O．8

P．8

6．8

P．7

U．7

　35

｢14

　604
D．L．．．一一「．@874

｢　　270

　6．3．－．．．L．．．．．

@lO，0

｢37．1

その他の乾貨物船
748

7｝556 29．2 5．1 748 8，g73 35．6 5．ア 　18，8．一一一．「．．．．．

「’

F一　　般　　貨　　物　　船
m貨　　　客　　　船：コ　ン　テ　ナ　船．：冷　凍　・　冷　蔵　船

cR　O　R　O貨物船：R　O　R　O　貨　客　船

c旅　　　客　　　船12そ　　　　の　　　　他

348

Q
2
0
3
1
7
3
0
6
9
7
6
3

1，046
@13
S，729
P01

T54
S93
U09

@10

4．O

潤x
P8．3

O．4

Q．1

P．9

Q．4

O．O

／．8

Q．1

PLO
P．4

Q．6

S．4

X．O

潤D5

268

P
2
5
4
2
6
4
3
6
0
9
1
5

1β01@7
T，924
P47

U95
S10
S61

@28

5．2

O．Q

Q3．5

O．6

Q．8

P．6

P．8

O．！

2．3

k1
P2．1

Q．】

R．2

R．4

U．5

P．4

△80
｢　　1
@51
@9
@13
｢　9@15
@2

1，417．．．・．r－

@255
｢　　5
P，194@45
@141
｢　　83
｢　　147@18

　24，4

｢48．0
@25．3
@44，9
@25，4
｢16．9
｢24．2
P72．4

そ　　の　　他　　の　　船　　舶 558 383 L5 L5 544 503 2．0 2．o △　14 ［20 3L3

漁　　　　　　　　　　船 207 121
0．5 0，9　　203　　　114 o．5 o，gi△4 △　　　6 △　　5．2

そ　　　　の　　　　他 351 262 1．0 2．4　　　341　　　　388 1．5 3．6　△10　　　126 48．D

（注｝World　FleeしStadsdcs　l997より作成

【表3】　商用船竣工量の建造国別内訳（1997年）

造 船 国
商 用船合 計 貨 物 船

口

隻　数 千総トン 構成比岡 隻　．数 千切トン T．1餅トン

日 本 624 9，864 39．1 519
9，820 15，320

韓 国 202 8，124 322 igl 8，038 13，0M

中 回 131 ／，394 5．5 玲2 1β80 2，139

ド イ ツ 76
1，088 4．3 68

1，083 1，201

台 湾 35 722 2．9 22 717
1，2D3

ボー ラ ンド 50 643 2．5 39 633 871

デンマーク
16 466 L8 15 465 525

そ の 他
686

2，932 11．6 320 2596 2，704

合 計 1，820 25，235 100．0 1，276 24，732 36，976

（注）World　Fleet　Statistics　1997より作成

（表3付図）

　　　　　　　　その他
　　　　　　　　2．932
　デンマーク　　　　i
　　466　　　　　．．畿．§職．

ポ認．蛯P
台湾一　　r722
　　　　　　　　　　合計　　　　雷
ドイツ　　　　　．、、．．　　25235　　　　・＝。■

1．088　　　　　　　　　　　『二部トン

　中国
1．394

　　　　　　　　　韓国

　　　　　　　　卸㌧／

6．3％、などとなっている。「消失率」が平均を

上回る船種は、一般貨物船（3．6％）、撒積乾貨

物船（ギァレス）（2，5％）、油／貨兼用船（4，9

％）などで、「消失率」が平均以下の船種は、

オイルタンカー（1．2％）、コンテナ船（1．0％）、

液化ガス船（0．7％）、化学薬品船（0．7％）な

せんきょう　平成IO年7月号



【表4】　1998年3月末における発注済船舶量の船種別構成ならびに竣工（引渡）予定

造船所手持工事量 発注済船舶の竣工（引渡） 予定

建造［．1．［船舶 未着工船舶 1998年 1999年 2000年

隻数千総トン　構成比 隻数干総トン 隻数干総トン 隻数千総トン 隻数千維トン 隻数．下総トン

貨 物　　　　　船 1，91953，442　　96．8 92219，258 99734，，184 LlO92／，687 64822，857 162　8，897

液　　　体　　　貨　　　物　　　船 60925，523　　46．2 250　8，30今 35917，220 274　8，047 25611，945 79　5，531
門一．」．．．．．一．一．．．一．－－「－．．．．「i ■．■．國 r．．

．：液　　体　　ガ　　ス　　船 71　2，766　　5．0 35　1，396 36　L370 28　　482 31　1，387 12　　897
…　イヒ　　　　学　　　　薬　　　　最1　　　　母侍

188　2，467　　4．5 89　1，109 99　1，358 100　1，l14 78　1，178 10　　176
34720，280　　36．7 124　5，795 22314，485 144　6，449 146　9，373 57　4，458

：そ　　　　の　　　　他 3　　10　　0．0 2　　　3 ユ　　　7 2　　　3 1　　　7
．

撒　積．　乾　　貨　物　　船 33911，764　．21．3
　127　3，634幽一．．r．．．．．．．－「■ 　212　8，130．．一．」・r

180　5，094 130　5．447 29　1，223
「　．　．　．　．　．　．　ゴー一　．．　「　－「　．　．　．　幽　．　・　i　・　．一　「

rl欝積乾貨物船（ギアレス） 31611，067　　2D．1 113　3，322 203　7，744 164　4，737 123　5，107 29　L223
i油　／　貨　兼　用　船 4　　251　　0．5 1　　　63 3　　188 1　　63 3　　188

4　　148　　　0．3 2　　80 2　　68 2　　80 2　　68
：そ　　　　の　　　　他 15　　299　　0，5 11　　169 4　　130 13　　2／4 2　　84
圏

その他の乾貨物船 97116，155　　29．3 545　7，321 426　呂β34 655　8．546 262　5，465 54　2」43
「　．　「　．　．　幽　L　「

層　　般　　貨　　物　　船 327　2、355　　4．3 201　1，246 126　1，109 244　1，588 71　　ε65 12　　102

i貨　　　客　　　船 3　　26　　　0．0 2　　　17 ユ　　10 l　　lO 2　　工7
1コ　ン　テ　ナ　船 291　6，951　　12．6 ／47　3，202 144　3，750 202　4，341 77　2，117 12　　494
．：冷　　凍　　　　冷　蔵　　船 43　　402　　0．7 ！5　　120 28　　283 25　　225 18　　177

108　3，100　　5．6 42　　977 66　2，123 48　1，131 44　1，371 16　　598

lR　O　R　O　貨客船 76　　725　　　1．3 55　　550 21　　175 53　　449 21　　237 2　　39
i旅　　　客　　　船 113　2，454　　4．4 77　1，166 36　1，288 79　　781 22　　762 12　　910
・そ　　　　の　　　　他 10　　141　　0．3 6　　　43 4　　98 3　　21 7　　120

そ の　他　の　船　舶 629　Lア50　　3．2 412　1，241 217　　510 494　　917 126　　765 9　　　69

合　　　　　　　　　計 2，54855，192　100．0 1，33420，499 L21434，693 1，60322，604 77423，622 171　8，966

構　　成　　比　　（％） lOD．0 37．1 52．9 4LO 42．8 16．2

⇔主〕　～Vorld　ShipbuUding　S〔atistics　Nrarch　l998よりで二成

どである。

　また、船籍国別構成は表7のとおりで、上位

からセントビンセント、キプロス、パナマ、リ

ベリア、ロシア、マルタ等と続いている。「消

失率」の高い船籍国としてはセントビンセント

（18．6％）、キプロス（4．7％）、ロシア（5．3％）

などが挙げられる。

　一方、解撤実施国の状況は表8および同付図

のとおりで、1997年においては、インド（56．8％）、

パキスタン（25，6％）、バングラディッシュ

（10．7％）の3国が高いシェアを占めている。

中国は1994年には最大の解撤実施国であったが、

エ996年に実績が急減している。

3．商用船船腹量の増減と建造量および消失量

　前号で概観した船腹量の推移から各年間の船

腹増減量を算出し、建造量および消失量の推移

を総合すると表1および同付図を作成すること

ができる。

　これによると、1989年以降の船腹量の増加は

この間の建造量が消失量の2～4倍程度で推移

していることで裏づけられている。

　なお、同表には元データーの不整合等から相

当の「不明・誤差」の数値を算出せざるをえな

いことに留意する必要がある。

せんきょう　平成10年7月号 團



【表51　商用船の竣工量と造船所手持工事量推移

年次・期

@　n

竣　工　量
i年・期聞）

@　　A

造船所手持工事量
@　〔年・期末）

r＝S≡L＋M
建造中船舶量
@　　L

未着工船舶量
@　　M

受注より引渡
?ﾌ推定期聞
@　（月）

隻　数千総トン 隻　数千総トン 隻　数千総トン 隻　．数モ総トン 隻数より

1986末 2，168　21，364 L292　11，051 876　10，313

1987末 2，103　11，311 2，037　22，542 1，210　　9，694 827　12，848 12．0

1988末 2，094　11，312 2，228　24，553 1，288　11，622 940　12，931 12．2

1989末 2，196　14，482 2，452　3LO55 1，275　12，452 1，177　18，603 12．8

1ggo末 2，u4　玉6，054 2，633　39，789 L288　13，533 1，345　26，256 14．2

1991末 1，977　16，810 2，530　43」64 1β55　15，897 1，175　27，267 15．7

1992末 1，967　18，928 2，284　37β33 1，312　18，670 972　18，663 14．7

1993末 1，907　20，511 2，145　39，242 L131　15，787 1，014　23，454 13．9

1994末 1，840　19，642 2，316　45，792 L182　18，033 1，134　2ア，759 14．5

1995末 1，910　Z2，599 2，655　ヰ8，526 1，265　18，731 1，390　29，795 15．6

1996末 1，912　25，849 2，519　45β13 L246　17，950 1，273　27，363 16．2

1997末 L820　25，235 2，604　56，621 1，329　19，788 1，275　36，833 1．6．9

（1998年1～3月）

@1998年3月末
374　　6，850 2，548　55，192 1β34　20，499 1，214　34，693

（

備考；各資料を次のとおり使用して作成した。
　〔1）竣工量は「WorLd　Fleet　Statistlcs」による。ただし，1998年1～3月のみは’WDrld　ShipbundingStatistics

　　1998March“によるD
　〔2）1994年までの造船所手持工事量（建造中船舶吊、未着工船舶量）は「Merchant　ShipbuUding　Return」に

　　よる。

　〔3）1995年以降の造船所手持工事量は「World　ShipbuUding　Statistics」による。

　㈲　「受注より引渡までの推定期間〔月）」は竣工隻数〔A｝および造船所手持工事量の隻数より次により算出した。

　　　　　　　　　12

　　　　　　　　An
　　　　　　〔Sn－L＋Sn）／2
（注）「受注より引渡までの推定期間」は本田の構造を理解し易くするために、仮に算出したものである。実体

　　　とは若十異なることもありうるので扱いには注意されたい。

（表5付図）

　　一遍トン
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20DDD
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【表6】 1997年の消失船舶の船種別内訳

1997
喪　　　　　失 解　　　　撤

隻数 千総トン 構成比1消失率岡 船齢 隻数 干総トン 船齢 隻数 千総トン 船齢

合　　　　　　　　　言1． 854
9，511 100．0 1．9 36 132 804 24 860

9，703 25

貨　　　　　物　　　　　船
663

9，114 95．8 1．9
　　　1

Q61　96
790 24 423

8，837
27

液　　　体　　　貨　　　物　　　月食 lo9 2，049 21．5 1．2　　－ 14 162 25 135
5，636

25

評　．　i

演t　　体　　ガ　　ス　　船：化　　学　　薬　　晶　　船iオ　ィ　ル　タ　ン　カ　一 15

Qユ

V0
R

　116
@　93
P，822

@　19

L2
P．o

P9．2

O．2

0．7

O．7

P．2

S．ユ

　2．6．．．」．

@29
@25
@25
@26

3
2
9
■

　3
@2
P
5
7
　
．

26
P8
Q
6
　
幽

　6@7
P19
@3

　　　7

@　43T568

@　18

26
Q7
Q4
R6

撒　積　乾　貨　物　船
152
4，151 43．6 2．6 25 10 275　　．． 　　　63一．一一一 　1，713．．■．．．一．」 27　．．．

「　「　「　幽　幽　．　．　．

鉛ﾀ積乾貨物船（ギアレス）
c油　　／　貨　　兼　　用　　船

c配置fi轡1纈彿

131

@
7
　
．
1
4

31423
@602　　　－

@126

－．．．・i

R6．0

U．3

O．0

P．3

2．5

S．9

O．0

P．9

26

Q
4
　
．
2
5
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@
：
　
．

2
7
5
　
一
　
：

　21．．．■．．．一

@21
@
　
：
　
　
．

　．．D．
R4
@9
@2
P8

　ユ，000

@　682
@　　21P10

一一．．．

@27
@22
@54
@26

そ　の　他の乾貨物船
402

2，914 30．6 2．〔｝ 26 　　　72．．．「．．．i． 352 　2‘1．
D

225
1，487

29

「　「　幽　幽　・　．　．

c一　　般　　貨　　物　　船
c貨　　　客　　　船：コ　ン　テ　ナ　船
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P
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1
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1
3
i
　
3

．．

Q，055

@　　4．
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@　　63
@　　97

@　　59

@　139
@　　52

21．．5

O．0

S．7

O．7
kO
n．6
ks
n．5

3．6

O．6

P．O

潤D9

O．5

O．5

Q．1

Q．7

26
S0
Q3
Q6
Q2
R3
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R4

　　．
U0
@1

R
4
1
　
2
　
1
　
一

．．一一一一 u－．．
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@　　　1
@　】．04
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@　　　8
@　　30　　　　ゴ

24
S2
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Q0
Q8
Q3
S
6
　
．
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@2
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R9
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^4

@3
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P87
Q47
^60
Q0
Q1

V5

．．一」

Q9
R3
Q5
Q8

P6

R0
R1
Q6

その他の商用瑚2。1 397 42 1．6 27 36 14 23 437 866 25

漁　　　　　　　　　　船 153　　　342 3．6 2．6 25 30 10 22 378 ．757 23

そ　　　　　の　　　　他 48 55 o．6 0．5 32 6 4 26 59 110 33

（1主｝　“「orld　Casualtv　Statistics　1997よi．．，イ乍「戊

【表7】 1997年の消失船舶の船籍国別内訳
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〔温…｝　（D　　IVOrld　Casualtv　Statistics　1997よリイ乍成

　　　②海外自治領、第二船籍等は本日の均Fl腹に含めた。
　　　　　ただし、香港（中国〕、バミューダ（英｝、ジブラルタル（英）、 ケイマン諸局〔英｝籍は本国とは別に集計した。〔＊）
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【表8】解撤実施国の推移

1994年 1995年　　　　　　1996年 1997年

解撤実施国
隻数 千把トン 隻数 干総トン　隻数 千総トン 隻数 千総トン 構成比平均船齢

当
該
年
毎
に
把
握
し
た
解
撤
量

イ　　　　ン　　　　ド

oングラディ　シュ
p　　キ　　ス　　タ　　ン

?@　　　　　　　国

g　　　　ル　　　　コ

x　　　ト　　ナ　　ム

冝@　　　　　　　本
t　　ィ　　リ　　ピ　　ン

X　　　ペ　　　イ　　　ン

香@　　　　シ　　　　　ア

ｻ　　　　の　　　　他

186

T9

R4

t5
R3

@4
V3

@3
Q1

Q1

X2

2β02

Q，134

Q，166

Q，848

@　97

@　86

@　20

@　3
@　23

@　26
@210

189

T3

Q5

T3

S7

@4
P16

@2
U】

Q8

X1

2，8正0

Q，539

n．，670

@75窪
@208

@123

@146

@　58

@　40

@　22
@153

315

T5

R3

Q8

S8

@3
X1

@1
T1

S2

S4

4，920

Q，196

Q，062

@104

@137

@　26

@　25

@　42

@　48

@　34

@　73

363

V4

Q1

R2

S1

@3
P24

@1
@19

@ユ9

R5

4，948

Q，228

@930

@　99
@195

@174

@　30

@　34

@　19

@　9
@　40

56．8

Q5．6

P0．7

P．1

Q．2

Q．O

潤D3

O．4

O．2

O．1

O．5

27

Q6

Q6

Q5

R1

Q5

Q1

Q3

R2

Q9

S4

計 641
10，416

669 8523 711 9，668 732
8，707 100．0 26

当該年の翌年以降に把握

ﾅきた解撤量（A）
242

1，385
195 1，180 152 326

． ． 0．0 r

883
11，800 呂64 9，ア03 863

9，994 732 8，707 100．0 26

（注）①「World　Casualty　Statisticsj各年版より作成

　　②　「World　Casuaity　Statistics　l997」では過去の解撤量について数値の訂正が行われたため．「当該年の翌年以降に把握出

　　　来た国母並」（A）が統計上生ずる。これらについての解撤実施国の明細は明らかにされていない。

　　③上記掲載国は1995～1997年の合計解撤．旨11！の順に．ヒ位20ヶ国とした。

（表8　付図）

干紹トン

12、000

10，000

8、000

6．000

4ρ00

2ρOO

0
1994年 1995年 1996年 1997年

：　［訂正］　　　　　　　　　　　　　　　　　　：
…　本誌6月号「引き続き増加傾向にある世．界船腹U｝」の　…

…記事巾、P．26表4の（注）②③を．卜’記のとおり訂正い　…

：たします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：

：　②各国の船腹量は第二船籍、海外領土籍を含む。ただ　：

1　　し、英国は香港〔1996年以前）、バミューダ、ジブラ
…　　ルタル、ケイマン諸島籍を含まない。1997年末の［．1・

…　　国には香港を含まない。

…③ここでいう「便宜置籍国」とは「OECD海運委員会
…　　年次報告（1995〕」において「オープン・レジストリ

1　　一国」とし、分類されている次の15力国とした。ア
1　　ンチグァバルブーダ、バハマ、バミューダ、ケイマ
i　　ン諸島，キプロス、ジブラルタル、ホンジュラス、

i　　レバノン、リベリア、マルタ、モーリシャス、オー
i　　マン、パナマ、セントビンセント、バヌアツ。

　　　　　2．平成9年度沖縄振興対策関係調査

　　　　　　　　　「港湾流通機能の拡充整備調査報告書」から

　題記調査は、沖縄県の港湾の状況、内外諸港

湾の状況を調査・把握した上で沖縄県の港湾の

方向性及び港湾流通機能の拡充整備方策につい

て検討するため、通商産業省および運輸省の委

託を受け、㈱日本経済研究所が行ったものであ

る。その概要について図表を中心に紹介する。

　報告書では、沖縄県は、「国際都市形成構想」

等において東アジアの中心に位置する同県の地

せんきょう　平成工0年7月号



．）

理的特性を活用し、アジア太平洋地域との経済

交流の拡大を図り、同県の自立的発展に寄与す

るため、国際的な交通輸送条件の整備や自由貿

易地域の活用等により、国際貿易・物流機能の

．拡大を形成していく考え方を示している。併せ

て今後の沖縄の港湾の方向性および港湾流通機

能整備の方策について検討しようとするもので

ある。

　なお、詳細資料ご入用の折には、圃日本経済

研究所　（担当：望月氏、TEL：03－5280－6024）

か当協会企画調整部（担当：加藤・米丸、TEL

：03－3264・7174）までご連絡いただきたい。

【表11　沖縄県の主要港湾の種別
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〔資料｝財団法人日本海事広報協会「日本の港湾199ア」

【表2】港湾別船舶積卸量順位（港湾運送事業法の指定96港中） （単位；位、干トン｝

川亘　　位 港　　　名 取　　扱　　量

74（70〕 青　　　森 776（0．07％）

75（75； 石　　　垣 746（0、07％）

… … …

77（76： 宇　　　野 684（0．06％）

78〔78） 67／ω．06％）

… … …

92〔90； 唐　　　津 63（0．OO6％）

93（93） 49〔o．oo5％）

： … …

〔資料｝「工本ボート整臓㈱「港運要覧！、賑〔位は平成7年唖実績、（　〕内は6年度実駄

【表31沖縄港湾が取り．扱う貨物分類

〔1：1　ト　ラ　ン シ　ッ　プ港
方　向　性 （2｝　ローカルカーゴ港

①国外←→国外 ②本土←→国外

港湾の内容 発着貨物の取り扱いに加え船から 発着貨物の収り扱いに加え船から 主として貨物の発地または着地と

・メインの機能 船への貨物の積み替え作業を必要と 船への賃物の積み替え作業を必要と なる貨物を取り扱う機能

する機能。中国沿岸諸港湾へは、基 する機能。

幹航路の本船からフィーダー船への 1：1〕との差は、本土と外国との結節

積み替えを行う。 点になるため、輸出入手続き　（通関

手続き）が必要となる点。

○大型船と小型船との積み替え機能

E保税区域内の広いスペース

○大型船から小型船への積み替え機

@能

○沖縄で生産、消費する財の取扱則

せんきょう　平成10年7月号 岡



考え方・狙い ①国内の他港湾と比較した場合の優 国内の他港湾と比較した場合の優 ①．FTZ効果等による産業立地を最
位性の向上、発揮 位性の向．ヒ、発揮 大「艮に活かす。

②トランシップ ②アジアに比較した人件費を考えて、
対中国貨物（上海、天津、青島、 高付加価値製品の製造を志向
南京等）の貨物。一・広東省地域に

続き急速な発展を遂げている華東
地域に係わる貨物を対象とする。

③中国諸港からのフィーダー航路距

離の近さ

④中国の港湾整備の不確実性
⑤中国の陸．ヒインフラの未整備によ

る、各都市間輸送の国難性から「．1．「

国沿岸部の中規模港湾へのフィー

ダー航路の可能性

狙いとして想定 巾国各港へのフィーダー航路及び 本土各港へのフィーダー航路に、 全方位
される対象航路 北米等の基幹航路等。一部東南アジ 中国、台湾、東アジア及び北米等の 集積する産業の対応

ア航路も含む。 基幹航路等

狙いとして想定 中国、長江周辺の開港、上海、青 ①国内（西・南日本の港湾） 全方位
される対象港湾 島、天津、堰江、アモイなど。また、 ②国外〔全方位） 集積する産業の対応

台湾、マニラなど

【図】基幹航路の沖縄活用イメージ
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【表4】アシア主要港湾の比較
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海運 　　邑士日　　口心

9日　運輸政策審議会総合部会が開催され、需

　給調整規制廃止後の交通運輸政策の基本的

　方向を運輸大臣に答申した。

11日　運輸政策審議会海．」二交通部会（部会長・

　　谷川久船員中央労働委員会会長）は、国内

　　旅客船事業の需給調整規制廃止に伴う環境

　　整備策を運輸大臣に答申した。

15日　運輸省は当協会との「港湾の整備・利用

　　に関する意見交換会」第1回会合を開催し、

　　港湾を巡る現状認識についての意見交換を

　　行った。

　　（P，29海運ニュース2参照）

◎　海上安全船員教育審議会船舶職員部会の

　20条問題小委員会は、日本人11名フル配乗

　の近代化P船1隻の混乗化〔第三鍾混乗出

　代化船）を初めて承認した。

16日　運輸政策審議会海上交通部会港湾運送小

　　委員会の第1回会合が開催され、日本の港

　　湾運送事業の規制緩和に関して議論が行わ

　　れた。

　　（P．26海運ニュース1参照）

◎　日本船舶輸出組合は、5月の輸出船契約

　実績を発表した。それによると、6隻・14万

　1，800％と、1994年1月以来の最低記録と

　なった。一方、1月に受注ゼロとなった韓

　国は、現代重工の受注再開などにより1～

熱6月

5月の累計で日本を127万9，000％上回った。

17日　当協会は、第51回通常総会を開催した。

　　　（P．！特別欄参照）

18日　運輸省は、サブスタンダード船を排除す

　　るため、海運に係わる関係業界（船社・荷

　　主・金融・保険等）との連携について検討

　　しているOECD海運委員会における議論

　　に資するため、「第1回OECD海運委員会

　　サブスタンダード船対策勉強会」を開催し

　　た。

◎　中央職業安定審議会港湾労働部会が開催

　され、港湾労働者を円滑に相互融通できる

　ような新制度の創設に向けて審議を開始し

　た。

26日　IMO第6回旗国小委員会が22日からロ

　　ンドンで開催され、ISMコードの発効に伴

　　う、PSCの統一．．・的な対応等について審議

　　した。

せんきょう　平成10年7月号



．4轍便り

　最近英国船主協会の理事長であるクリストフ

ァー・モーガン卿のインタビュー記事が、海事

専門紙であるロイズ・リストに載りました。こ

の人の記事が載るときは、必ず有名な海賊ヘン

リー・モーガンの子孫と云うタイトルが付きま

す。海賊ヘンリー・モーガンはウェールズの裕

福な家庭の出身で、17世紀にジャマイカを根拠

地としてカリブ海を荒らし回った有名な海賊で

す。今もロンドンにその名を残すアンティーク

・マーケットとして有名なボート・ベローやマ

ラカイボ、そしてパナマ等を攻略し、スペイン

を大いに悩ませました。海賊と云ってもスペイ

　　　　　　　せんめつ
ンの無敵艦隊を熾滅したフランシス・ドレーク

船長等と同様で私掠船の船長でしたが、後には

カリブ海の英国艦隊の指揮をもとっています。

　　　　　　　　　　　　　　　　かど
一時は無許可でスペイン船を攻撃した廉でロン

ドン塔に幽閉されたこともあったようですが、

時の国王チャールスニ世の信任を得、後に許さ

れて貴族にもなり、最後はジャマイカ島の総督

として生涯を終えています。子孫のモーガン卿

が船協理事長としてパナマを訪問することにな

った時は、ロイズ・リストはパナマ政府は礼砲

をもって出迎えるのではないだろうかと冷やか

していました。

　モーガン卿は／．939年の生まれで今年59歳、

ユ957年にダートマスの海軍大学に入学し、その

旧約40年近く英国海軍に在籍し艦隊勤務を主と

した筋金入りの海軍軍人ですが、ご当人は海賊

の子孫のイメージは勿論、元英国海軍中将の面

影さえうかがえない優男で、有名なハーレー・

ストリートの医者のような優雅な物腰で、失礼

もかえりみずに云えば声も甘く少々女性的です

らあり、幼稚園の園長先生といった雰囲気の入

物です。

　英国船協は私達ロンドン事務局にとっては最

も重要なコンタクト先で、理事長を始め常務理

事や国際問題．船員問題担当者等と常に接触を

続けております。特にモーガン卿と当事務局と

は浅からぬ縁があり、モーガン卿がかつてスコ

ットランド・北部英国艦隊の司令官であったと

き当事務局のマックナイト大佐が副官を務めて

おり、マックナイト大佐は一足早く退役し当事

務局に再就職したわけです。モーガン卿が退職

して一年後、英国船協の理事長であったハント

卿が退職することとなり．モーガン卿がこれに応

募しました。ハント卿も海軍軍人でこちらは海

軍大将までなった人ですが、後任は公募される

こととなりこのロイズ・リ．ストにも求人広告が

出ました。モーガン卿はこの求人に応募するに

あたり、当事務局のマックナイト大佐に連絡を

とり、英国船．協の内部事情や仕事の内容など細

かに開いて来ました。特に最終的に候補者が英

国船協の内部からの応募者を含め3人に絞られ、

2回にわたる面接が行われた時は、海運問題に

囮 せんぎょう　平成10年7月．号
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▲英国船協理事長モーガン卿

は必ずしも詳しくないモーガン卿に対して、マ

ックナイト大佐が安全環境問題、船員問題そし

て国際海運問題等につき当事務局の資料を添え

綿密なコーチを行いました。こうして昨年ユ2月

にめでたく理事長に就任となったわけです。

　この再就職活動を振り返ってモーガン卿は

「大変で少々憂甦な期間だった」と述懐してお

り、また英国船協の理事長職は「心から望んだ

ポジションだった」とも言っています。そのた

めか、就任して問もないにもかかわらず早くも

フル・スウィングで間もなく公表される予定の

英国海運の振興策／提言を含んだ「海運白書」

作成において巾核的な役割を果たしています。

　英国ではサーの称号を持つ人を呼び掛ける場

合、サー・モーガンではなく何故かサー・クリ

ストファーとファーストネームを呼びます。モ

ーガン卿にもサー・クリストファーと呼びかけ

るとクリスと呼んでくれと言われます。しかし

ICS（国際海運会議所〉の事務局長も名はクリ

スでこちらはファースト・ネームで呼び合うこ

とに何の抵抗もありませんが、モーガン卿に対

しては私から元商船乗りとして本能的に海賊を

恐れるのか、あるいは日本国の平民として英国

貴族に気後れするのか、今もってクリスとは簡

単に呼べないでいる次第です。

　モーガン卿はゴルフ好きで、6月中旬のこの

インタビュー記事が載った翌日のロイズ・リス

トの囲み記事にモーガン卿がテニス・エルボウ

ならぬゴルフ・エルボウからやっと回復したと

ありました。モーガン卿とは前から一緒にゴル

フをやることとなっていましたが、双方の都合

がつかず延び延びになっていたところ、やっと

8月中旬に日取りが決まりました。当事務局の

マックナイト大佐と組んでの日英船協の対抗戦

ですが、英国船協のモーガン組をもしこの機会

にやっつければ、初めてクリスとファーストネ

ームで呼べるようになるのではないかと思って

います。

〔欧州地区事務局長　赤塚宏一）

せんきょう　平成10年7月号 鷹



趨廻1圏團瞠1［号1：ナ…岡」レ第100回

紀元前に始まっていた

運河による水上輸送

オランダ東インド会社は

世界最初の株式会社

　近代を代表する運河といえばスエズ運河とパ

ナマ運河が挙げられる。しかし運河の歴史は輸

送機関としての船の歴史に匹敵するほど古い。

　紀元前6世紀にエジプトを支配したダリウス

大王の碑文には、彼の命によりカイロからスエ

ズに至る運河の掘削が行われ、これによってペ

ルシャ湾やインド方面との交易が活発化したと

記されている。またアッシリアでも紀元前4世

紀頃にチグリス、ユーフラテスの両大河流域で

運河の建設が盛んに行われていた。

　古代の運河で最も大規模なものは、中国の信

州から北京近郊に至る全長冊数百キロの大運河

だ。大部分は随の時代に完成したが、一部は紀

元前6世紀にすでに開削されており、現在も世

界最長の運河として大部分が利用されている。

　ヨーロッパでは17世紀頃からフランス、ベネ

ルクス三国、北ドイツの低地帯で河川と河川を

結ぶ運河が盛んに建設された。フランスのミデ

ィ運河やドイツのミッテルラント運河に代表さ

れる巨大な河川運河は、現在でも沿岸部と内陸

部を結ぶ重要な国内輸送路となっている。

　北米ではセントローレンス水路やエリー運河

　（現ニューヨーク・バージ運河）など五大湖周

辺と大西洋岸を結ぶ運河が有名だ。

　日本でも江戸時代には多くの運河が建設され

た。角倉了以が開削に成功した京都二条と伏見

を結ぶ高瀬川はこの時代の運河開削プロジェク

トの代表的なものといえる。

　現代のように土木技術の発達していない時代

の運河開削の苦労は並大抵ではなかったはずだ

が、それでも正々は情熱的に運河をつくってき

た。船の大量輸送能力はあらゆる時代の野々に

とってそれだけ魅力的だったわけである。

　1619年に、オランダ連邦議会の決議によって、

世界で最初の株式会社が誕生した。オランダ東

インド会社だ。ライバルのイギリス束インド会

社はそれより早い1600年に活動を開始したが、　　（．

株式会社の形態になったのは1657年以降だった。

　正式には「連合東インド会社（Vereenighde

Oost　lndische　Compagrle）」と呼ばれたこの会

社はジャワ島のバタビア（現在のジャカルタ）

に本拠を置き、国家から東インド地域での独占

的な貿易権とともに、植民地での立法権、徴税

権、通貨の発行権、裁判権、さらには条約の締

結権から戦争の遂行権まで認められていた。

　最盛期には約40隻の戦艦、約150隻の商船、約

酒甑

無断転載を禁じます。社団法人　日本船主協会◎

せんきょう　平成10年7月号



1万人の軍隊を擁したその業容は、現代の株式

会社の印象とは相当かけ離れたもので、貿易も

行えば行政や戦争も代行する、いわば植民地に

根を下ろしたもう一つの国家といえた。

　貿易や植民地からの徴税による莫大な利益は、

国家への上納金や株主への配当金として還元さ

れ、株主には年間約20％、多いときは50％の配

当が支払われたという。

　同社は後を追って東インド進出を図ったイギ

リスやフランスとの熾烈な戦いや植民地の反乱

によってやがて衰退し、1798年に解散した。ラ

イバルのイギリス東インド会社はそれと交代す

るようにインドを拠点に勢力を伸ばし、その栄

光の歴史は200年以上におよんだ。

　しかし植民地維持のための戦争や過酷な搾取

による植民地の疲弊、さらには肥大化した組織

の腐敗によって経営が悪化した点はオランダ束

インド会社の場合と1司様だった。

　セポイの反乱（1957～59年）を契機に同社の

権限はすべて政府に移管される。イギリス東イ

ンド会社が200年以上にわたる歴史の幕を閉じ

たのはそれから十数年後の1874年のことだった。

イルカに学んだ

水中の目 ソナー

　イルカやコウモリには人間を含め他の生物に

はない特殊な知覚能力がある。「反響定位」と

呼ばれるもので、自分の発した超音波の反響に

よって障害物の位置や餌の在りかを知り、自分

の運動橋向を決める能力をさす。

　水中で超音波を発し、物体に反射して戻って

くる音波を高感度の聴音機でとらえ、その方向

や距離、形状を把握するソナー技術は、こうし

た動物の特殊な能力を模倣したものといえる。

　原理としては電波を使ったレーダーとよく似

ているが、電波は水中を伝わらない。．・一・方、音

せんきょう　平成10年7月号
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波は水中だと大気中の4倍以上の速度で伝わり、

到達距離も長い。音波は、水中では電波に代わ

ることのできる優れた信号伝達手段なのだ。

　ソナーは第一次世界大戦中に対潜水艦作戦の

ために開発され、第二次世界大戦から冷戦時代

にかけ軍事用を中心に発達した技術。その後、

応用範囲は大きく広がり、今や海事分野では欠

かせない技術の一つとなった。

　最近はレジャーにも使われる魚群探知機はそ

の代表例だ。船舶分野では潮流の影響のない対

地速度の測定を可能にしたドップラーソナーや

音響測深機が主な応用分野。巨大タンカー接岸

時の秒速数センチという微妙な速度制御にもド

ップラーソナーの一種の接岸速度計が使われる。

海洋調査船に搭載されているマルチナロービー

ム音響測深機は、海底地形の調査や海図作成に

不可欠な技術だ。

　科学技術は意外に自然の模倣が不得手なよう

で、四つ足で歩く乗物も翼を羽ばたく飛行機も

作られなかった。脳と同じ原理で動くコンピュ

ータもまだ夢の段階だ。ソナー技術は、動物の

能力の模倣に成功した科学技術史上のまれな事

例の一つといえるかもしれない。
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海運関係の公布法令（6月）

㊨　余水吐きから流出する海水の水質について

　　の基準を定める総理府令の一部を改正する

　　総理府令

　　（総理府令第39号、平成10年6月16日公布、

　　平成10年6月17日施行）

㊨　船主相互保険庁合法施行規則の一・部を改正

　　する省令

　　（大蔵・運輸省令第3号、平成10年6月8日

　　公布、平成10年6月8日施行）

㊨　海難審判法施行規則の一都を改正する省令

　　（運輸省令第33号、平成10年6月12日公布、

　　平成10年7月1日施行）

㊨　厚生年金、船員保険年金等、国民年金及び

　　労働者災害補償保険年金等の振替預入に関

　　し郵便貯金規則等の特例を定める省令の一

　　部を改正する省令

　　（郵政省令第59号、平成10年6月12日公布、

　　平成10年6月12日施行〉

㊨　水先法施行規則の一部を改正する省令

　　（運輸省令第34号、平成10年6月12口公布、

　　平成IQ年7月1日施行）

㊨　港湾環境影響評価の項目並びに当該項目に

　　係る調査、予測及び評価を合理的に行うた

　　めの手法を選定するための指針、環境の保

　　全のための措置に関する指針等を定める省

　　令

　　（運輸省令第39号、平成10年6月12日公布、

　　平成IO年6月12日施行）

㊨　船員となろうとする者に関する国1祭協定の

　　締結等に伴う漁業離職者に関する臨時措置　　＿

　　法施行規則の一部を改正する省令

　　（運輸省一一42号、平成10年6月26日公布、

　　平成10年6月26日施行）

㊨　特殊貨物船舶運送規則の一部を改正する省

　　令

　　（運輸省令第43号、平成10年6月29日公布、

　　平成10年7月1日施行）

㊨　船舶復原性規則等の一部を改正する省令

　　（運輸省令第44号、平成10年6月30日公布、

　　平成10年7月ユ日施行）

国際会議の予定（8月）

アジア海運フォーラム（政府間会合）

　8月20日　シンガポール

　　　　　　「ロイド統計による1997年末の世界船腹」の刊行

　今般、当協会は、ロイド船級協会より相次いで発刊された、」」World　Fleet　Statistics　Decenlber
1997”（／997年末の世界船腹量を集計）、“World　Ca＄ualty　Statlstics　1997”（1997年の年間消失船

腹量を集計）ならびに”WOrld　ShipbUilding　StatiSticS　MarCh　1998”（四半期毎の造船統計）等

に基づいて、世界船腹の現有量、建造量、消失量ならびに増減状況等の「統計表」を整理編集し
たパンフレット「ロイド統計による1997年末の世界船腹」を発刊しました。
　内　容：前号および今号の同関連記事ご参照

　装　丁＝A4判　32頁
　本書は希望者には一人・．．．冊を原則に無料配布いたしますので、配布ご希望の向きは郵便にて下

記までお申し込み下さい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
　申込先：〒102－8603東京都千代田区平河町2－6－4海運ビル
　　　　　　日本船主．協会　総務部　統計出版担当
　お願い：送付先を明記したA4判パンフレットの入る返信用封筒（200円切手を貼付）を必ず
　　　　　　同封して下さい。
　問合せ先：Te1（03）3264－7188

せんきょう　平成10年7月号



海運統計　羅一一鯉騨
1．商用船の建造量および消失量の推移

商　　用　　船　　船　　腹　　量
建　．造　　（．竣工》　．量 浦　　　失　　　飛

他の要因による
搆ｸ／不明・誤差年 （年　末｝ ．年間増減

隻数　干総、トン 隻数　．τ総トン 隻．数　千総トン　対前年比　竣工率 隻数　　千総トン　対前年比　消失率 隻．数　千総トン

1991
78，931436，296

630　10274　　　　　， 1，977　　　16，810　　　　　4．7　　　　3．9 905　　　　4，240　　　　38．7　　　　1．0 ▲442▲2，296
1992
79，726445，169

795　　8873　　　　　， 1，967　　　18，928　　　　12．6　　　　4．3 867　　　　8，109　　　　91．3　　　　1．8 ▲305▲1，946
／993 80，555457，915 929　12，746

1，907　　　20，511　　　　　8．4　　　　4．5　1　　1，115　　　11，259　　　　38．8　　　　2．5 137　3，494
1994
80，6ア6475，859 21　17，944

1，840　　　19，642　▲　4．2　　　　4．l　l　l，105　　　13，658　　　21．3　　　　2．9 ▲714　11，960
／995 82β90490，662 2，214　14β03 1，910　　　22，599　　　　15．1　　　　4．6 1，097　　　10，676　▲21，8　　　　2．2 L401　2，880
1996
84，264507，873 1，374　17，211 1，912　　　25，849　　　14．4　　　　5．1 1、084　　　11，055　　　　3．6　　　　2．2 546　2，417

1997 85，494　　522、197【　1，230　　　疋4，324 1，820　　　25，235　▲　2，4　　　　4．8 86遭　　9、511▲上4．O　　L8 274▲L，40Q

（備考｝ロイズ船級協会の資料を次により作成した。
　　｛1〕船腹量のイ1三問増減：｝1［＝＝当年末の船腹：「il＝一前年末σ）船腹量（WOrld　F［eet　Statistics）

　　｛2〕「建造量」一・・WQrld　Flcct　SLatistics記i1配の建造量
　　！3〕「消失．1」」……World　CasuaLty　Statis〔icsよ｝，算出

　　樹　「他の要囚による増減．／不明・誤差」＝年間増加量一（建造量一消失旦）
（注）／9S7末～Bg／末の岳il｝腹量は「World　F1肥t　Statlsncs　1～延）2」掲蔵のデータを使用した。〔本誌6月号P．24表2とは整合しない）

．｝

2，世界の商用船竣工量と造船所手持工事量

年次・期

@　n

竣　工　．量
k年・期間）

@　　A

造船所手持・工事．．量

@　（年・期末）

r：S＝L＋M
建．雪中船舶量

@　　L
未着工船舶覚
@　　M

受注より引渡
?ﾌ推定期間
@　　（月）

隻　数　千総トン 隻　数　千総トン 隻　数　千・総トン 隻　数　　干総トン 隻数より

1991末 1，977　　16，810 2，530　　43，164 1β55　　15，897 L175　　27，267 15．7

1992末 1，967　　　　　18，928　　i　　2，284　　　　　37，333 1，312　　／8，670 972　　18，663 14．7

1993末 1，9。7　20，51112，145　39，242 11131　　15，787 1，014　　23，454 13．9

1994末 1，840　　　　　19，642　　　　　　2，316　　　　45，792 ユ，1．82　　18，033 1，134　　27，759 ユ4．5

．1995末 し910　22，5gg12，655　48．526 1，265　　．181731 L390　29，7951　15．6

1996末 1，912　　25，8．生9 2，5／9　　45，313 1，246　　17，950 1，273　　　　　27，363　　　　　　　　　16．2

199ア末 1、820　　25，235 2．604　　56，621 1，329　　19，788 1，275　　　　36，833　　　　　　　　16．9

〔1998年1～3月）
P998年3月末 374　　6，850 2，548　　55，192 1，334　　20，499 L214　　34，693

備考：各資料を次のとおり使用して作成した。
　〔1）竣．r量は「World　F［eet　Statist．ics」による。ただし，1998年1一．3月のみは”World　Shipbuildir旧Statistics　l998　Marc111■

　　による。
　〔2｝1994年までの造船所手持工事ユ［1＝（建造中船舟1〕ゴ11＝、未江口船舶iil＝）は「Merchant　Shipbuilding　Retum」による。

　〔3）1995年以降の造船所手持工事量は「Wol・ld　Shipbuilding　Statisticsjによる。
　固　「受注より引渡までの推定期問（月〉」は竣工隻数周および造船所手持．」1事量の隻．数より次により算出した。

　　　　　　　　　12
　　　　　　　　　Ar1
　　　　　　〔S11－1＋Sn）／2
〔注）　「受注より引渡までの推定期聞」は本表の構造を理解し易くするために、仮に算出したものである。実体とは若一卜畏なる
　　　こともありうるので扱いには注意されたい。

3．わが国における船舶の建造実績

国 内 船 輸 出 船

．年　次 乾．貨物船 油送船
舗1貨客船、

ｩ動車航引船

漁船・

ｻの他
・t 乾貨物船 泊送船 客船、貨客給、

ｩ動車航送船

漁船・

ｻの．他
計
合　　計

隻数丁．龍トン 隻数千総トン 隻数構トン 隻数慌トン 隻数降トン 隻数千総トン 隻数予総トン1隻数千帆ト■配、　ノ 隻数予総トン 隻数千国トン「 隻数干総トン

1991
174　　648 8ア　　416 37　　170 152　　5⑪ 450　1，283 103　1，943 89　3，770

．－
14　　　5 20651718 656　7，001

1992
ユ55　　251 139　　754 35　　97 113　　39 452U51 93　1，946 86　3．938

■． 2　　17
1815，9Dl 6337，052

1，993 183　　462 207　　851 32　　95 84　　33 506　1，441 99　2、375 7C　5，067 ．．
7　　12 1767，455 682＆895

1994
1ア3　　476 118　　23・1 25　　85 97　　3D 413　　825

19241874
422，535
．■

lO　　l9 24471．，128 657　8．253
1995

175　　635 82　　ア3 33　　6．7 86　　36 377　　811 217　5、589 57　2．277 ■．
4　　　1 2ア87，86ア 655＆679

1996
146　　218 53　　229 24　　113 80　　31 303　　591 20．．15，970 δ1　2，708

．．
4　　　1 2898，679 592　9．270

構成比岡 （2．4｝ 〔2，5〕 〔1，2｝ 〔0．3） 〔6．4｝ 〔64，’1） 〔29，2｝ 〔0．① 〔O、ω 〔93．6） qoo』）

出所：運輸省運輸政策［司情報管埋部「造珂1｝造機統計月報」より作成。
〔注｝①上紀統計表への集計対象船舶はIOO総トン以．ヒの鋼船に限定した。
　　　②各年における竣工実績である。

せんきょう　平成10年7月号 ㎜
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4．わが国貿易額の推移　　　　　　　　　（単位：10億円）　　5．対米ドル円相場の推移〔銀行間直物相場）

年　月
輸　出 輸　入

前年比・前年同期比〔％）

（FOB） （CIF＞
入〔▲咄超

輸　出 輸　入

198Q
29，382 31，995 ▲2，612 30．4． 32．0

1985
41，956 3LO85 10，870 4．o ▲　　3．8

1990
41，457 33，855 7，601 9．6 16．8

1995
41，530 31，548 9，982 2．6 12．3

1996
44，731 37，993 6，737 7．7 20．4

1997 50，937 40，956 9，981 13．9 7．8

1997年5月 4，iO2 3，370 731
2D．5 6．1

6
4，l19 3，160 959

12．5 7．8
7

4，281 3，442 839
11．9 3．5

8
3，936 3，2］7 719

13．9 3．5

9
4，423 3，359 1，063 1‘1．2 8．5

工。 4，645 3，5．4Q 1，1Q5 17．3 工．1

11
4，224 3，162 1，062 6．5 ▲　　4，1

12
4，705 3，468 1，236 12．9 5．4

1998年1月 3，860 3，474 385
9．o ▲　　2．6

2
4，094 2，815 1，278 2．6 ▲　　14．9

3
4，589 3，347 1，241 1．1 ▲　　10．5

4
4，346 3，122 工，224 ▲　　1．8 ▲　　13．7

5
4，042 2，824 1，218 ▲　　1，5 ム　ユ6，2

σ主）　通関統計による。

6．不定期船自由市場の成約状況

年　月 舖）平均 ．最高値 最安値

／985 238．54 200．50 263．40
1990

144．81 124．30 160．10
1993

111．19 100．50 125．75

／994 io2．24 96．45 lo9．GG

／995 94．06 80．30 104．25

／996 108．79 98．05 110．31
1997

12／．00 lll．35 131．25

1．997年6月 114．2G l11．35 l16．33
7

l15．16 112．60 1．／8．30

8
l17．90 115．50 119．42

9
120．75 118．80 122．50

10
121．06 119．95 122．20

11
125．27 121．63 127．70

12
129．47 127．00 131．25

1998年1月 129．45 125．25 134．30
2

126．00 123．12 128．70
3

128．69 125．30 132．05
4

13ユ．67 128．00 135．00
5

135．00 132．00 139．05
6

1d．0．43 146．70 136．20

〔単位：千M／T）

区分 航 ソー

`母 用 船
，圏，

疋期 川船

△　　計 連1「虐航海
シングル

（晶　目 別 内　訳）

口 机 航　　海
年次 穀物 石炭 鉱石 屑鉄

砂糖　　　　　1

肥料 その他
Trip Period

／992 196，312 16，996 179，316 54，719 54．，731 61，197 576 3，064 4，023 1，006 87，735 16，530

／993 172，768 8，470 164，298 56，G33 42，／69 59，167 4G8 2，353 3，357 8n lo8，546 26，0G3
1994

180，978 11，264 169，714 44，993 44．，251 68，299 2，634 3，477 4，430 1，630 176，407 46，876
1995

172，642 4，9］ユ 167，731 48，775 52，37／ 57，261 1，526 1，9・11 5，054
803 」．54，802 49，061

1996
203，407 2，478 200，929 54，374． 69，509 66，539 898 3，251 5，601 757

144，561 29，815

199ア 195，996 2，663 193，333 46，792 67，192 66，551 1，069 3，724 7β12
693
160，468 43，240

1997　10 19，759
0
19，759 4，751． 7，354 5，306 工98 430 602 l18

17，717 3，840

11
18，055 79 17，976 4，523 6，174 5，941 126 482 650 80 lL408 1，677

12 17，005 480 16，525 2．，931 6，131 6，707 58 309 341 48
10，804 2，438

1998　1 19，702
145 19，557 3，817 8，258 6，609 57 306 374 136

ll，623 2，140
2
／6，514 370 16，144 4，700 4，253 6，403 30 234 299 225

8，5D7 2，557

3
15，078 ／30 14，g48 4，536 4．，226 5，617 144．

162 233 30
ll，540 2，943

4 19，009 4／0
18599 3，呂87 6，914 7，030 28 534 195 11

15，383 1，856

5
17，098 0

17，098 3，503 6，851 5，967
157 350 183 87

ll，184 1，076

6
16，577

o
16，577 3，513 5，488 5，879

27 411 169 go
9，470 　　L694

P

〔注）　①マリタイム・リサーチ社資料による．．②品目別はシング．ルものの合詐，③．年別は暦年。

せんきょう　平成10年7月号
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原油〔ペルシャ湾．．羽本・ペルシ「・湾．欺胸

／
ペルシャ湾／日本
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　　　ヨ5
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　　　5

0　　　0

烈勿〔ガルフ．「日本・北米西岸／日本・ガル7／両欧）

ガルフ／日本

北米西岸／日本

　　ノ、m　　　　L

@　　、
@　　　｛ 卜

ノ　N＼　　　＼　　　＼

　／
^
／
　
　
ト

、　へ　1 　戸、
`’、 「

［

ガルフ／西欧

19931年｝ 旧94 1995 1996 1597 旧9日

艶
婦
お
鋤
2
，
2
、
田
拍
5
　
0

7　原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）

ペルシャ湾．／．日本 ペルシャ湾／欧米
月次 1996 1997 1998 1996 1997 1998

最．高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低
1
． 67．50　57．50 66．25　62．00 62．00　50．OO 58．00　52，50 56．50　52，00 52．50　42，502
75，00　67．50 66．50　58．50 69．OO　60．OO 65．00　55．00 52．50　4．7．50 60．00　45．003
72．50　67．50 69．OO　58，00 82．00　67，50 57．50　47．50 57．50　50．50 67．50　55．OO4
55．00　46．00 67，50　46．50 72．50　65．OO 47．50　39．00 52．50　45．OO 72．50　55．OO5
64．75　51．50 72．50　61．50 87．50　69．OO 55．00　42．50 59，50　45．00 77．50　59．OO6
79．50　65．00 76．50　65．50 75．00　62，50 62．50　52，50 60．00　52．50 77．50　56．50

7
ア9．75　69．00 86．75　68．50 67．00　57．50 65．00　50．OO8
ア0．OO　65．00 94．00　85，00 60．00　55．00 67．50　65．009
64，50　56．00 94，50　ア2．50 52．50　49．50 70．00　60，0010
63．OQ　55．00 100．OO　89．OO 55，00　43．75 77．50　70．OO11
69．0〔｝　58．75 82．00　75．OO 55．00　50．00 80．00　65．0012
69，50　60．00 75，00　49．50 50．50　47．50 62．50　42．50

（注） ①日本郵船調査グループ資料による。 ②単位はワールドスケールレート。 ③し ・ずれも20万D／W 以．．ヒの船舶によ
るもの。 ④．グラフの値はいずれも最高値。

8　穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧） （単位：ドル〉

ガルフ／日本 北米西岸／日本x ガルフ／西欧
月次 199ア 1998 1997 1998 1997 1998

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低
1
26．85　23．80 21．25　19．00 14，25　13．40 11．50　　9．00 13．00　12，25 10．75　　9．OO2
26．OD　24．60 19．OO　16，50 一 8．75 11．00 7．90　　7．503
25，75　23．50 19．50　17．50 『 工2．85　／1，50

一 6．754
24．．85　20．95 20．00　16．OO 15．00　13．25 一 11．00

一5
21．75　20，25 17．00　15．50 12．00

一 10．50 10．50　　7．506
22．10　19．90 15．35　13．70 12．05　11．75 一 一 一

7
24．50　21，75 14．00　12．10 一8
24，35　21．50 一 10．50　10．259
25．50　22，00 一 10．15　10．0010
24．60　21．70 13．50　／2，60 1／，00　　9．5011
23，75　19．OO 13．25　／2．25 1／．30　10．0012
23．50　19．75 一 12．OO　　9．80

（注〕 o）［本郵船調査グループ資料による。

Bグラフの値はいずれも最高値。
一

②いずれも。’万D／W以上8万DハV未満の船舶によるもの。

せんきょう　．平成10年7月号 囮
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9　石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧） （．栄イ立：ドル）

ハンプトンローズ／日本（石炭） … ツバロン／日本（鉄鉱石） ツバロン／西欧（鉄鉱石｝

月次
1997 1998　1 1997 1998 1997 1998

最高　　最低 最筒　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低
1

一 一 一 一 7．50　　6．17 6．50
2

一 一 9．50 一 7．35　　6．00 5．80　　5．25
3

一 9．75 9．50 一 6．30 一．．

4
．一 一． 一 一

6．1〔｝　　5．65 5．25　　3．95
5

12．00 一 ．一 一． 6．00　　5．80 4．70　　4．15
6

一 一」 一 一 6．45　　5．90 4．30

7
一 ．一 5．80

8
一 一 6．95　　5．80

9
．．．

@一 一 7．25　　5．95
10

一 一　　　　i 7．70
11

一
．一　　　　　　　　　1

@　　　　　1
6．30

12
一

11．00　　7．80i 6．15

〔注）　①日本郵船調査グループ印判．による。

　　　③グラフの値はいずれも最高値。

②いずれも10万D／W以．ヒ15万D／W未満の川舟自によるもの。

拍．タンカー運賃指数

タ ン カ 一　　運 賃 指 数
月次 1996 … 1997 ．L998

VLCC 巾型 小型 日・D ｝｛・C
lVLCCl
中型 小．型 H・D H・c

VLCCI
中型 小型 H・D 且・C

－
？
】
60．8
U0．3
102．8
P20．0

136．9
P57．8

162．3
P78．4

ll§：引 57．3
T9．1
107．2
P14．1

165．6
P64．1

188．4
P．98．1

233．8
Q55．8

55．3
T4．6
110．4
D1〔〕4．8

150．3
P42．1

14〔．）．7

P54．5
175．0
P71．4

3
66．6 120．2 153．6 202．1 229．5し 58．．4 ユ09．1 155．9 201．4 237．7 68．5 95．7 132．9 146．5 175．5

4 61．4 113．6 178．0 228．1 233．3 62．0 ／19．．ア 201．3 193．9 223．4 72．4 ／06．1 145．7 1．60．6 16．1．9
5
49．1 1．16．6 160．9 210．1 220．9 52．3 110．4 182．0 181．2 213．7 ．70．3 91．8 122．工 156．6 155．1

6
57．4 113．5 153．3 215．0

211．6　　　　　［ 63．4 110．9 182．6 203．0 202．8
5

7
8

66．5
U9．5
106．2
P．00．6

160．2
P35．8

24］．．0

Q17．4
203．9
^81．0

…　　63、8　　7c．3 lQ7．2
^00．4．

172．5
P59．9

L85．5
P76．2

携：子

9
1
0

63．1
T4．3

10／．0

X8．o
139．2
P33．0

185．0
Qユ1．6

工80．1

^74．1

i83．417e．2 110．6
P．13．9

．】．48．1

P52．6
179．5
P81．6

170．3
P63．9

11 54．9 llO．2 137．9 198．2 ユ97．2 189．5 ／14．9 166．5 164．6 149．6
12 60．4． 107．9 147．9 190．1 ．工86．9 174．3 110．6 138．9 180．．／ 184．O

平均 60．4 109．2 149．5 203．31 206．ア i67．5 目／0．8 165．8 186．1 199．3
1

〔注）①ロイズ’オブ・ロンドンプレ．ス発行のロイズ・シップ．マネジ．v一による．．．．〔シッビング・ニューズ・インターナショナル

　　　　はロイズ・オブ・ロンドンブレスとユ987｛円1月に合働．②タンカー運賃は’ワールドスケールレート。③タンカー迷賃
　　　　指数の発表様式が87年10月より次の51x：分に変更された。カッコ内はII．1区分　．1イ／．VLGC＝15万1000トン（15万トン）
　　　　”、1．．．口．：．1．1．1型；7万10ΩO～．15万トン　（6万司5万トン）　．容小！穐県δ万60GO～7万トンBメ5一も万トン〕　．箒H・Dr

　　　　パンティ・ダーティ：3万5000トン〔3ノ∫トン）未満　示II・Cニハンディ・クリーン：5万トン（3万トン1未満．，．

せんぎょう　平成1⑪年7月号
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11，貨物船用船料指数

貨物船航海用船。料指数 貨物船定期用船。料指数月次 1993 1994 1995 1996 19971 1998
工993 1994 1995 1996 1997 1998

1
194．0 189．0 234．0 207．O 209．0 189．0 323．0 327．0 358．0 380．3 347．0 277．02
．192．0 185．0 227．0 202．D 197．0 ユ86．0 326．0 320．0 358．0 386．6 332．0 254．03
191．0 185．0 229．0 192．O 199．O ／71．0 327．0 324．O 366．0 339．4 341．0 260．04
194．0 1．98．0 243．0 1．92．0 197．O 173．0 356．0 310．0 377．O 363．0 354．0 262．05
195．O 191．0 245．0 196．0 1go．o 173．0 366．0 318．0 402．0 350．0 342．0 262．06
209．0 198．0 239．0 195．D 184．0 319．0 334．0 390．0 339．0 326．0

7
206．0 工98．0 230．0 1．86．0 183．0 335．0 320．0 426．O 339．0 338．08
19d．0 202．0 218．0 189．0 196．0 346．0 360．0 391．O 289．0 330．09
196．0 208．0 220．0 186．0 190．O 328．0 349．0 364．0 293．0 327．010
188．O 212．0 221．0 176．D ．．1．91．0 351．0 333．0 355．0 294．0 316．011
196．0 212．0 ．198．0 188．O 189．0 372．0 363．0 344．2 323．0 290．012
200．0 219．0 209．0 21LO 186．O 349．0 367．0 374．7 323．0 294．0

平均 196．3 199．81 226．1 193．3 192．6 1341．．5 335．4 375．5 334．9 328．1
〔注） ①ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジ ヤーによる。（シッビング・ニューズ・イ ンターナショナ
ルはロイ
D数は1971

ズ・オブ
≠P0D．

ロンドンプレスと 1987年ll月 に合併♪ ②航海月．1 矧．1肇［・ヨ．旨数［ま．匠965．7～ 1966．6＝100 定期用船料指ll

〕 12，係船船腹量の推移
1996 1997 1998

月次 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー
隻．数．丁．G／T千DハV 隻．数千G／T千DハV 隻数1千GIT干D〆W 隻数千G〆T．丁．D／W 隻数千G〆T千D／W 隻数千G／T千D／W

ユ
　
ワ
層
　
3
　
4
　
F
⊃
　
6

2722，2102，778
Q572，0052，506
Q45L9112，392
Q361．8562，326
Q29L8542，336
Q20L8332，353

662，0583，735
U01，6362，980
U2工，8623，305
U01，6942，983
T61，75・13，120

T51．，6792，841

2482，1王D2，589
Q411，9962，402
Q532，0552，420
Q512，0732，462
Q4．92，0862，520

Q442，0082，426

551，6072，757
T71，6282，804
U31，7102，970

U4L7963，101
U31，7813，060
T71，7763，052

2502，0632，423
Q4．4L9112，220
Q461，9572，281
Q472，0282，381
Q562，0922，448
Q592．1712，546

571，4502，466
T5L4602，492
T8L74哩3，066
T61，6752，927

T5L6652，889
T4L6812．939

7
2181，8282，412 561，6652，800 2391，9692，449 581，8233，1608
2231β542，421 531，5712，708 2462，1202，429 571，7763，0319
2341，9502，562 551，6572，800 2462，0842，375 531，4872，47410
2321，9722，610 55L7762，919 2642，28／2，634 571，6162，59111
2392，0022，543 551，9213，196 2652，2522，555 581，5432，53212
2382，0872，626 531，7052，856 2692，2542，596 591，4502，464

〔注） ロイズ・オブ・ ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイ ドアップベツセルズ｛ ．こよる。
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　「海の日」は、明治天皇の行幸を

記念して7月20日と制定されてい

るが、改めて「海」に因んだ詞、

言い伝え等を調べてみればその多

さに驚かされる。詩人三好達治は、

「郷愁」の中で「海よ、僕らの使

う文字ではお前の中に母がみる。

そして母よ、仏蘭西人の言葉では、

あなたの中に海がある」とうたつ

ている。フランス語の「ラ・メー

ル」は「母」であり「海」を意味

する。これらの文字・言葉は、人

間と海との長い関わりの歴史の象

徴とも言えるものである。

　古代人にとって海は驚異であり、

一面において恐怖を伴った存在で

あったに違いない。際限のない広

さ、底知れぬ深さ、海象の変化に

よる激しさ、舟出して帰らぬ犠牲

等当時の英知をもってしても計り

知れぬ凄さが神話、伝説、禁忌等

を創り出させたのであろう。

　上代人は水平線を「海坂」と称

しこれを「人の国」と「神の国」

との境界と見倣し、境界から向こ

うは祖霊の赴く「神の国」として

捉え聖地として崇め奉っていたよ

うである。これらのことは、日本

人が古くから海に対して懐いてい

た伝承的な心意を顕していると言

えるのではないだろうか。

　古代より西洋入は、海に関する

神話、多岐に亘る伝説の数々を今

に伝承している。海に纏わる民俗

の伝承は、冒険心に富んだ人々を

刺激し、古代エジプト・フェニキ

ア人をして地中海方面の海洋探検

へと誘い、やがてはコロンブスの

アメリカ大陸発見、科学的探検の

色彩を持ったキャプテンクックに

よる世．界一周の探検航海を実現さ

せ、そして近世においては、海底

探査への道を開き、今日の発達に

寄与している。

　然し乍ら、別の面においての

「海」は、近世に至っては、各国

の利害対立を物理力で解決する戦

いの場と変貌し、現代においては、

環境汚染を隠蔽処理．する広大な施

設として利用され始め、悲しいか

な見せ掛けの環境保全に役立って

きているようである。

　貴重なる資源を恵与し「母」の

如き愛情深き「海」は、感謝する

ことを忘れ汚染し続ける入類に怒

り、やがては「鬼夜叉」に変身す

るのではなかろうか。

三洋海運株式会社

　　総務部総務課長

　　　　　齋藤　　寛

（．
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会社名1鶴丸海運㈱

　　　（英文名）TSURUMARU　SHIPPlNG　GO、、　LTD

．）

代表者（役職・氏名）：取締役社長　鶴丸俊輔

本社所在地：北九州市若松区本町1－5－11

資本金：200百万円

創立年月日：／921年8月〕0日

従業員数：海上85名　陸上300名　計385名

勘船概遠洋・．蚕毒「ヲ．・。1・f．

7　9％
ア。．828％！

主たる配船先：国内および中国、韓国

事業概要：当社は、大正10年地元’若松’層で鶴丸商店として海運

　　　　　業よリスタートしました。昭和39年、鶴丸汽船と鶴丸

　　　　　運輸が合併し、社名も鶴丸海運として統合物流を目指

　　　　　し今日に至っています。長年培った経験とノウハウを

　　　　　以てMay　melp　you？最適の物流システムをこ提案

　　　　　いたします。

当協会会員は134社。

（平成10年7月現在）

委

D

会社名：鶴見輸送㈱

　　　（英文名）TSURUMI　YUSO　CO．，　LTD、

代表者（役職・氏名）：取締役社長　山崎　茂

本社所在地：東京都港区西新橋1－4－7桜田ビル

資本金：200百万円

創立年月日：／947年8月28日

従業員数：海上122名　陸上90名　計212名

L　－　
i

．
！

所酬状況遠津近海・⑱コ隻

運繍状況遠洋・㊧・㊥湧隻

18．8DB舛．一

　　　　　　　　ヨ
100195野　　　　　193　435％！

主たる配船先：三国間、国内など

事業概要：昭和22年8月、石油類の海上輸送業務を目的とし設立

　　　　　され、当初は石油配給公団の国内転送ならびに外航船

　　　　　向け燃料補給業務を行い、その後民問製油所の再開に

　　　　　伴って各石油元売会社の直接指定業者となった。現在

　　　　　内航・近海部門において社船、造船を含め］00隻以上の

　　　　　輸送船を運航し、一般内航貨物の輸送も行っている。



船が支える日本の暮らし

（



平成10年7月20日発行　毎月1回20日発行　No．456　昭和47年3月B日第3種郵便物認可1998．）．「／／ーア．．￥．　　　　　　　　　　＼　　@　@　@　＼＼驚＼腕：て．．π：．〔．、、．、、七’V’．一・ﾑ撫・一藁・，　　　　　　　　−鴇引」F肩呂一止　［］十由ハー鼻■ユカム船協月報／1998年7月号目次◎醤別欄日本船主協会第51回通常総会一一1◎シッピングフラッシュアジア船主フォーラム第7回会合の模様7◎特別欄サブスタンダード船排除に向けて　313◎寄稿内航海運暫定措置事業の導入について★塁納讐運組響貼養鰐口杉男19◎特別欄神戸湾強制水先対象船舶の範囲の見直しに係る航行安全対策について　　　23◎海運ニュース1．運輸政策審議会海上交通部会　　第1回港湾運送小委員会について　　　262，港湾の整備・利用に関する運輸省との意見交換会について29◎各種調査・報告書欄1．引き続き増加傾向にある世界船腹（2）　　30　　一ロイド統計による1997年末の世界船腹一2．平成9年度沖縄振興対策関係調査　　「港湾流通機能の拡充整備調査報告書」から　　　36（や海運日誌★明41◎4轍便り42◎海運雑学ゼミナール★第100回や船協だより　　　46　・土物運統計φ編集毛菱言己　　　　　　524447コンテナ船「NYK　VEGA」　　　当協会は、平成10年6月17目、日本海運倶楽．）@　部において第51回通常総会を開催し、下記の議　　案を原案どおり承認した。　　　第1号議案　平成9年度事業報告書および収支　　　　　　　　決算書承認について　　　第2号議案　平成10年度事業計画、収支予算お　　　　　　　　よび会費徴収方法承認について日本船主協会第51回通常総会　蓬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　曝　　　　　　　　　　　　　　　　　　第3号議案　決議について　　　　　　　　　　　　　　　　　　第4号議案　平成9年度通常総会以降における　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役員異動の承認について　なお、平成10年4月／日現在の当協会加盟の会員数は136社、会員登録船舶数469隻、1，122万6，675％である。▲第51回通常総会の模様みせんぎょう　平成10年7月号［］決　わが国は、アジアの通貨危機や国内経済の先行き不透明感による企業・消費者マインドの萎縮などにより、資産デフレや金融システム不安が拡大し、深刻な不況に直面している。このような状況を打開し、わが国経済が内外の信頼感を回復するためには、効果的な景気対策や金融機関の貸し渋りの解消などとともに、経済社会体制全般にわたる抜本的改革が必要とされているD　外航海運業界においては、世界単一市場での競争に勝ち抜くため、諸外国海運企業と同等の経営効率を達成するための企業努力を行っている。しかしながら、わが国特有の諸制度及び慣習が依然大きな障害となっており、当協会は、港湾に係る諸問題や自由な事業展開にあたっての障害等を早急に改善するため大胆な構造改革の実行を働きかけていく必要がある。また、ようやく実施段階に入った国際船舶制度については、実効性ある制度の確立に向けて取り組んでいく。　さらに人類共通の財産である海を利用して輸送サービスを提供するわれわれにとって、海洋環境問題は自らの活動の場の問題として極めて重要な課題であり、安全運航の徹底を引き続き強力に推進するとともに、国際的にさまざまな角度から対応が求められているサブスタンダード船排除問題については、当協会としても主導的な役割を果たしていく所存である。また、事故防止のためには、輻綾水域における航行環境の改善等につき関係方面の理解を得ることとし曇孟口我たい。　一方、厳しい経済環境のなかで内航海運業界の一．一大政策転換が行われた。内航海運にあっては、船腹調整制度の解消に向けた内航海運暫定措置事業に取り組むとともに、構造改善のための環境整備を推進し、引き続き国内物流の大動脈としての安定した役割を果たしていかなけれ　（ばならない。当．協会としても関係団体と連携し、その施策の推進・バックアップに努めていくこととする。　かかる認識のもと、下記の項目によって、わが国海運企業の発展を期するものである。　　　　　　　　　　記1．国際船舶制度の円滑な推進等による日本商　船隊の競争力強化　・実効性ある外国海技資格受有者の承認制度　　の確立　・国際水準を考慮した海運関係税制の改善と　　諸税の軽減　・支配外国引船に対する融資拡充等必要な財　　（　　政資金の確保2．諸外国と同等の競争環境整備に向けた構造改革の推進　・時代にそぐわなくなった海運関係諸法制の　　抜本的見直しと海運企業の自由な事業活動　　を阻害する各種規制の撤廃　・港湾関連諸制度の改革3，船舶の安全運航と海洋環境の保全せんきょう　平成10年7月号・関係方面との連携によるサブスタンダード船の排除と老朽船の解撤促進・安全運航の徹底と環境保護対策の推進・中ノ瀬航路の凌深等航路整備の推進と航行環境の改善4．アジア船主フォーラム等を通じての健全な航路運営環境の回復以上決議する。平成10年度事業計画1．海運対策の推進（1｝国際船舶制度の円滑な推進と外航海運の　国際競争力強化のための諸施策の実現（2｝サブスタンダード船問題への対応（3｝規制緩和問題への対応�求@船舶解撤対策σ）推進紛　雨音ll会に係る諸問題への対応2．海運関係税制等の充実　（D　海運関係税制等の拡充（2｝租税条約等外国税問題　紛　海運企業の経理・財務問題3．船員対策の推進（1）改正STCW条約の国内対応とフィリピ　　ン等船員供給国の動向監視　〔2）．ILO船員関連条約の国内法化一特に船　　員職業安定法の改正へ対応團　将来のあり得べき船員不足への対応　（4＞アジア諸国との船員問題の検討　〔5＞その他4，国際問題への対応　（／）個別法による独占禁止法適用除外制度の　　見直し関連　（2＞日航関連の諸問題　〔3｝アジア船主フォーラム　（4｝OECD海運問題〔5｝その他政府間国際機関における海運問題樹　二国聞海運問題の　国際海運関係機関との連携・協調の維持5．法務保険問題への対応（1）工MO法律委員会〔2）UNCTAD／IMO合同船舶アレスト条約　　採択外交会議（3）国際油濁補償基金総会・理事会　（の　船舶に係る保険問題�求@その他6．情報システム化の推進と貿易手続きの簡易化問題への対応（1｝次期Sea−NACCS．協議会への対応〔：2｝港湾関係諸手続きの簡素化・ED工摺目　　題〔3｝その他7．港湾諸問題への対応　（1｝けい留施設使用料・．入港料問題への対応　（2｝水先業務の改善　ゆ　港運問題への対応　�求@その他8．船舶の安全確保と運航の効率化　（1｝船舶の建造および保船業務に関連する諸　　問題　（2｝海上人命安全条約（SOLAS条約）改正ぜんきょう　平成10年7月号閣囲　への対応個　国際安全管理コード（ISMコード）への　対応�求@ポート・ステート・コントロール（PSC）　への対応　〔5）　舶用燃料2由対策　〔6）船舶無線通信の改善9．海上交通ならびに港湾水路の安全対策の推　進（1）海上交通安全対策　（2）マラッカ・シンガポール海峡の航行安全　　対策　偶　その他10．環境保護対策の推進　〔コ　海洋汚染防止に関する諸問題　（2）海上災害防止対策　鱗　大気汚染防止に関する諸問題　（4）　諸外国におけるバラスト水排出・規則問題11．広報活動の推進　（1）政策広報の充実　働　その他広報活動の推進12．調査ならびに統計出版活動　（D　政策関連調査の推進　（2）商船船腹に関する的確な数量把握　〔3）海運に関する資料・情報の収集・整理と　　分析　（4＞調査研究体制の充実と情報処理方式の改　　善河村会長挨拶　第51回総会にあたり、ご挨拶申し上げます。　我々日本海運の国際化の進展には著しいものがありますが、日本経済を基盤としている点は変わっておりません、その日本経済が、未だ先行き不透明で困難な状態にあり、加えて日本海運に大きなビジネスチャンスを与えてくれると期待されるアジアのマーケットも混乱しています。この様な環境にあって、日本海運として対処する課題と方針を本日の決議に沿って申し上げます。　先づ、国際競争力に就いてですが、関係者のご理解・ご協力を得て、会員各位の．1血の滲むような合理化努力の結果、相当程度の改善をみてきましたことは誠にご同慶、と思います。然し乍ら、国際競争力は、偏に相対的に比較されるものであり、不断の改善努力が必要とされます。　去る5月に、船舶職員法が改正され、懸案となっておりました実効ある国際船舶制度の実施せんぎょう　平成10年7月号に向けて大きく一歩を踏み出しました。本制度設立の趣旨を実現する為には．、外国入職員が所有する海技免状に対し、短期間に、又経済的負担を伴わずに、大量の裏書きをするリアリスティックな方法が求められると同時に電波法上の問題も解決する必要があります。船主・運航者として、魅力があり、利用しやすい制度として運用されることを望みます。　船舶に対する特別償却制度は、今年度、租税特別措．置の期限切れとなります。昨秋、最も古い特別措置との理由で、期限内廃止の案が示されましたが、本制度は、歴史的経緯の故に、創設は大変古いわけですが、内容は、日本経済及び海運経営のニーズに依って、変遷を重ねており、旧態依然では全くありません。又、諸外国の同様制度に比し、更なる改善の余地は大きく、日本海運に対する唯一とも言える税制であり、日本海運を維持していく為には、欠くことの出来ない制度として、その存続と改善を強く求めていきます。税制の国際的整合性や国「祭競争力強化の観点から、経済界は企業の連結納税制度を求めていますが、実現には到っておらず、海外子会社迄連結納税の対象とするには更に時間を要する、と思われます。我国の海運企業は、海外に数多くの仕組船会社を所有しており、現行税制では、それら子会社の利益のみが、日本の親会社の損益に算入される、と言う不合理な制度となっています。歴史的経緯・背景等ありますが、こうした仕組船子会社も含めた連結納税が実現する迄の過渡的手段として、仕組船会社同志の損益合算の研究を行い、特例措置を求めるかどうかの検討をしているところであります。せんきょう　平成10年7月号　国際船舶制度の一環として検討が行われてきた船員税制に就きましては、広く諸外国の第二船籍制度などの政策及び各税目上の措置を参考に、税務当局の考え方も踏まえながら、我国における制度として、どの様なものが可能かを議論し、柔軟な対応を模索していくべきか、と考えます。　我国の金融情勢が、未だ落ち着きを見せない状況にあって、産業界の要望に応え、又VLCCのダブルハル化を促進していく為に、巨額の新船建造資金が必要となりますが、既に実績のある支配外国籍船に対する財政投融資の拡充を求めていきます。　次に、規制緩和関係ですが、会員各位は、国際競争力改善の為、各種コストの削減や経営機能の合理化等最大限の自助努力を続けています。その前提には、外国の海運企業と同等の条件で、競争し得る環境の整備が不可欠且つ緊急の課題として存在します。　その為には、企業の自由な事業活動を阻害している規制の撤廃や、時代にそぐわなくなった制度の改善が、急務であり、当協会としては、多岐に亘る要望を提出し、既に多くの撤廃・改善が決定されておりますが、一方、未実現事項も数多く、引き続き、関係方面に要請して参ります。　港湾関係諸制度の改革に就いては、ハードとソフトの両面があります。ハード面では、従来から、当協会からも、港湾審議会に代表が出席し、マクロの視点で意見を述べて参りましたが、ユーザーの需要にあった、かつ、使い易い合理性のある港を整備していく為に、より実務的な対話が必要、との運輸当局の申し出で、当協会同と懇談会を継続的に開催することになりました。その場で、積極的且つ建設的な意見の交換をして参りたいと思います。ソフト面の問題は、運政審　海上交通部会に新設された港湾運送小委員会で、昨年12月に纏められた規制緩和小委員会報告書の趣旨に沿って、議論されると期待しております。又、昨年起こりましたFMCに依る制裁金課徴と言った事態が、再度発生しない様、関係者のご尽力をお願いします。　三番目として、船舶の安全運航と海洋環境の保全が、挙げられていますが、安全運航は、海運経営の根幹であることを、常に、肝に銘じておかなければなりません。側車奏水域における航行環境の改善等を、求め続けていきますが、特に、中ノ瀬航路凌漂の早期着手を要望したい、と思います。日本商船隊の船令は若く、良好なメンテナンスを維持しております。．．．一方、国際基準を満たしていないサブスタンダード船は、海上交通の安全を阻害し、海洋汚染の原因にもなります。又、国際基準を満たす為のコストを負担していないケースが大部分であるので、国際的なサブスタンダード船排除の動きには、積極的に協力していくと共に、クオリティシップ　（高品質船）を維持している日本船社の努力を適正に評価なり、理解していただける様、努力を続けてまいりたいと思います。　四番目は、アジア船主フォーラム（ASF）の活動ですが、5月24日〜26日に第7回総会が豪州船協の主催で開催され、一巡致しました。アジア船主が共存共栄の精神に基づく相互協力をしていく、と言う設立の原点が再確認され、共通の問題意識が固ってきた、と思われます。’95年改正STCW条約とかISMコード等IMO関係に代表される世界的な規則や基準作りは、従来、欧米を中心に行われてきましたが、世界船腹量の約40％を支配しているアジア船主が、その運営の実状を踏まえて、又船．員供給国の現状に基づいて、スタンダード作りに発言していこう、との姿勢が顕著になってきました。当．協会は、国際機関との対応における経験を生かし、アジア各船協と連携して、アジア船主の声を反映させたり、又仲介者としての役割を果していきたいと考えます。フォーラムの成熟化に伴い、今後のあり方をどうするか、と言う問題が起こってきており、各船君へのアンケート等を通じ、二巡目の最初として、来年5月に再び当．協会が主催する第8回総会迄に検討を重ねたい、と考えています。来年の総会を成功させる為、会員各位のご理解とご協力をお願い申し上げます。　最後に、内航海運にあっては、日本経済の低迷と厳しい金融情勢のなかで、暫定措置事業に取り組むとともに、構造改善の為の環境整備を推進していくことになりますが、当協会としても、内航総連合と柑談の一ヒ、円滑な実施が計られる様、関係方面への働き掛け等協力していきたい、と考えます。　日本経済は、現在自信喪失の状況にありますが、こういう時こそ、各々の業界が、それぞれに一隅を照らすことが重要、と思います。我々の照らす分野は競争力の面からも、ファンダメンタルな面からも、自信を持って良いのではないでしょうか。私は、決意を新たにし、皆様と共に、諸施策の実現に向けて、更に一年、微力を尽す所存でございます。一層のご指導・ご鞭捷をお願い申し上げ、ご挨拶と致します。せんきょう　平成10年7月号アジア船主フォーラム第7回会合の模様　アジア7地域（日本・韓国・中国・台湾・香港・ASEAN・オーストラリア）の船主協会が参加するアジア船主フォーラム（ASF：AsianSh［powners’Forum）は、1992年に当協会の呼びかけにより第1回会合が東京で開催されて以来、毎年会合を重ねている。年次会合は、基本的に北から南の順で上記の各地域が主催している。　現在ASFには、年次会合のほかに6つの委員会（トレード安定化・船員・船舶解撤・航行安全・船舶保険・ASF恒久事務局設置検討）が設けられており、それぞれの英語名がSから始まることから、通称6つの“S”委員会と呼ばれている。各委員会の委員長は各船協が分担し、原則として毎年の年次会合の間に中間会合を開催するなど、積極的な活動を行っている。1998年6月現在の委員長国および各委員会への当協会代表は資料1のとおりである。　7地域が分担する年次会合も、今年で一巡目最後の第7回となり、1998年5月25日、豪州船主協会（Australia　Shipowners’Association：ASA）の主催（議長：John　Hurlstone　ASA会長）により豪州・クィーンズランドで開催された。これは1997年5月の第6回シンガポール会合に続くもので、メンバー7地域から90名の代表が出席した。　当協会からは、河村会長をはじめ、生田、新谷、堀、伏見の各副会長と増田理事長を含む9名が参加し（資料2参照）、各国からも船協会長を始めとする首脳が多数出席した（主な出席者は資料3参照）。　会合では、議長のオープニング・ステートメントの後、6つの‘’S”委員会が順次開催され、アジア船主間の相互信頼の一層の緊密化と共存共栄に向けた率直かつ建設的な意見交換が行われるとともに、最後に共同コミュニケ（資料4参照）が採択された。また、翌26日午前中には、他の国際海運関係団体（CENSA、　ICS、　ISF、INTERCARGO、　INTERTANKO）代表との対話の場が設けられた。　ASFは任意団体で、何らかの強制力ある決定を行う団体ではなく、特定の商業問題についせんきょう　平成10年7月号て議論をする場でもない。アジア各地域から集まった船主が率直にさまざまな対話をし、自国海運の現状や問題点を披露し合うことで、他の地域でも同じ問題を抱えていることがわかり、それがアジア船主としての共通問題となり、それぞれの立場で問題解決に向けての方法を考え合っている。こうしたことを繰り返すことでアジア船主としての共通意識を持つようになり、ASFメンバー問の親近感と信頼感を感じ合う場となっている。　当協会は、ASFはアジア船主が相互の親睦と信頼を深める場として、今後ますますその活動が活発になることを期待しており、その重要性は各国とも十分認識していると考えている。1999年総会は日本での開催となるので、同総会の開催に向け、すでに準備を始めたところであり、主催国の持ち回りも2巡目に入ることから、会議の運営方法を見直すよい機会であり、主催国として活発かつ建設的な意見交換が行われるよう、議論を盛り上げていきたいと考えている。　次回第8回会合は、1999年5月24〜26日に日本で開催される。【資料1】委　　　員　　　会　　　名委員長国当協会代表トレード安定化委員会iStabilization　of　Trade　Committee）日　　　　本‘ヒ田副会長i同委員会委員長）船員委員会iSeamen　Committee）中　　　　国河村会長船舶解撤委員会iScraPPlng　CQ難mittee）台　　　　湾堀副会長i同委員会副委員長〉航行安全委員会iSafe　Navigation　CGmmittee）シンガポール伏見副会長ﾜ月女副会長船舶保険委員会iShip　lnsurance　Committee＞香　　　　港新谷副会長ASF恒久事務局設置検討委員会iStanding　Committee　for　the　Creatlon　of　an　ASF　Pennanent　Of巨ce）日　　　本河村会長【資料2】河村健太郎生田　正治新谷　　功堀　　憲明伏見　清喜増田　信雄戸高　眞一山本　　健園田　裕一長一会協当長会副ク（日本郵船脚長）（商船三井社長）（川崎汽船社長）　　　（ナビックスライン社長）　ク　　　　　（昭和海運社長）当協会理事長南協会会長秘書　　　（日本郵船企画グループ調査役）商船三井秘書室長当協会企画調整部副部長【資料3】豪　　州　John　Hurlstone　　Chairman，　ASA　他9名目　　国　Gao　Weijie　　　Vice　President，　COSCO　　　　　　　　　　　　　　　　　　他10名FASA（ASEAN船主協会連合会）　Firdaus　Wadjdi　FASA会長兼　　　　　　　インドネシア船協会長　他1名ブイリピン　Carlos　C．　Salinas　　President，　PhilipPine　　　　　　　Transmarine　Carriers　他2名團せんきょう　平成1G年7月号マレーシア　Mirzall　Mahathir　FASA副会長兼　　　　　　マレーシア船主協会会長　他3名シンガポール　Tuck　Hoi　Chan　　　l　st　Vice　President／　　　　　　　　　　Secretary，　SSA他6名タ　　イ　Gerrit　Jde　NYS　　Deputy　Managing　　　　Director，　Unithat　Line　Public　Co．　Ltd　ベトナム　Ngoc　Son　Vu　　　General　Director，　　　Vinalines（ベトナム船主協会会長）他5名香　　港　James　Hughes−Hallett　　Chairman，　China　　Navigation　Co．（香港船主協会会長）他8名韓　　国　趙秀鏑　President，　Hanjin　　　　　Shipping（韓国船主協会会長）他7名台　　湾　林省三　　Chairman，　Evergreen　　　Marine　Corp（台湾船主協会会長）他11名【資料4】　第7回アジア船主フォーラム共同コミュニケ　　　　　　　　　　（1998年5月25日採択）　1998年5月25口、世界船腹量の40％以上を代表する、アジア全地域からの船協首脳が豪州・クィーンズランドのサンクチュアリコープに参集した。　本年の会合は、アジア地域が為替レートと貿易量の大幅な再編／変動による深刻な経済危機に直面している時に開催された。こうした状況は、貿易と海運の業績に直接影響を与えるものである。せんきょう　平成10年7月号　今回の会合は、1992年にアジア船主フォーラム（ASF）が組織されて以来、7回目の会合であった。ASFは、豪州、中国、香港、日本、韓国、台湾およびアセアン地域（ブルネイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム）の船主協会で構成されている。　ASF年次総会は、メンバー船協の回り持ちによって年1回開催されており、98年の会合は、豪州船主協会が主催した、　ASFは、様々な重要問題を検討し、その解決方法につき見解を表明した。　アジア諸国における財政／経済混乱とアジア　海運への影響　ASFは、現在進行中のアジアの財政／経済混乱の現状と、それによるアジア海運への影響およびその対応策につき広範な話し合いを行なった。　ASFトレード安定化委員会の推進している諸問題は、アジア地域の経済的安定と直接関係していること、およびアジア経済の発展なしには海運業そのものの成長にも限界があることにつき全会一致で認識した。現在の危機的状況を克服し、ASFが推進しているトレード安定化を達成するためには、共存共栄の精神に基づく相互協力がアジア船主にとって最も重要なことである。　会合では、将来ASFおよびそのメンバーが地域間の垣根を越え、あらゆる分野で、また可能な限りグローバル・ベースで、全ての関係者間との協力と相互支援を実現し、最終的にはアジア海運のみならず世界海運全体の共栄の実現に向けて努力していくことを全会一致で合意し團囮た。　トレード安定化　ASFは、工997年後半以降のアジア経済危機の悪影響による全般的な荷動き不均衡と東南アジアでの空コンテナの不足により、アジア海運を取り巻く状況が悪化していることを認識した。一部の船社や船社グループが、主要コンテナトレードからの撤退や配船数削減等、運航規模の縮小を余儀なくされていることは、ますます大きな問題となっている。会合では、トレード安定化達成のためには、関連各業界に対し、海運業界の現状について正しく理解するよう働きかけるべきである、との点につき全会一致を見た。　さらに今回の会合では、現在米国議会で審議されている同1920年商船法第19条の改定案に留意し、各メンバーは同改定案を慎重に検討すべきであることを全会一致で合意した。　またASFは、現在のドライバルク・トレードにおける極めて低い収益に対する懸念を表明し、全ての関係者に対し、新造船の投機的な過剰発注を控え、船舶解徹を促進するよう要請した。　船員一船員供給および質の問題　ASFは、アジアが世界最大の船員供給地域であり、安全かつ環境保全の面で責任ある船舶の運航に必要な国際基準に照らし、訓練された船員の質と量が、こうした基準に合致していることが極めて重要であることを認識した。　ASFは、ユ997年2月1日に発効した95年STCW条約を全面的に支持する。船員問題委員会は、ASFメンバーの協力を得て、この条約の導入に当たっての実務上の問題点の特定とその解決に最大限の努力を傾注してきた。アジアがこの新しい条約に適合することは、船員と雇用主双方のために有益であり、これに適合できなければ、船舶職員の世界的な不足を招くことになろう。関係政府に対する要望を続けてきた船員問題委員会の努力により、船員供給に関わるほとんどの国は、1998年8月1日の期限に間に合うよう、IMOの「ホワイト・リスト」入りのための申請をIMOに提出済みか、または提出への過程にあるなどの成果を挙げてきた。同「ホワイト・リスト」は、95年STCW条約に適合していることをIMOが認めた国のリストとなる。　会合出席者は、船員問題委員会が、船員訓練についての統一・．・的な取り組みを促進するため、アジア域内の多くの海事訓練学校との、また、これら学校間の密接な関係を構築してきたことを歓迎した。　船舶解撤施設の拡充　ASFは、海洋環境と航行安全にとって好ましくないと思われる老朽船およびサブスタンダード船を排除する上で、コスト面で効率的であり、かつ充分な量の船舶解撤施設の整備を世界規模で促進するためには、船主間の確固とした共同歩調が必要であることを強く認識した。　世界の現有船腹量の約半数が船齢15年以上であるにもかかわらず、平均解撤船齢は26年にとどまっており、今後急速に増加する解撤適齢船を解撤ヤード不足によってヤードに送り込むことができない事態が起きたとすれば、海運市況における船腹需給バランスは一層悪化することになろう。せんきょう　平成10年7月号　航行安全　工MO（国際海事機関）が発足50周年を迎えるにあたり、ASFは、世界海運産業における、より安全な船舶とより美しい海洋に向けてのIMOの偉大な業績に対し感謝と祝意を表明した。また、この50年という短い期間に、さまざまな条約および規則の改正と新たな採択がIMOでなされてきたが、この間、従来はその条約等の内容が理解しやすい内容であったものが、今日では法律学的あるいは技術的なものとなって理解しにくいものに変わってしまったことに留意した。　ASFは、こうした点を明快なものとするためのIMOの助力に感謝するものであり、引き続き海事関連条約等の明確化についてのIMOの努力を求めるものである。　またASFは、　IMOによる．条約等の採択・改正の頻度が、発展途上国の政府・船主・船舶管理者の能力に照らし実行可能なものとなるよう十分考慮すべきであると考えており、この点をIMOに伝えるよう、自国の政府に求めることとした。　さらにASFは、　IMO問題について、‘’アジア海運フォーラム”（政府闘会合）を通じ、アジア政府とのより密接な関係とネットワークの構築を求めるものである。これによって、海運業界に影響する諸問題につき相図理解を促進させることができ、IMOにおけるより結合力ある前向きな役割が．可能となろう。　アジア船主が世界船腹の40％以上を支酉己しているとの認識の．．F、　ASF．メンバーは、．．’部の工MO会合のアジア地域での開催を求めるものである。これにより、IMOでの議論に対するアジアのより多くの参加を促すこととなろう。せんぎょう　平成10年7月号　海賊および武装強盗　ASFは、公海上における海賊と領海内での船舶における窃盗行為に関し、一部政府の対応が不．卜分なように思われることについて深い遺憾の意を表明した。　またASFは、スル海における海賊撲滅のためにフィリピン政府とマレーシア政府が共同して行なった最近の努力を評価する．．．．一方、すべての政府に対し、自国の領海およびその周辺海域での海賊を撲滅するため、警察および海軍等による監視を直ちに強化するなど、緊急に行動をするよう強く求めるものである。　バルクキャリアの安全問題　ASFは、バルクキャリアの海難を減少するためにIMOが実施した対策や、すべての船級協会による厳正かつ一定の基準による検査強化制度の適用に関する航行安全委員会の支持を再確認した。　しかしながら、適切な積・揚荷方法に関し、バルク貨物取扱いターミナルの関与が不足していることや、本船と陸一ヒとの間での積・揚荷に関し、チェックリストによる情報交換を一・部ターミナルが拒んでいる事について懸念が表明された。ISMコード（国際安全管理コード）実施の重要性ASFは、本年7月ユ日からバルクキャリア、タンカーおよび旅客船を対象に発効するISMコードを支持することを再確認した。　また、ASFの金メンバーに対し、　ISMコードを遵守し、可能な限り早い時期にISMコードを定着させることを強く要請した。�o囮　ポートステートコントロール（PSC）　ASFは、東京MOUの下でのPSCの進展を支持し、これに賛意を表明する一方、サブスタンダード船排除のため、MOU加盟各国が更に協力・協調することを強く求めるものである。また、より明白で統一的な基準による検査対象船の選択方法と、適切に訓練された有資格検査官の必要性を繰り返し要求するものである。　船舶通航方式および船舶通報制度　ASFは、船舶の航行安全に寄与する対策を強く支持するものであり、1998年11月からマラッカ・シンガポール海峡に適用することが提案されている強制船舶通報制度を歓迎する。また、STRAITREPと呼ばれている同制度について、マラッカ・シンガポール海峡を通住する全ての船主および船長に対し、同通報制度への完全な支持を要請する。しかしながらASFは、強制的な通報制度が船主の費用負担のないままであるべきことを強調した。　またASFは、船舶の安全な通狭をさらに確実なものとするため、二つの船舶の輻藤する海域（シンガポール海峡、ワンファズム海峡）における、航行援助施設の維持管理と増強を強く要請する。　密航者の取扱い　ASFは、船舶の乗組員と航行の安全を阻害し、密航者の取り扱いと母国への送還の面で高額な費用負担を船主に強いる密航者問題について懸念を表明した。また、本件に関するIMOの努力を評価する一方、全ての国に対し、長年続いている密航者の問題とその背景にある様々な難問について関心を持ち、港湾の保安を改善し、密航者の取扱いについての分かりやすい共通の手続きと透明性ある規則の制定を強く要請する。　船舶保険　ASFは、アジア統一船舶保険市場設立への希望を再確認した。面作に関するコンサルタントは、これまで掲げられたASF船舶保険委員会の目的に適うコンセプトの提案を行った。会合出席者はそのコンセプトを支持し、アジア地域での船舶保険市場設立を引き続き支：持することを表1．濡した。　またASFは、　PI保険のあり方を巡る国際P＆1グループとEU委員会競争総局（DGW）問の議論の現状につき報告を受けた。会合では、競争力あるコストと高水準のサービスとが一体になった責任保険の提供が、海運業の適切な運営と安定に不可欠なものであることを認識し、国際P＆1グループ、特にInternatio舩l　GroupAgreement（IGA）に含まれている保険料算出手続きに対する継続的な支持を表明した。　ASF恒久事務局　ASFは、恒久事務局を設置することに原則として合意した。事務局所在地は、次回東京総会で決定される。　第8回ASF開催地　ASFの開催地を回り持ちする慣例に従い、第8回ASFを1999年5月に目本で開催する旨の日本船主協会提案を受け人れた。せんぎょう　平成10年7月号；零　　　　　　　叩1さ〜鑑叢、1憾鋸・♂轟ミ誰諮，懸＝・議、；　サブスタンダード船を排除し、海上における入命、積荷および船舶の安全と海洋汚染の防止を図るためには、船舶の旗国が自国船の監督義務を果たすことが第一であるが、現実には必ずしも一卜分でないため、寄港国が国際的な基準の下で外国船の監督を実施するのがポートステートコントロール（PSC）である。　近年PSCに関し、船員の操作技能の監督や本年7月ユ日からは国際安全管理（ISM）コードの強制化に伴うPSCが追加されることなどから、サブスタンダード船の排除に向けたPSCへの関心が大きくなっているが、PSCはあくまで旗国による検査の補助手段であることを忘れてはならない。船員の操作技能のチェックは高度な船員技能者でなければ適切な監督が困難なことも多く、また、諸外国ではPSC監督官の恣意的な判断や法解釈の違いによるトラブルなども時々発生している。このため、各国政府は監督官の研修訓練や判断基準の標準化をはじめ、より効果的なPSCの実施のためのターゲット方式の導入など、適切なPSCの実施に努めている。このように、PSCはサブスタンダード船排除に向けた強力な対策ではあるが、これによって全てが解決されるとは考えられない。　サブスタンダード船排除に向けては国際的にも関係機関が取り組んでいるところであるが、ド船　　　3　　　　　　　　　慈　　　　　　　　』．．．｛｝　．‘L己　議＝欧州では、EU欧州委員会が1997年11月、”Qual−ity　Shlpping　CampaignPPを発表し、サブスタンダード船排除に向けた動きを強化している。その一環として、1998年6月4日、欧州委員会と英国政府の共催による“Conference　on　QualityShipping”がリスボンで開催された。　この会合では、欧州委員会Neil　Kinnock運輸担当コミッショナーや英国Glenda　JackSDn運輸大臣がスピーチを行ったほか、国際海運集会所（ICS〆lnternatiQna／Chamber　Gf　Shlpping）および国際海運連盟（ISF〆工nternational　Ship−ping　Federation）のJ．C．S．　Horrocks事務局長がサブスタンダード船排除のための海運業界としての取り組みについてプレゼンテーションを行った。本号では、その概要を紹介する。　当協会は、毎年、総会決議の中でサブスタンダード船排除問題を取り上げ、その推進に努めている。サブスタンダード船のほとんどが国際基準を満たすためのコスト負担を怠っている一方で、当協会会員船社は安全運航を最重要課題と位置付け、クオリティシップ（高品質船）を維持してきた。この日本船団の努力を、荷主をはじめとする関係者に理解しかつ適正に評価してもらうべく、更なる努力を続けていきたいと考えている。　なお、本誌においては、今後ともサブスタンせんきょう　平成IO年7月．｝囮囮ダード船排除に向けて訴えるとともに、安全運航に関する会員船社の努力を関係方面に理解してもらうこととしている。　」℃onference　on　Quality　Shipping”におけるHorrocks　ICS／ISF事務局長プレゼンテーション（仮訳）は以下の通り。はじめに1．ICS（国際海運会議所）とISF（国際海運連　盟）は、この’℃onference　Qn　QuaLity　Shtp−　ping”の開催を、世界海事産業のあらゆる部　門における高水準の組織運営を維持していく　ことに前向きに寄与するものとして歓迎する。　また、海事産業における責任の連鎖における　非常に多くの関係者が招かれていることは特　に好ましいことであり、これによって、今日　の海上輸送におけるそれぞれの職務において　果たすことのできる役割に関する議論を活発　にし、国際規則の有効な施行を促し、そして　サブスタンダード船とそうした船舶運航の排　除を推進することだろう、2．ICSは世界各国の船主協会からなる団体であり、現在38か国で構成され、世界の商船船腹量の過半数を占めている。ICSは、「司じよ　うに各国船協で構成される兄弟団体で、海事　産業の使用者側を代表する立場であるISF　と密接な連携をとっている。ECSA〔EC船　主協会）のメンバーは、ICSとISFのメンバ　一でもある。3．ISFは1909年に、　ICSは1921年にそれぞれ創立された。ICSの設立総会の記録によると、　主に安全問題（船体の区画、満載喫水線、救　命装置、無線電信術など）についての議論が行われており、タイタニック号の沈没事故やJ，C．S，　Horrocks事務局長第．．．一次世界大戦中の4年間の海難によって生じた航行安全への懸念を映し出している。4．ICSの活動は、設立以来海洋における安全　問題を中心にしており、ここ30年は、これに　海洋汚染防止問題が加わっている。ICSは、1961年に非政府組織として最初のオブザーバ　一資格をIMOから与えられて以来IMOと密接な関係にあり、IMOの各種基準策定プロ　グラムのほとんど全ての面でその立ち．．．ヒげ時　　〔．　から従事してきた。ISFは歴史的にはILO　と関係があるが、船員に関する問題について　は、ICSと1司様、　IMOとともに密接に活動し　てきた。5．こうした背景から、ICSと工SFは’圏クオリテ　ィ・シッビングという概念を新たに生み出　されてきた問題とはみなしておらず、以前か　ら継続している問題として認識している。　ICSは、効率のよい商業的海運サービスの提　供と、これと両立する高品質な海事産業経営せんきょう　平成／Q年7月号の促進とをその主要な役割に位置づけてきた。全てのICS加盟希望者が確約しなければならないこととして、ICSの目的の最初の2項は次のように述べている。・ICSは、高水準の船舶運航と、質のよい効　率的な海運サービスの提供を促進する。・ICSは、船舶の安全運航、環境保全、そし　て国際的に採択された基準や手続きの遵守　を支える法的環境の整備に努力する。6．このように、”クオリティ・シッビング”と　いう概念は、．単なるキャンペーン・スローガ　ンを超えたものであり、歴．史的根源を持つ教義の一つである。最近になって再度問題視さ　れている品質（クオリティ）の目標という問　題についても、その発端は、”Quality　i11　Ship−ping”に言及した／990／91のICS年次報告が　繊された、今から数年前にまでさかのぼるも9　のである。ECと英国政府による、海運にお　ける‘’質の文化（quality　cukure）”促進に向　けた歓迎すべき努力の成功は、サブスタンダ　ードな海運運営を排除するための一致協力し　た作業に貢献し、継続的な役割を果たしてい　くことを海事連鎖における全ての関係者に納　得させるだけの広がりを見せている。lCSとISFの主導的役割7．自らの船舶の安全とその運航に最終的な責　任を負うのは船主であることに変わりはない。　船級．協会、保険者、用船者など、船主以外の　者は補完的な役割を持つが、船主本来の義務　を軽減するものではない。これを踏まえ、工CS　とISFは、海運業が信頼されかつ優良産業　であるための鍵は、熟考されバランスの取れ　た国際法制が海運業界内の有効な自主規制に　支えられながら正しく履行／施行されることせんきょう　平成10年7月号であると確信し、最善の業界慣行の促進に一貫して努力してきた。8．国際法の責任ある履行と一貫した施行の必要性を強調することが重要である。”qulity”　という言葉は、要求される基準を超えたパフ　ォーマンスを意味し、全ての運航者が志望す　るよう促される目標である。しかしながら、海運業界にとっての一番の課題は、要求基準　以下で運航しようとする者たちを追放するこ　とである。これには、旗国の果すべき責任や　ポートステートコントロールによる検査対象　船の一層の絞り込み、さらには、関連業界の　努力などに注意を払い続けつつ、政府と産業　界による一体となった努力が求められる。船　舶運航者の全般的なパフォーマンスが向上し　たとしても、サブスタンダード運航者の残党　が船舶を運航し続けることが許されるとすれ　ば、質（quality）の向上は部分的にしか目　的を達成しないだろう。9．こうした状況のなかで、海事関連団体や他　の業界団体への入会基準の確立に、より多く　の注意が払われてきた。ICSとISFは、例えば、INTERTANKO（国際独立タンカー船　主協会）や工NTERCARGO（国際ドライカー　ゴ船主．協会）による入会資格の導入を、サブ　スタンダードな船舶運航の排除へのステップ　として歓迎しており、そうしたステップが個　別企業が直接加入している団体の行動に有効　な拍車をかけ得るものと認識している。しか　しながら、個別企業ではなく各国の協会を会　員とする団体にとっては、啓蒙活動がより現　実的な方策である。工CSとISFが長年力を注　いできたことは、それぞれのメンバーの集合　的専門知識を蓄積し、国際基準を定める際の咽囮IMOでの審議や、より重要なこととして、海運業界における高質のパフォーマンス促進のためのガイドラインや文書を作成することによって業界全体にそうした知識を提供するよう努力することである。↑0．例えば、実施が目前に迫っているISMコ　ードの源となった青写真は、1982年目海運業　界に初めて提示された「ICS／ISF　Code　of　GQod　Manage皿ent　PracUce　in　Safe　Shlp　Operation」であったことが思い起こされる　だろう。安全に影響する社内決定における経　営者サイドの直接的な関与や、経営トップか　らの主導権の必要性、船舶運航の安全技術面　に関する陸上責任者の任命、そして海陸間に　おける恒常的かつ有効な双方向コミュニケー　ションの重要性といったICS／工SFコードの　主な勧告は、ISMコードでも中心的な内容　となっている。ISMコードより10年前に作　られたICS／工SFコードの背後には、その時　点ですでに“クオリティ・シッビング”の推　進にとり組む姿勢があったのだ。11．技術的なガイダンスに関しては、常に新し　い書類が発行されており、その多くは旗国に　よって本船上で使用するよう規定されている。　以下に2〜3の例を示す。　・工CSタンカー安全指針（石油）　　　1968年に作成され、タンカーのbest　　practiceを詳述したもので、その後、油玉　　ンカーとターミナルに関する国際的な安全　　指針（ISGQTT）に発展した。　ISGOTTは、　　工CSと石油会社国際海事評議会　（OCIMF）　　によって共同で作成されたもので、現在第　　4版。　・ICS安全指針（ケミカルと液化ガス）　ケミカルタンカーとガスタンカーのそれぞれの運航におけるbest　practiceを詳述した、定評ある安全指針。・ISMコードの適用に関するガイドライン：　ISMコード取得に向けての効果的かつ　タイムリーな準備を促すため、ICSとISFで共同作成されたもので、広く世界で認め　られている。・改正STCW条約に関するガイダンス：　1995年改正STCW条約を解説し、それ　に向けた準備を助けるためにISFが作成　したもの。（世界的な船員の資格問題に焦点を当てるため、IMOに1978年STCW条約の広範な改訂に着手することを最初に働　きかけたのは、工SFであった。）・ICS船橋当直指針：　　運航のgood　practiceに対する意識のさ　らなる向上と正しい船橋当直要領の恒常的　な使用を促進するために1977年に発表され　たもので、世界の海運業界において非常に　広く使用されている。・環境に関するICSコード：　　現在第2版。環境に関する正しい船社　practiceを促進するため、］．992年のリオデ　ジャネイロ会合で採択された「持続的な発　展に関する原則」に基づいて作成されたも　の。・甲板部および機関部訓練生のためのISF　記録簿　　現在世界の1万人以上の訓練生に使用さ　れており、系統付けのなされた乗船訓練に　ついての記録につき、統一．・的な対応を促す　ことを意図したもの。12．こうした指針やその他の多数の業界指針は、　疑いなく船舶の安全性とより美しい海洋の維せんきょう　平成10年7月号持に貢献しており、これら指針は、世界的レベルでの”クオリティシッビング”促進に対する工CSとISFの継続的な努力の一部であった。ICS／ISFの最近の活動13．最近完成したもの、および現在進行中の活　動は次の通り：　・ICS船橋当直指針の改正　　　指針の第3版がユ998年6月に発表される　　ことになっている。他の業界団体の支援を　　得て、最新の航海機器と技術革新、通狭計　　画における専門的なbest　practiceや、船　　長と水先入の問での連絡関係の全てなどの　　重要事項を考慮し、抜本的な改正が行われ　　た。最新版は、1998年7月目開催される　　IMO航行安全小委員会に提出される。　・船長管理者のためのポートステートコント　　ロールに関する指針　　　この新しい指針は、ICSとISFで共1司作　　成されたもので、97年夏に発表されること　　となっている。これは、異なった地域のポ　　ートステートコントロール体制に関する船　　長のためのガイダンスを提供するもので、　　検査対象船の絞り込み方法や、トラブル・　　フリーな検査を受けるための簡易な船長準　　備措置を説明したものである。　・海難および海難救助　　　工CSと石油会社国際海事評議会（OCI−　　MF）の共同で作成されたこの指針の新版　　は、1998年6月に発表される。同指針は、　　海上における機械的その他の緊急事態に直　　面した船長に対する助言を最新化したもの　　であり、危険が迫った場合に海難救助を迅　　速に求めることについての指示も含まれて　　いる。せんきょう　平成10年7月号・雇用に関するgood　practiceコード　同コードに関しては現在ISFが策定中であるが、労使関係に関するpracticeや船員の雇用、福利厚生および労働基準の基本原則を網羅することを意図したものである。最近採択された船員の募集および職業紹介に関するILO第179号条約に取り．入れ　られた、既存の「ISFの労使関係政策」お　よび「マンニング業者のprcticeに関するISFコード」のうち、関係部分を含むこと　になるだろう。・バラスト水の管理　ICSは、　INTERTANKOとともに、安全性のための慣行と適切な環境対策に従った　バラスト水管理に関する船社へのガイダン　ス策定作業を行っている。1998年夏に発行　予定であり、この業界ガイダンスはMAR−　POL条約下の国際規則案を先取りするこ　とになるだろう。・大気汚染　　船舶からの大気汚染に関するMARPOL　条約の改正第IV章を作成した1997年9月会　合の結果に失望したICSは、陸上産業に　対して採択される見込みの法律を反映した、　より高度の海運自主排出基準について検討　している。・旗国の選択に関するガイダンス　　ICSは、旗国の選択についての船主のた　めのガイダンス策定を追求しており、旗国　に対し、権利と同様に責任を持つことを理　解させるためのIMO旗国小委員会におけ　る建設的な努力を補完することを意図して　いる。これは、微妙な問題である。船主は、　改善を要する旗国の船でも優良な船舶を運　航しているかもしれず、悪績の旗国でも改　善に向けた本当の努力を行っている場合も岡あり、自国籍だからといってFOC籍に比べ、不十分な基準と関係ないとは言えない。しかしながら、一部の旗国の行動は、旗国側の不当な寛容さを利用して近道をしている低品質の経営者が存在する機会を聞違いなく与えており、こうした機会を減少させることがICSのこの面での活動の目的である。本件は、現在研究途一しにある。14．こうした活動は、海事産業における高い品　質水準の維持を確保し、事故の起こる余地を　減少させ、世界海運および全ての関連産業に　とっての安全で効率的かつ高品質の環境を全　世界的な水準で創造するためのICSとISF　における継続的な行動過程の一つである。終わりに15．ICSとISFによって採用されている取り組　．みは、近々退任するJuan　Kelly　ICS会長が、　1998年4月にICS会員に提出した1997．／98　年のICS年報に寄せた序文中の所見に次の　ように総括されている。　　「私は、海事産業における責任の連鎖とし　て知られるようになった、すべての関係者に　よる断固たる共同努力によってのみ、サブス　タンダードな運航者をタックルして倒すこと　ができるという意見に賛成する。私は、9項　目からなる計画というかたちでこのことを考　えており、今後数年のための告別の辞として　ささげるものである。　・IMQは、サブスタンダードな政府が旗国　　としての責任を果たすことを確保するため　　に．．一層の努力をすべきである。IMO以外　　にこれはできない。　・世界中の行政官は、現存規則の効果的かつ　　常識的な実施に焦点を合わすべきである。我々がすでに保持している規則を実施することなしに、より多くの規則を導入してもf可も達成されない。・ボートステートコントロールは、一．層の連携をとり、より効果的にサブスタンダード船を絞り込み、良好な運航をしている船舶に対する不要な検査を避けなければならない。ここでも、我々はバランスと常識を必要としている。・船級協会は、業界全体として、自らの欠陥　を改善し、他の業界を批難しがちな傾向をやめるべきである。・海上保険者は、保険市場の競争市況に関係　なく、良績者に対する報奨と悪惚者に対す　る罰則を補強すべきである。・P＆1クラブは、サブスタンダードな会員を　追放するため、より以上の断固たる態度を　とるべきである。・労働組合は、時代遅れの思想によるのでは　なく、むしろ船舶運航者の価値基準に則っ　て、船舶とその運航者を判断すべきである。・用船者は、国際基準に．見合うことが分かつ　ている船だけを用船すべきである。あまり　に多くの用船者が、そうしていない。・最後に、しかし劣後順位という意味ではな　く、船主自らの責任として、船主は合意さ　れた国際法令の完全な遵守を確保すべきで　あり、サブスタンダードな競争相手に寛容　であってはならない。」16．ICSとISFは、　IMQや各国政府に対し、　国際法令の適切な履行と効果的かつ一様の施　行を確保するための圧力をかけ続けながら、　海事連鎖における全ての関係者とともに引き　続き世界的に密接に活動し、最大限の役割を　果たしていくこととしている。せんぎょう　平成節年7月号　　内航海運暫定措置事業Φ滋　　　　　　　　導入について　　　　　　　呈本内槽運組毒口養野口杉男　日本内航海運組合総連合会は運輸大臣の諮問機関である海運造船合理化審議会の平成10年3月6日付報告書「内航海運船腹調整事業を解消するための方策について」および平成10年3月31日付規制緩和推進3力年計画に関する開議決定の趣旨を踏まえ、新たに内航海運暫定措置事業の導入を機関決定した。これによって30年以上の長期にわたり実施してきたスクラップ・アンド・ビルド制度を主軸とする船腹調整事業が、平成10年5月15日付けで運輸大臣により設定認可された納交付金制度を主軸とする内航海運暫定措置事業へ移行するという歴史的な政策転換が行われることとなった。1．政策転換の経緯について　船腹調整事業の解消に向けた政策転換の背景には、わが国の経済制度を変革するための規制緩和と市場経済原理に基づく競争の促進を求める産業界からの要望があった。平成7年の海運造船合理化審議会答申において船腹調整事業への過度の依存が内航海運業の構造改善と活性化を妨げているとの指摘を受けて、船腹調整事業への依存の計画的解消を図るべきことが求められることとなった。　これに対して、内航海運業界は一貫して船腹調整事業は微弱なカルテルであり、多数の中小零細事業者を抱える内航海運対策としては高度な合理性をもった事業であることを主張してきたが、平成8年3月の閣議決定に示された通り、「船腹調整事業については、荷主の理解と協力を得ながら5年間を目途に環境整備に努め、その達成状況を踏まえて同事業の解消時期の具体化を図る。」こととされてきた。　しかしながら、運輸省当局は平成9年10月同閣議決定を前倒して実施する等政策の転換を図ることを発表した。このため、営業引当権に対する不安感等より代替建造が激減し内航海運業界はもとより中小造船業界、地方金融業界、および地域経済を巻き込んだ大きな混乱が生じた。さらにバブル崩壊後のわが国経済の悪化および石油業界・鉄鋼業界を中心とする物流合理化の進捗による輸送需要の減少は過剰船腹量の増加を招くとともに、運賃・用船料市況のさらなる低下をもたらした。このため内航海運業の経営環境が一層悪化し構造改善等環境整備推進もままならぬ状況となった。この閉塞状況から脱却するためには過剰船腹の解消が最優先課題であった。　このような状況のもとで、平成9年7月「内航海運の調整事業の解消に向けた地域経済支援対策暫定措．置事業」素案が運輸省より提示されるとともに、運輸大臣は海運造船合理化審議会に対し船腹調整事業の解消問題の今後の進め方について検討するよう諮回した。　運輸省の提示案は総連合会による不要船舶の買上げ、その資金に当てるための建造納付金の賦課（新造船には引当資格を認めない）、代替建造の場合既存船の解撤のトン数に相当する納せんきょう　平成10年7月号付金の免除を骨子とするものであった。同案は既存の引当営業権を実質的に認め、その財産権の喪失に対し手当てするための事業であることにおいて評価できたが、内航海運業に対する国の政策変更にもかかわらず全て業界の費用と負担で行わねばならないこと、および環境整備推進計画との関係が不明確であること等業界内部においてもその構想の是非について議論を呼んだ。総連合会はその意見の集約に努め、海運造船合理化審議会内航部会（第53回〜55回）の審議で内航業界の要望を提示するとともに、暫定措置事業にその要望が受け入れられるよう運輸省当局との折衝に努めた。　かかる経緯のもと、総連合会は平成10年1月に至り暫定措置事業の導入方向を決定するという苦渋の選択を行い、3月6日の第56回海運造船合理化審議会内航部会において決定された報告書の趣旨を踏まえて、内航海運暫定措置事業の導入を正式決定したものである。2．内航海運暫定措置事業の概要　本事業は、運輸大臣が平成10年5月15日認可した内航海運暫定措置事業規程に基づき内航海運組合法上の調整事業として実施される事業であり、その骨子は以下のとおりである。　〔D　解撤等交付金の交付　　�@交付対象者　　　　平成10年3月31日以前に内航総連合会　　　の建造等承認を受け、平成11年9月30日　　　までに船舶原簿に登録した船舶（登録の　　　対象外の船舶にあっては同日までに竣工　　　したもの）で、内航総連合会が管理する　　　保有船腹調整規程に基づく引当資格台帳　　　に記載されている船舶（ただし、平成15　　　年4月1日以降は、船旅15年以下のもの　　　に限る。）を解撤等した者に解撤等交付　　　金を交付する。　　�A交付金の単価　　貨物船（引当資格重量トン当たり）　　110年度n万円、11年度10，5万円、12　　　年度10万円、13年度9．5万円、14年　　　度9万円　　油送船（引当資格立方メートル当たり）　　　10年度6万円、ll年度5，5万円、12　　　年度5万円、13年度4．5万円、14年　　　度4万円　　特殊貨物船（引当資格重量トン当たり、　ただし曳舟は馬力当たり）　　　別に定める。　　ただし、解撤等交付金単価については　平成15年4月／日以降は、本事業の収支　状況等を踏まえ、船種別に見直しを行う。�B交付額　解撤等交付金の交付申請を行った年度の単価で計算した額を交付する。�Cただし、次に該当するものについては、　直ちに当該交付金を内航総連合会に返戻　　しなければならないものとし、その取扱　　いに関する細則は、理事会の議決を経て　　別に定める。　　�C　解撤等交付金を受給した者が、不正　　　にこれを受けた事が判明した場合。　　◎　解撤等交付金の交付を受けた者が、　　　内航運送に供する内航海運暫定措置事　　　業の対象外船舶（特殊タンク船及びセ　　　メント専用船を除く。）を建造等した　　　場合。　　◎　コンテナ専用船、ロールオン・ロー　　　ルオフ船に係わる交付金を受給した者　　　が、理事会の議決により定められたモ　　　ーダルシフト船を建造等又は用船した　　　とき。　　��　解撤等交付金を受給した者が、本事　　　業の遂行を著しく阻害した場合。（2）建造等納付金の納付　�@納付者せんきょう　平成IO年7月号　　平成10年4月1日以降に内航総連合会　の建造等認定を受けて船舶（セメント専　用船及び特殊タンク船を除く。）を建造　等する者。�A納付金単価　　貨物船（建造船の重量　1，の交付金　　　　　　　トン当たり）　単価に1．5万　　汕送船（建造船の立．方　「．ilを加えた単　　　　　　メートル当たり）価とする・　　特殊貨物船（建造船の重量トン当たり、　　ただし曳船は馬力当たり別に定める額と　　する。）　　　ただし、建造等納付金単価については　　平成13年4月1日以降は本事業の収支状　　壮心を踏まえ、船種別に見直しを行う。�B．納付額　　　建造等の申請を行った年度の単価で計　　算した額を納付する。ただし、建造冷す　　る船舶に相当する船種の自己所有船【平　　成10年3月31口以前に内航総連合会の建　　造等承認を受け、平成11年9月30日まで　　に船舶原簿に登録した船舶〔登録の対象　　外の船舶にあっては同日までに竣工した　　もの）で、内航総連合会が管理する保有　　船腹調整規程に基づく引当資格台帳に記　　載されている船舶】を解撤等する者は、　　当該船舶が有する引当資格トン数等（建　　幽する船舶の重量トン数等を限度：とす　　る。）に建造等の申請を行った年度の解　　宅配交付金を乗じた額の納付金を免除さ　　れる。　．�C　平成10年4月1口以降に内航総連合会　　の建造等認定を受けた船舶は引当資格を　　有さない、，噸　本事業は、本事業の収支が相償ったとき　に終了する．せんきょう　平成／0年7月号3．事業の実施方法ロ｝所要資金　　本事業の対象となる現有船腹量は約660　　万％・�uあるが運輸大臣が平成10年1月に　　告示した適正船腹量に比し約60万％・nfの　　過剰船腹を抱えている。この過剰船腹量の　　60万％・�uが不要船舶として解撤（海外売　　船・沈没を含む）された場合の所要資金約　　500億｝1．1が本事業の必要資金であると推定　　されている。残り600万P、い�uについては徐　　々に解撤され代替建造されるので、その建　　造時の納付金と交付金の差額（原則、トン　　当たり1．5ノ升IDの収入により金融機関へ　　の返済と所要経費を賄おうとするものであ　　る。　　　この所要資金の500億円は商工中金50％、　　運輸施設整備事業団30％及び都市銀行・地　　方銀行20％の割合で調達されることとなつ　　ている。．　〔2〕本事業の実施期間　　　新規程において、「本事業は本収支が相　　償ったときに終．．∫する」としているが具体　　的には解撤等交付金又は建造等納付金の支　　払い終了時期となる。　　　解撤等交付金制度は船令15年の引当資格　　のある船舶がある聞継続されることになつ　　ている。従って、平成IO年3月末［迄に建　　造等承認され、平成11年9月30日迄に竣工　　．予定の船舶があるとした場合、当該船舶の　　典令が／5年まで、すなわち平成26年まで本　　事業は継続することになる。　　　他方、建造等納付金制度は解撤等交付金　　の交付に必要な資金の借入金金額が返済さ　　れ、かつ残存する受給資格のある船舶に対　　する交付金予定総額の積立が完了する時期　　　〔収支相償う時期）に系冬了する。　　　同事業の収支は、今後の船舶建造量如何　　によるが、船舶の平均使用期間等から判断�o　しても15年間程度は必要であるとみられて　いる。切　船腹調整事業の解消　　内航海運暫定措置事業規程（新規程）は　平成10年4月1日以降に新規程に基づいて　建造等認定又は解撤等認定される船舶に適　用され、平成10年3月31日以前に建造等承　認または引当承認された船舶については、　保有船腹調整規程（旧規程〉によるものと　すると規定している。　　この規定の意味するところは、既存船は　船種区分により構造・航路・積荷等の付せ　られた条件等について、従来通り旧規程で　処理されるが、既存船を解撤・建造等納付　金免除申請等するときは新規程により処理　されるという2階建て方式となっている。　すなわち、今後既存船舶が新規程により解　撤され新しく船舶が建造される毎に新規程　による船舶に移行し、引当資格を有する船　舶が減少する。4．暫定措置事業の効果と今後の課題ω　暫定措置事業の導入は船腹調整事業を解　消することを目的としているが、次のよう　　な効果が生ずると考えられる。　　従来は原則としてスクラップする引当資　　格を有する船舶がなければ新規に船舶を建　　造できなかったが、今後は建造船の船腹量　　に応じた一定の納付金を支払うことにより　　自由に船舶の建造ができることとなり、こ　　れによって船腹の需給調整的側面は：解消さ　　れることとなった。　　　一方、先に述べたとおり、内航船の船腹　　量は適正船腹量に比して60万トン強の過剰　　を抱えている。暫定措置事業による解撤等　　交付金の交付は原則として引当資格のある　　船舶の解撤等に対し全て支払われることと　　しており、短期的な側面では、不要船舶の　解撤等が促進され過剰船腹の解消に資する。　　解撤等交付金単価が初年度から順次漸減　することとしたのは早期の解撤等の促進策　である。　　さらに、解撤等交付金の交付対象船舶と　して、開始後5年聞は船令制限を設けてい　ないが、6年］以降は船令15年以下に限定　している。これは、交付金の支払い期限を　明確にするとともに、老朽船の解撤・代替　による船舶の近代化を促進する意味をもた　せたものである。〔2｝今後の課．題と展望　　すでに述べたとおり、暫定措置事業は既　存船舶の引当権に対する手当てを行うため　建造等納付金の納付を制度化したものであ　って、船腹の同属調整を目的としたもので　はない。　　言い換えれば、船腹需給の大きな変動に　対し、スクラップ・アンド・ビルド制度の　ような的確な需給調整の手段が失われたこ　ととなる。従って、当然のことながら今後　は船舶の供給者と船腹の需要者は市場経済　の中で個々の自己責任において船舶の建造　又は必要船舶の確保を行う必要が求められ　ることとなる。　　言い換えれば、船舶の供給者はその経営　に当たり、実需に根ざした船舶の建造と将　来の環境変化にも耐．える確固たる見識とこ　れに基づく契約の締結等が不可欠であり、また需要者も安定船腹の確保のためには適正なコスト負担を覚悟しなければならない時代となろう。　内航総連合会としては、船腹調整事業の解消に向けて内航海運暫定措置事業の訴実な実施とともに海運事業者の経営の改善を図るための環境整備推進計画を粛々と実施することとしている。せんぎょう　平成10年7月号神戸湾強制水先対象船舶の範囲の見直しに係る航行安全対策について弾　　　　　礎講燕ミ　　　　　　　　　　　宣し轟　　宝しこヨ　ヒ．濫　　顎．二．　神戸港の強制水先対象船舶の範囲見直しについては阪神・淡路大震災の後、神戸市の要望を受けるかたちで海上安全船員教育審議会水先部会において検討が進められてきた。3年にわたる同審議会での検討の結果、1998年3月26日、強制水先対象船舶を従来の総トン数300トン以上から総トン数1．0，0001・ン以上に引き上げるとの答申が出され、これを受けて水先法施行令および水先法施行規則の一部改正が行われ、エ998年7月1日より実施されることが決定した。　これに伴う航行安全対策については地元関係者による検討が行われてきたが、去る6月王0日置神戸市港湾整備局より航行安全対策の詳細について、また同時に港勢拡大を図るための初入港船に対する入港料の免除等の新たなコスト減免措置の内容について説明が行われた。　神戸市の説明の要旨は以下のとおりである。［水先強制対象船舶の引き上げに伴う安全対策の要旨］1．総トン数1万トン未満の船舶の入港に関　して港湾管理者が講ずる安全対策〔1）3，000総トン以上1万総トン未満の次　　の船舶に対しては水先人の乗船を要請す　　るD　・油タンカー、ケミカルタンカー、危険物　積載船舶（コンテナ船を除く）。　・入港回数が過去1旧聞に2回（入出港あ　　わせて4回）までの船長が操船する船舶。　　＊入港回数の確認手続き　　　　港湾管理者は、けい留施設使用許可　　　申請書、人港届に添付された江口船の　　　直近の過去1年間の入港届（2回分）　　により確認する。　＊これら船舶が港内での航行安全を確保　　するために水先人を乗船された場合で、　　後述の一定条件に該当する場合は入港　　料及び一定範囲の岸壁使用料が免除さ　　れる。〔2＞「神戸港入港マニュアル」（港湾管理者　が策定）の船舶への備付けを要請する。（3）神戸港の最新海図を備えつけるよう船　舶代理店を通じて周知する。2．港湾管理者は、海上保安庁の信号所、航行安全情報センター及びこうベポートラジ　オとの連携を強化し、入出港する船長、水　先人、代理店等に必要な交通環境の最新情せんきょう　平成王0年7月号報をVHF通信、　FAX通信等により提供する。・一ﾊ船舶動静情報、海上工事実施状況等・航路出入口付近の輻榛防止及び航路入港　船舶の整流のための航路の状況等・入港予定船舶の情報　　また、港湾管理者はVHF聴取の指導　強化、使用言語の違いによる意思疎通の　欠如を補うためタグボート作業員との英　文号令集を作成し関係者に配布する。3．PSC実施機関は総トン数1．万トン未満の船舶に対するPSCの強化を図る。4．安全対策実施後の検証を行う。［1万トン未満の船舶で水先人を乗船させる船舶に対する入港料・岸壁使用料の免除の概要］1，次のすべての条件に該当する船舶につい　て免除が行われる。〔1〕神戸港内での航行安全を確保するため　　に、水先人を乗船させた外航船舶。（2）神戸港に入港又は出港する総トン数　　3，000トン以上10，000トン未満の船舟臼。　　ただし、錨地に停泊することのみを目的　　として入港又は出港する船舶を除く。偶　当該田田の日から起算し過去1年の問　　に船長の神戸港への入港回数が当該入港　　を含め2画以下の船舶。　〔・D　船社又は代理店から「免除申請書』の　　提出があった船舶。2．免除対象料金及び免除限度額〔P入港料……神戸．1．1ぎ入港料条例に定　　　　　　　　　める額の金額（2｝岸壁使用料・・…・_戸市港湾施設．条例に　定める額のうち24時聞　の係留時間に相当する　額を上限とする（公社　バース、私設バースは　対象外）3．実施期間平成10年7月！日から平成11年6月30ri［初入港船の入港料及び岸壁使用料の免除の概要］ユ．下記の条件をすべて満たす船舶に対し．免　除が行われる．〔1〕神戸港に初めて入港する船舶（国籍変　　更のものを含む）。｛21外航船舶。鋤　国社又は代理店から減免申請のあった　　船舶。　�求@「船客の乗降又は貨物の積卸し」を行　　う船舶。2．免除対象使用料及び免除額口）入港料・・の　岸壁使用料・・…・_戸市入港料条例に定　める額の全額・…_戸市港湾施設条例に　定める額の全額　　ただし、船客の乗降　又は貨物の積卸しを行　う．場合以外の使用時間　には免除措置の適用を　除外する。3．実施時期平成10年7月1日よりせんきょう　平成10年7月号　阪神・淡路大震災による神戸港の復旧は平成9年3月末に完了した。　しかし、震災後の神戸港の港勢回復の状況は表1のとおりで、外航船の入港隻数は震災前と比較して8Q％程度、取扱コンテナ数は7G％程度にとどまっている。中でも1万総トン未満の船舶に至っては入港隻数が大幅に減少したままで回復の兆しが見えない状況にあると言われる。　近隣港湾との競争が激化し、また韓国、中国等の港湾整備の進展によりハブ機能が大きく低下しつつある神戸港としては、コスト引き下げを図り震災後部港にシフトした貨物、瀬戸内海諸港からの近隣海外港湾に流れる貨物を何としても神戸港に呼び戻さなければならない。総トン数3，000から6，000トンクラスのコンテナ船を扱う中国等アジア系の中小船会社にとって今回の強制水先対象船舶の範囲の見直しは大きなメリットになると考えられる。　また、神戸港では同様の視点から神戸港利用促進協議会において関係者の合意を得て内航船を外航バースに直付することにより内航バースから外航バースへのショートドレージの解消と一問短縮を進めている。【表1】神戸港の港勢回復状況区　　　　　分震災前（A）@1994年震災後（B）@1997年B／A外国定．期航路数180航路185航路102．8％フルコン船入港隻数4，653隻4，602隻98．9％外航船入港隻数10，836隻8，874隻81．9％外貿コンテナ貨物取扱量42，183千トンQ，704千TEU30，264千トンP，944千TEU71．7％トランシップ貨物量5，811千トン2，535千トン43．6％【表2】免除額の試算例（係留時間　〜48時間）（単位：円）対象船舶総トン数入　港　料岸壁使用料合　　　計1万トンの場合27，000301，500328，5003万トンの場合81，000904，500985，500せんきょう　平成10年7月号．．?C運i．．．温ユ哨ス］．運輸政策審議会海上交通部会　第］回港湾運送小委員会について2．港湾の整備・利用に関する運輸省との意見交換会に　ついて1．運輸政策審議会海上交通部会　　　第1回港湾運送小委員会について　運輸大臣の諮問機関である運輸政策審議会海上交通部会の下部組織「港湾運送小委員会」（委員長：谷川久　船員中央労働委員会委員長）が1998年6月16日、運輸省10階特別会議室で開催された。　初会合である今回は、参加メンバー（資料1参照）の知識・理解を深める目的で運輸省海上交通局より、海外の港湾運送の概況や日本の港湾運送を取り巻く状況についての報告があり、港湾労働安定に対する各国の施策について説明があった。また今後の課題として、わが国の安定的な物流基盤を提供し続けるために港湾の利便性向上が必要であり、それには通運事業者の経営体質改善を推進する上で必要な規制緩和をはじめ、効率的就労体制を可能とするシステム作り、日曜荷役の安定的実施を含むバースの運用効率向上の諸方策に取り組む必要があるとの提言があった。　当協会としては、昨年／2月に答申された行革委・規制緩和小委員会の趣旨（資料2参照〉、そして本年3月に閣議決定された「規制緩和推進3ケ年計画」に沿って引き続き具体的な議論が進められていくことを期待している。　当小委員会には当協会を代表して坂田昇日本郵船顧問（当協会港湾協議会代表）が参加しており、今後とも港湾ユーザーとしての建設的な意見を述べていくこととしている。　なお、次回会合は7月24日に開催の予定である。【資料1】　運輸政策審議会海上交通部会港湾運送　小委員会委員名簿部会長谷川　　久　　饗員中央労働委員箆委員田付茉莉子　　　　　南条　俊二　　　　　柳島　佑吉　　　　　山本　　長特別委員　栗原　宣彦　　　　　今野　修平　　　　　白井晋太郎　　　　　橋本　寿朗専門委員　今沢　時雄　　　　　尾崎　　睦　　　　　上東野治男　　　　　河本　末吉　　　　　坂田　　昇　　　　　坂野　哲也恵泉女学園大学教授読売新聞社論説委員産業癒…学斉新．聞宇i＝翫命　　　詔色　　　高IJ　　　委　　　歩乏　　　．長空　　言巷　　方色　　．設　　賭勲fヒ多モ取宗帝そ貨桑」：長…充　通　科一学　大　学商　学　　部　．教　授大阪産業大学教授唄豹楚挺業雇月可安定センター理事．長束　　　京　　　大　　学社会科学研究所教授東京都港湾局長�兼�本港運．協会会長�戟@日　本　貿　易　会物耕己．委員会主唱冷全＝口本港湾労働組含1．P央執行委員．長�血�本船主協会港湾協議会．委員長全国港湾労働組合．協議会議．長せんきょう　平成IG年7月号．）【資料2】高尾　　昭竹下　勅三中西昭士郎原田　　弘山下　文利山本　信行B．T．ラット会長体事輸長合蒔化事長　長�剣ｨ通輸全労日脚�去ｯ神外　　　　大きな一歩、さらに前へ　　　　一規制緩和小委員会報告書一　（抜粋）　　　　　行政改革委員会規制緩和小委員会　　　　　　　　　　　（平成9年12月4日）○港湾運送事業に係る規制の見直し　港湾運送事業は、終戦後の無規制の状況下での中小事業者の乱立による供給過剰、不適格事業者の出現、秩序の混乱等の状況を踏まえ、安定的な港湾運送の確保、安定的な労働関係の確立、悪質な労務供給事業者の排除を図るため、昭和34年、議員修正により港湾運送事業法が改正され、事業免許制、料金認可制が導入された。　また、港湾労働に必要な労働力の確保と港湾労働者の雇用の安定を図ることを目的として、港湾労働法が昭和40年に制定され、事業規制と相まって、港湾の安定運営や港湾労働関係の安定が図られてきた。　そもそも、港湾運送事業は、貨物の船舶への積み込み及び取り卸しを目的に労働力を供給するという側面が強く、本来的に労務供給事業的性格を有する。また、この労務供給事業的性格に加え、業務量の日別の波動性が大きいという実態があるため、過去の歴史に見られるように労務手配師が介入する余地が大きいという側面がある。さらに、陸と海の物流の結節点である港頭地区という限られた公共空間で営まれる事業であることから、混乱が生じた場合、ユーザー（船社・荷主）は代替措置を講じにくく、港せんきょう　平成10年7月号湾運送の不安定化が我が国の貿易及び経済活動に深刻な悪影響を与えることとなるという性格を有している、　港湾運送事業はこのような特殊性をもつため、各国とも形態は違うものの、港湾運送の安定化を図るためのシステムを有しており、我が国においては、前述の港湾運送事業法の参入規制、価格規制、港湾労働法がこの役割を担うこととされてきた。　しかしながら、港湾運送事業法の参入規制、価格規制は、・一方では、次のような弊害を引き起こしており、我が国の港湾の効率化、活性化を阻害する要因となっている。すなわち、第一に、新規参入が自由でないことから、事業者聞の競争が生まれにくく、船社、荷主のニーズにあったサービスが提供されにくくなっている。第二に、港湾ごと、業務区分ごとに細分化された免許制によって非効率な多数の中小事業者が維持されることとなり、これらの港湾運送事業者の規模の拡大による事業の効率化を困難にしている。第三に、免許制によって自ら常傭労働者を抱える多数の中小事業者が存在し、企業外労働者の活用の仕組みも不十分なため、日別の波動性に十分目対応することができなくなっているとともに、船団、荷主の需要に応じた弾力的なサービスを提供するための効率的な就労体制を組むことが困難となっている。　現在、我が国においては、経済活動の基盤である物流の効率化の必要性が強く指摘されており、港湾においても、効率性の向上、船社のニーズに沿ったサービスの確保への要請が高まっている。前述の港湾運送事業の参入規制、価格規制がもたらす弊害やこのような我が国の港湾運送に求められている課題の解決のためには、現行の事業免許制（需給調整規制）を廃止し許可制に、料金認可制を廃止し届出制にすべきである。また、事業区分及び限定制度の簡素化並．■囲＼びに港ごとの免許制度の見直しもあわせて行うべきである。このような改革に伴い、港湾運送事業に関わるその他の諸規制についても徹底した見直しを進めるべきである。同時に免許制廃止後の効率的な経営や就労体制の確立、安定的な労働関係の確保、悪質な労務供給事業者の参入の防止を図り、港湾運送の安定を達成するため、以下に掲げる点についての実施や検討が必要である。　なお、港湾運送事業においては、港湾運送の効率化（コスト削減、サービス向上）を求めれば、港湾運送の安定化（労働関係の安定化等）が損なわれるという懸念もあるため、この2つの目標をどのようにバランスをとって解決するかという視点も重要である。小委員会のヒアリングにおいても、荷主サイドからは、港湾運送の安定化が強く要望され、また、船社サイドからは、規制緩和による港湾運送の不安定化の受忍限度については明確な回答がされていない。したがって、港湾運送事業の規制緩和に当たっては、港湾運送事業のユーザーである高社、荷主がこの点に関しどう考えるかという姿勢を十分に把握したうえ、推進していく必要がある。　�@安定した労働関係の確保を前提とした効　　率的な経営、就労体制の確立　　　船社、荷主のニーズに対応した弾力的な　　サービスの提供を可能とする効率的な経営、　　就労体制を確立するため、常傭労働者の雇　　用の義務付けを維持しつつ、事業者の事業　　規模（労働者数）を拡大するため、使用者　　責任を明確にした共同受注、共同就労体制　　の確立、事業者の集約、．協業化の促進、労　　働者保有基準の引き上げを図るべきである。　　また、日別の波動性に対応するための企業　　外労働者を活用する方策として、新たに、　　港湾運送事業者間で港湾労働者の融通が円　　滑にできるような仕組みを確立すべきであ　るD�A悪質な労働供給事業者の参入の防止　　悪質な労務供給事業者の参入を防止する　ため、港湾運送事業者による常傭労働者の　雇用の義務付けを維持するとともに、労働　者保有基準の引き上げをはじめとする参人　基準の見直しをすべきである。�B免許制度の見直しに当たって考慮すべき　事項　　港湾運送事業が、先に述べた特殊性から、　過去混乱の歴史を経験したという事実に鑑　み、混乱が生じることのないよう、手順を　踏んで、段階的に規制緩和を進める必要が　ある。また、コンテナ荷役と在来荷役、6　大港等と地方港では、荷役の形態、荷役量、　事業者等に差があるので、規制緩和の推進　や効率的な就労体制の確立に当たっては、　内容あるいは実施の時期に差を設けること　も検討すべきである。　　なお、規制緩和の推進に伴い、港湾荷役　の秩序の混乱等の問題が生じることも予想　されるため、緊急調整措置の導入等その防　止方策について検討すべきであるとともに、　規制緩和の結果として、労働災害の増加、　労働社会保険への未加入、その他労働環境　の悪化が生ずることがないよう、労働関係　法令等の十分や対応が碓保されるべきであ　る。�C料金認可制の見直しに当たって考慮すべ　き事項　　中小企業が多い港湾運送事業者と大企業　の多い船社、荷主との力関係の差を背景と　した過度のダンピングは、労働環境の悪化　等につながることから、料金変更命令、船　社、荷主への勧告制度等その防止方策につ　いて検討すべきである。　　また、現在、関係当事者の拠出により、せんきょう　平成10年7月号　労働者の福利厚生等が図られているが、規　制緩和後も、関係者間で継続的な取り組み　がなされることが重要である。�D　規制緩和の推進の体制等　　港湾運送事業の規制緩和は、運輸省、労　働省等の関係行政機関、港湾運送事業者、　労働組合、出社、荷主等の関係者が協力し　て進めなければ実行は困難である。したが　って、規制緩和を推進するに当たっては、　数々の検討課題について、関係者の理解を　深めるために、議論の場を設けることが必　要である。政府においても、運輸省、労働　省をはじめとする関係省庁が協力し、政府　全体として整合性のとれた政策として実行　すべきである。また、同社、荷主は、港湾　運送の効率化、安定化のためには、効率的　で安定した就労体制の確立が不可欠との認　識を持ち、従来のように労働問題から逃避　することなく、自らの責務をも自覚すると　いう姿勢がなければ、この改革は進展しな　いという認識を持つべきである。�E我が国港湾の効率化・活性化のための取　り組み　　我が国の港湾の効率化・活性化を図り、　国際競争力を強化していくために、政府に　おいては、国際ハブ港湾における大水深、　高規格コンテナターミナルの重点的整備、　港湾荷役の施設使用料の抑制、引き下げ、　入出港に係る諸手続きの簡素化、情報化に　ついても有効な施策を策定し、実施すべき　である。2．港湾の整備・利用に関する運輸省との意見交　　　換会について　ハード・ソフト両面にわたり港湾問題全般について意見交換を図り、国際競争力のある使いやすい港湾の実現を目指すため、運輸省は、当協会との定期的な意見交換会を設置した。　第1回意見交換会は、運輸省港湾局主宰により6月15口、運輸省会議室にて開催され、運輸省からは松本大臣官房審議官（港湾局／海上交通局担当）以下、港湾局管理課／計画課／開発課／環境整備課／技術課ならびに海上交通局海事産業課／外航課の各課長が、一方、当協会からは奥山川崎汽船常務、佐藤商船三井専務、鷲見日本郵船常務および鈴木当協会常務理事その他が出席した。第ユ回の今回は港湾を巡る現状認識についての意見交換を行い、国際競争力のある使い易い港湾の実現という共通の目標を目指して、今後も定期的に意見交換を行うことに合意した。　さらに、意見交換の対象項目が、港湾投資のあり方、EDIの推進方策、港湾諸料金の低減化方策、さらには航路俊濠といった航行環境の改善などハード・ソフト両面において広範かつ専門的となることから、同社と港湾局の担当者による幹事会を設け、より実務的に意見交換を深めていくことに合意した。　運輸省では、この意見交換会を通じての成果を今後の港湾行政に反映させていくとしている。　当協会としても、これまでも同社を代表し、港湾審議会などの場を通じて意見を述べてきたが、需要を踏まえた使い易い合理性のある港湾を整備していくために、より具体的、実務的な対話が必要という運輸当局との相互認識の下、この意見交換会および幹事会において積極的、建設的に意見を述べていく所存である。せんきょう　平成10年7月号講遜難1◎：芝こ　　　　　1．引き続き増加傾向にある世界船腹O．ロイド統計、、よる1997年末の世界脹　前号に引き続き、ロイド船級協会の諸資料に基づいて、世界船腹の動向について概観する。今号では主に船腹の建造と消失、ならびに船腹量の増減状況について触れたい。1．商用船の建造ゆ　商用船の竣工量（2）　／997年における商川船の建造（竣工）量は1，820隻、25，235千総｝・ンで、船腹量に対（【表11　商用船の建造量および消失量の推移商　用　船　船　腹　量年（年　末）年間増減建造　〔竣工）　量消　　　失　　　旺他の要因による搆ｸ不明・誤差隻　数　千総トン隻　数　丁総トン隻　数　干総トン　対前fl比　竣L率隻　数　干称トン　崩斡比　消失率隻　数　千慧トン198775，281397，3252，103　　13，1】王　　　　　　　　　　　　3．3L　55EI　　l3，785　　　　　　　　　　　　　3．5198875，799399，462518　2，1382，094　　11，312　▲13．7　　　　2．81，275　　　　5，575　▲59．6　　　　　1．4▲　301▲3，599198975，G25404，s98▲　774　5，4352，196　14，喧82　　2S．0　　　3．6965　　　3．150　▲43．5　　　　　0．8▲ワOO5▲5897　一，　　　　　　7199078β0王426，0213，276　2正，1242，144　　16，054　　　10．9　　　　3．8712　　　　3，057　　▲　　3．0　　　　　　0．71，844　8，127199178，931436，296630　10，2741，977　　16，810　　　　　4．7　　　　　3．9905　　　4，240　　　　38．7　　　　　1．O▲　442▲2，296199279，726445，169795　8，8731，967　　18，928　　　12．6　　　　4．3867　　　8，109　　　　91．3　　　　　1，8▲　305▲1，946199380，655457，915929　12，7461，907　　　20，511　　　　　8r4　　　　　　4．5／，115　　11，259　　　　38．8　　　　　2．5137　3，494199480．676475β5921　17，9441，840　　19，642　▲　4．2　　　　4．11．105　　13，658　　　　2L　3　　　　　2，9▲　ア14　1L960199582，890490，6622，214　14，8031，910　　22，599　　　15．1　　　　4．6エ，097　　10，676　▲21，8　　　　　2．2L401　2，880199684，264507，8731，374　17，2111，9玉2　　25，849　　　14．4　　　　5．11，084　　　1工，055　　　　　3．6　　　　　2．2546　2，417199785，494522，1971，230　14，3241，820　　25，235　▲　　2，4　　　　　4．8　　　　　　864　　　　9，511　▲14．0　　　　　1，8274▲II400（伽考）ロイズ船級協会の資利を次により作成した。　　〔1）船腹量の年間増減量＝当年末の船腹量一前年末の船腹IIUWorld　Ucet　Sta［1sncs｝　　〔2）「建造量」……World　F［eet　Statistics記載の建造量　　1幻　　「言肖失II覧」　……“「orld　CasuaLty　Slatisticsより算出　　�求@「他の要因による増減　不明・誤聞」＝年間増加量一　（建造景一消失量）〔注）1987末〜1991末の船腹量は「World　Fleet　Statlst［cs　l992」掲載のデータを便用した，（本誌6Jl冒P．24表2とは整合しない）せんきょう　平成ユ0年7月号（表1付図）　　消　失　量　　　△101988198919901991、99211993…19941995　　建　造　量（百万総トン）0　　　　10　　　　20　　　　301996■「二＝1997　［■■■二一船腹量の増加□建造量■消失量□他の要因による増減／　不明・誤差40する比率（以下では「建造率」という）は、4．8％、前年の建造（竣⊥）量に対して2．4　％の減少となった（表1建造（竣工）量欄参照）。　　その船種別内訳は表2のとおりで、構成　比は、撒積乾貨物船（ギアレス）38．0％、　コンテナ船23．5％、オイルタンカー工4．9％　などとなっている。「建造率」が高い船種　は、コンテナ船（12ユ％）、撒積乾貨物船　（ギアレス）（6．8％）、旅客船（6．5％）等　であり、「建造率」が平均を．ド回る船種は　オイルタンカー（2．6％）、一般貨物船（2．3　％）、RORO貨物船（3．2％）などである。　　また、竣工量の建造国別内訳は表3およ　び同付図のとおりで、シェアは、日本39．1％、　韓国32．2％等となっている。〔2｝造船所手持工事量ぜんきょう　平成10年7月．号　　1998年3月末における商用船の造船所手持工事量（発注済み船腹量）は2，548隻、　55，192千総トンで、このうち建造中船舶は　1，334隻、20，499千総トンである。この船　種別構成は表4のとおりで、構成比は、オ　イルタンカー36．7％、撒積乾貨物船（ギア　レス）20．1％、コンテナ船12．6％等となつ　ている。　　この竣工（引渡）予定は同日右側のとお　1〕で、1998年の竣工予定は41．0％、1999年　42．8％、2000年16．2％となっている。（3）竣工量と造船所手持ち工事量の推移　　1986年以降の竣工量と造船所手持ち工事　量の推移を一表にまとめると表5および同　付図のとおりとなる。　　両者の総トン数を見ると1987年以降はと　もに増加傾向にあることがわかる。また、　造船所手持工事量を見ると、建造中船舶量　の増加以上に未着工船舶が増加しているた　め、「受注より引渡迄の推定期間（月）」も　伸びている。2．商用船の消失　ここでは、商用船の解撤（処分）、事故（推定全損）の後の解撤、および海洋での喪失（現実全損）を併せて「消失」と定義する。　1997年における商用船の消失量は、“WorldCasualty　Statistics　1997”によると、864隻、9，511干総トンで、現有船腹に対する消失船腹の比率は（以下では「消失率」という）L9％である。また、これは前年の消失量に比べると14．0％の減少となっている（表1参照）。　船種別内訳は表6のとおりで、その構成は、撒積乾貨物船（ギアレス）36．0％、一般貨物船21．6％、オイルタンカー19．2％、油／貨兼用船【表2ユ　商用船竣工量の船種別内訳1996年1997年1997．．．．1996年　　1隻　数白総トン1誠購建造｡〔鰯隻　数　千総トン構成比鵜建造ｻ％｝隻　数　千総トン対．前年増ﾁ率（％）合　　　　　　　　計1，91225，849100．05．1】，82025，235100．04．8△92△　614△2．4貨　　　　　物　　　　　船／β5425，46698．55．31，27624，73298．05．0△78△　734△2．9液　　体　　貨　　物　　船318827732．04．72195，52121．9　．．3．1．．．」△99△2，755△33．3「：液　　化　　ガ　　ス　　船57P02P54T／，077kO70U，124@64．2S．1Q3．7O．o6．8W．3S．2P．334W8W9W843�ｏ２R，754@223．3R．6P4．9O．15．1U．6Q．6R．7△23｢14｢65@3△　234｢　168｢2β70@16△2L7｢15．7｢38．7Q69．3撒　積　乾　貨　物　船2889，63337．36．1309／0，23740．δ6．321　．「1撒積乾貨物船〔ギァレス＞P油　／　貨　兼　用　船235R508，716P91V2733．7O．7Q．86．4P．6^〔〕，7270R369，589P91S5838．0O．8P．86．8P．7U．7　35｢14　604D．L．．．一一「．@874｢　　270　6．3．−．．．L．．．．．@lO，0｢37．1その他の乾貨物船7487｝55629．25．17488，g7335．65．ア　18，8．一一一．「．．．．．「’F一　　般　　貨　　物　　船m貨　　　客　　　船：コ　ン　テ　ナ　船．：冷　凍　・　冷　蔵　船cR　O　R　O貨物船：R　O　R　O　貨　客　船c旅　　　客　　　船12そ　　　　の　　　　他348Q2031730697631，046@13S，729P01T54S93U09@104．O潤xP8．3O．4Q．1P．9Q．4O．O／．8Q．1PLOP．4Q．6S．4X．O潤D5268P2542643609151β01@7T，924P47U95S10S61@285．2O．QQ3．5O．6Q．8P．6P．8O．！2．3k1P2．1Q．】R．2R．4U．5P．4△80｢　　1@51@9@13｢　9@15@21，417．．．・．r−@255｢　　5P，194@45@141｢　　83｢　　147@18　24，4｢48．0@25．3@44，9@25，4｢16．9｢24．2P72．4そ　　の　　他　　の　　船　　舶558383L5L55445032．02．o△　14［203L3漁　　　　　　　　　　船2071210．50，9　　203　　　114o．5o，gi△4△　　　6△　　5．2そ　　　　の　　　　他3512621．02．4　　　341　　　　3881．53．6　△10　　　12648．D（注｝World　FleeしStadsdcs　l997より作成【表3】　商用船竣工量の建造国別内訳（1997年）造船国商用船合計貨物船口隻　数千総トン構成比岡隻　．数千切トンT．1餅トン日本6249，86439．15199，82015，320韓国2028，124322igl8，03813，0M中回131／，3945．5玲21β802，139ドイツ761，0884．3681，0831，201台湾357222．9227171，2D3ボーランド506432．539633871デンマーク16466L815465525その他6862，93211．632025962，704合計1，82025，235100．01，27624，73236，976（注）World　Fleet　Statistics　1997より作成（表3付図）　　　　　　　　その他　　　　　　　　2．932　デンマーク　　　　i　　466　　　　　．．畿．§職．ポ認．蛯P台湾一　　r722　　　　　　　　　　合計　　　　雷ドイツ　　　　　．、、．．　　25235　　　　・＝。■1．088　　　　　　　　　　　『二部トン　中国1．394　　　　　　　　　韓国　　　　　　　　卸�d／6．3％、などとなっている。「消失率」が平均を上回る船種は、一般貨物船（3．6％）、撒積乾貨物船（ギァレス）（2，5％）、油／貨兼用船（4，9％）などで、「消失率」が平均以下の船種は、オイルタンカー（1．2％）、コンテナ船（1．0％）、液化ガス船（0．7％）、化学薬品船（0．7％）なせんきょう　平成IO年7月号【表4】　1998年3月末における発注済船舶量の船種別構成ならびに竣工（引渡）予定造船所手持工事量発注済船舶の竣工（引渡）予定建造［．1．［船舶未着工船舶1998年1999年2000年隻数千総トン　構成比隻数干総トン隻数干総トン隻数千総トン隻数千維トン隻数．下総トン貨物　　　　　船1，91953，442　　96．892219，25899734，，184LlO92／，68764822，857162　8，897液　　　体　　　貨　　　物　　　船60925，523　　46．2250　8，30今35917，220274　8，04725611，94579　5，531門一．」．．．．．一．一．．．一．−−「−．．．．「i■．■．國r．．．：液　　体　　ガ　　ス　　船71　2，766　　5．035　1，39636　L37028　　48231　1，38712　　897…　イヒ　　　　学　　　　薬　　　　最1　　　　母侍188　2，467　　4．589　1，10999　1，358100　1，l1478　1，17810　　17634720，280　　36．7124　5，79522314，485144　6，449146　9，37357　4，458：そ　　　　の　　　　他3　　10　　0．02　　　3ユ　　　72　　　31　　　7．撒　積．　乾　　貨　物　　船33911，764　．21．3　127　3，634幽一．．r．．．．．．．−「■　212　8，130．．一．」・r180　5，094130　5．44729　1，223「　．　．　．　．　．　．　ゴー一　．．　「　−「　．　．　．　幽　．　・　i　・　．一　「rl欝積乾貨物船（ギアレス）31611，067　　2D．1113　3，322203　7，744164　4，737123　5，10729　L223i油　／　貨　兼　用　船4　　251　　0．51　　　633　　1881　　633　　1884　　148　　　0．32　　802　　682　　802　　68：そ　　　　の　　　　他15　　299　　0，511　　1694　　13013　　2／42　　84圏その他の乾貨物船97116，155　　29．3545　7，321426　呂β34655　8．546262　5，46554　2」43「　．　「　．　．　幽　L　「層　　般　　貨　　物　　船327　2、355　　4．3201　1，246126　1，109244　1，58871　　ε6512　　102i貨　　　客　　　船3　　26　　　0．02　　　17ユ　　10l　　lO2　　工71コ　ン　テ　ナ　船291　6，951　　12．6／47　3，202144　3，750202　4，34177　2，11712　　494．：冷　　凍　　　　冷　蔵　　船43　　402　　0．7！5　　12028　　28325　　22518　　177108　3，100　　5．642　　97766　2，12348　1，13144　1，37116　　598lR　O　R　O　貨客船76　　725　　　1．355　　55021　　17553　　44921　　2372　　39i旅　　　客　　　船113　2，454　　4．477　1，16636　1，28879　　78122　　76212　　910・そ　　　　の　　　　他10　　141　　0．36　　　434　　983　　217　　120その　他　の　船　舶629　Lア50　　3．2412　1，241217　　510494　　917126　　7659　　　69合　　　　　　　　　計2，54855，192　100．01，33420，499L21434，6931，60322，60477423，622171　8，966構　　成　　比　　（％）lOD．037．152．94LO42．816．2⇔主〕　〜Vorld　ShipbuUding　S〔atistics　Nrarch　l998よりで二成どである。　また、船籍国別構成は表7のとおりで、上位からセントビンセント、キプロス、パナマ、リベリア、ロシア、マルタ等と続いている。「消失率」の高い船籍国としてはセントビンセント（18．6％）、キプロス（4．7％）、ロシア（5．3％）などが挙げられる。　一方、解撤実施国の状況は表8および同付図のとおりで、1997年においては、インド（56．8％）、パキスタン（25，6％）、バングラディッシュ（10．7％）の3国が高いシェアを占めている。中国は1994年には最大の解撤実施国であったが、エ996年に実績が急減している。3．商用船船腹量の増減と建造量および消失量　前号で概観した船腹量の推移から各年間の船腹増減量を算出し、建造量および消失量の推移を総合すると表1および同付図を作成することができる。　これによると、1989年以降の船腹量の増加はこの間の建造量が消失量の2〜4倍程度で推移していることで裏づけられている。　なお、同表には元データーの不整合等から相当の「不明・誤差」の数値を算出せざるをえないことに留意する必要がある。せんきょう　平成10年7月号團【表51　商用船の竣工量と造船所手持工事量推移年次・期@　n竣　工　量i年・期聞）@　　A造船所手持工事量@　〔年・期末）r＝S≡L＋M建造中船舶量@　　L未着工船舶量@　　M受注より引渡?ﾌ推定期聞@　（月）隻　数千総トン隻　数千総トン隻　数千総トン隻　．数モ総トン隻数より1986末2，168　21，364L292　11，051876　10，3131987末2，103　11，3112，037　22，5421，210　　9，694827　12，84812．01988末2，094　11，3122，228　24，5531，288　11，622940　12，93112．21989末2，196　14，4822，452　3LO551，275　12，4521，177　18，60312．81ggo末2，u4　玉6，0542，633　39，789L288　13，5331，345　26，25614．21991末1，977　16，8102，530　43」641β55　15，8971，175　27，26715．71992末1，967　18，9282，284　37β331，312　18，670972　18，66314．71993末1，907　20，5112，145　39，242L131　15，7871，014　23，45413．91994末1，840　19，6422，316　45，792L182　18，0331，134　2ア，75914．51995末1，910　Z2，5992，655　ヰ8，5261，265　18，7311，390　29，79515．61996末1，912　25，8492，519　45β13L246　17，9501，273　27，36316．21997末L820　25，2352，604　56，6211，329　19，7881，275　36，8331．6．9（1998年1〜3月）@1998年3月末374　　6，8502，548　55，1921β34　20，4991，214　34，693（備考；各資料を次のとおり使用して作成した。　〔1）竣工量は「WorLd　Fleet　Statistlcs」による。ただし，1998年1〜3月のみは’WDrld　ShipbundingStatistics　　1998March“によるD　〔2）1994年までの造船所手持工事量（建造中船舶吊、未着工船舶量）は「Merchant　ShipbuUding　Return」に　　よる。　〔3）1995年以降の造船所手持工事量は「World　ShipbuUding　Statistics」による。　�求@「受注より引渡までの推定期間〔月）」は竣工隻数〔A｝および造船所手持工事量の隻数より次により算出した。　　　　　　　　　12　　　　　　　　An　　　　　　〔Sn−L＋Sn）／2（注）「受注より引渡までの推定期間」は本田の構造を理解し易くするために、仮に算出したものである。実体　　　とは若十異なることもありうるので扱いには注意されたい。（表5付図）　　一遍トン30．00020DDD10．000商用船竣工量と造船所手持工事量推移商用船竣工量0　1987　　B8’89’go　　　唱91’92’93’94’95’9619710．000　20，000　30，000　　40．000　　　50，00：＼千総トンi造船所手持工事量＼5建造中船舶量未着工船舶量脚せ島きょう　平成1�J年7月号）【表6】1997年の消失船舶の船種別内訳1997喪　　　　　失解　　　　撤隻数千総トン構成比1消失率岡船齢隻数干総トン船齢隻数千総トン船齢合　　　　　　　　　言1．8549，511100．01．936132804248609，70325貨　　　　　物　　　　　船6639，11495．81．9　　　1Q61　96790244238，83727液　　　体　　　貨　　　物　　　月食lo92，04921．51．2　　−14162251355，63625評　．　i演t　　体　　ガ　　ス　　船：化　　学　　薬　　晶　　船iオ　ィ　ル　タ　ン　カ　一15QユV0R　116@　93P，822@　19L2P．oP9．2O．20．7O．7P．2S．ユ　2．6．．．」．@29@25@25@26329■　3@2P57　．26P8Q6　幽　6@7P19@3　　　7@　43T568@　1826Q7Q4R6撒　積　乾　貨　物　船1524，15143．62．62510275　　．．　　　63一．一一一　1，713．．■．．．一．」27　．．．「　「　「　幽　幽　．　．　．鉛ﾀ積乾貨物船（ギアレス）c油　　／　貨　　兼　　用　　船c配置fi轡1纈彿131@7　．1431423@602　　　−@126−．．．・iR6．0U．3O．0P．32．5S．9O．0P．926Q4　．2510@：　．275　一　：　21．．．■．．．一@21@　：　　．　．．D．R4@9@2P8　ユ，000@　682@　　21P10一一．．．@27@22@54@26そ　の　他の乾貨物船4022，91430．62．〔｝26　　　72．．．「．．．i．352　2‘1．D2251，48729「　「　幽　幽　・　．　．c一　　般　　貨　　物　　船c貨　　　客　　　船：コ　ン　テ　ナ　船cR　O　R　O　貨　客　船　　　　　　　　　　　　　　　船　　　　　　　　客：旅…そ　　　の　　　他　　　　．．．@　332@　　　2@　　22@　　14P　　　　5　　　11　　　13i　3．．Q，055@　　4．@　445@　　63@　　97@　　59@　139@　　5221．．5O．0S．7O．7kOn．6ksn．53．6O．6P．O潤D9O．5O．5Q．1Q．726S0Q3Q6Q2R3R1R4　　．U0@1R41　2　1　一．．一一一一u−．．@　197@　　　1@　】．04@　　13@　　　0@　　　8@　　30　　　　ゴ24S2P7Q0Q8Q3S6　．148@2@9R9@5@5^4@3774@2P87Q47^60Q0Q1V5．．一」Q9R3Q5Q8P6R0R1Q6その他の商用瑚2。1397421．62736142343786625漁　　　　　　　　　　船153　　　3423．62．625301022378．75723そ　　　　　の　　　　他4855o．60．53264265911033（1主｝　“「orld　Casualtv　Statistics　1997よi．．，イ乍「戊【表7】1997年の消失船舶の船籍国別内訳75846634867647375165222222222222223222222926殻手解70誰170」8数隻473321737796417145426352143　　　　／　　／　127512738G3．7352332488」．0311222　　222223211　　　　2／326ワ目4ワ一失喪ント総千73O6P1　　　　　　　　　　　　　199048数隻768’1211172431一幽3363　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　153ワ冒317474663450641837309322222222Z322213222229ワ一6ワ］岡率失消218L計量失消比成下8「轟10α0160ゐ一11謁9数隻131333848410727t7805746243　　　t112　　　　　1　　31　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1国籍船トスマアアタル　図コや国マ細国ドド本ス國ン　　　　　　　　　　聖漫・・卜、シ、ン”　　ナ　シル　ウ　ル　　ハ　　ランビ　　　　ガ　　　　　　　　　ジ�dベンル，　・ンンセキパリロマシノ米トギ中バ香英ポイ日ホ韓12345678910n／21314151617181920他のぞ486計合〔温…｝　（D　　IVOrld　Casualtv　Statistics　1997よリイ乍成　　　�A海外自治領、第二船籍等は本日の均Fl腹に含めた。　　　　　ただし、香港（中国〕、バミューダ（英｝、ジブラルタル（英）、ケイマン諸局〔英｝籍は本国とは別に集計した。〔＊）せんきょう　平成IO年7月号�o【表8】解撤実施国の推移1994年1995年　　　　　　1996年1997年解撤実施国隻数千把トン隻数干総トン　隻数千総トン隻数千総トン構成比平均船齢当該年毎に把握した解撤量イ　　　　ン　　　　ドoングラディ　シュp　　キ　　ス　　タ　　ン?@　　　　　　　国g　　　　ル　　　　コx　　　ト　　ナ　　ム�　　　　　　　　本t　　ィ　　リ　　ピ　　ンX　　　ペ　　　イ　　　ン香@　　　　シ　　　　　アｻ　　　　の　　　　他186T9R4t5R3@4V3@3Q1Q1X22β02Q，134Q，166Q，848@　97@　86@　20@　3@　23@　26@210189T3Q5T3S7@4P16@2U】Q8X12，8正0Q，539n．，670@75窪@208@123@146@　58@　40@　22@153315T5R3Q8S8@3X1@1T1S2S44，920Q，196Q，062@104@137@　26@　25@　42@　48@　34@　73363V4Q1R2S1@3P24@1@19@ユ9R54，948Q，228@930@　99@195@174@　30@　34@　19@　9@　4056．8Q5．6P0．7P．1Q．2Q．O潤D3O．4O．2O．1O．527Q6Q6Q5R1Q5Q1Q3R2Q9S4計64110，41666985237119，6687328，707100．026当該年の翌年以降に把握ﾅきた解撤量（A）2421，3851951，180152326．．0．0r88311，800呂649，ア038639，9947328，707100．026（注）�@「World　Casualty　Statisticsj各年版より作成　　�A　「World　Casuaity　Statistics　l997」では過去の解撤量について数値の訂正が行われたため．「当該年の翌年以降に把握出　　　来た国母並」（A）が統計上生ずる。これらについての解撤実施国の明細は明らかにされていない。　　�B上記掲載国は1995〜1997年の合計解撤．旨11！の順に．ヒ位20ヶ国とした。（表8　付図）干紹トン12、00010，0008、0006．0004ρ002ρOO01994年1995年1996年1997年：　［訂正］　　　　　　　　　　　　　　　　　　：…　本誌6月号「引き続き増加傾向にある世．界船腹U｝」の　……記事巾、P．26表4の（注）�A�Bを．卜’記のとおり訂正い　…：たします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：：　�A各国の船腹量は第二船籍、海外領土籍を含む。ただ　：1　　し、英国は香港〔1996年以前）、バミューダ、ジブラ…　　ルタル、ケイマン諸島籍を含まない。1997年末の［．1・…　　国には香港を含まない。…�Bここでいう「便宜置籍国」とは「OECD海運委員会…　　年次報告（1995〕」において「オープン・レジストリ1　　一国」とし、分類されている次の15力国とした。ア1　　ンチグァバルブーダ、バハマ、バミューダ、ケイマi　　ン諸島，キプロス、ジブラルタル、ホンジュラス、i　　レバノン、リベリア、マルタ、モーリシャス、オーi　　マン、パナマ、セントビンセント、バヌアツ。　　　　　2．平成9年度沖縄振興対策関係調査　　　　　　　　　「港湾流通機能の拡充整備調査報告書」から　題記調査は、沖縄県の港湾の状況、内外諸港湾の状況を調査・把握した上で沖縄県の港湾の方向性及び港湾流通機能の拡充整備方策について検討するため、通商産業省および運輸省の委託を受け、�鞄�本経済研究所が行ったものである。その概要について図表を中心に紹介する。　報告書では、沖縄県は、「国際都市形成構想」等において東アジアの中心に位置する同県の地せんきょう　平成工0年7月号．）理的特性を活用し、アジア太平洋地域との経済交流の拡大を図り、同県の自立的発展に寄与するため、国際的な交通輸送条件の整備や自由貿易地域の活用等により、国際貿易・物流機能の．拡大を形成していく考え方を示している。併せて今後の沖縄の港湾の方向性および港湾流通機能整備の方策について検討しようとするものである。　なお、詳細資料ご入用の折には、圃日本経済研究所　（担当：望月氏、TEL：03−5280−6024）か当協会企画調整部（担当：加藤・米丸、TEL：03−3264・7174）までご連絡いただきたい。【表11　沖縄県の主要港湾の種別港　湾　名開藺ﾅ港塗出田l入総荘T譲検出u疫`塗軍落v湾港湾迭愈藩c湾収灘這出を運舞定則る業離港迭を港ｶ盤縮保大L規ｷ模驛}nリ�ｒ港ナpを那　　覇0○O○oo運　　天○○○平　　良○oO○0石　　垣o○○○o金武湾○○0○o中城湾o○o○○宜野湾○〔資料｝財団法人日本海事広報協会「日本の港湾199ア」【表2】港湾別船舶積卸量順位（港湾運送事業法の指定96港中）（単位；位、干トン｝川亘　　位港　　　名取　　扱　　量74（70〕青　　　森776（0．07％）75（75；石　　　垣746（0、07％）………77（76：宇　　　野684（0．06％）78〔78）67／ω．06％）………92〔90；唐　　　津63（0．OO6％）93（93）49〔o．oo5％）：……〔資料｝「工本ボート整臓�梶u港運要覧！、賑〔位は平成7年唖実績、（　〕内は6年度実駄【表31沖縄港湾が取り．扱う貨物分類〔1：1　ト　ラ　ンシ　ッ　プ港方　向　性（2｝　ローカルカーゴ港�@国外←→国外�A本土←→国外港湾の内容発着貨物の取り扱いに加え船から発着貨物の収り扱いに加え船から主として貨物の発地または着地と・メインの機能船への貨物の積み替え作業を必要と船への賃物の積み替え作業を必要となる貨物を取り扱う機能する機能。中国沿岸諸港湾へは、基する機能。幹航路の本船からフィーダー船への1：1〕との差は、本土と外国との結節積み替えを行う。点になるため、輸出入手続き　（通関手続き）が必要となる点。○大型船と小型船との積み替え機能E保税区域内の広いスペース○大型船から小型船への積み替え機@能○沖縄で生産、消費する財の取扱則せんきょう　平成10年7月号岡考え方・狙い�@国内の他港湾と比較した場合の優国内の他港湾と比較した場合の優�@．FTZ効果等による産業立地を最位性の向上、発揮位性の向．ヒ、発揮大「艮に活かす。�Aトランシップ�Aアジアに比較した人件費を考えて、対中国貨物（上海、天津、青島、高付加価値製品の製造を志向南京等）の貨物。一・広東省地域に続き急速な発展を遂げている華東地域に係わる貨物を対象とする。�B中国諸港からのフィーダー航路距離の近さ�C中国の港湾整備の不確実性�D中国の陸．ヒインフラの未整備による、各都市間輸送の国難性から「．1．「国沿岸部の中規模港湾へのフィーダー航路の可能性狙いとして想定巾国各港へのフィーダー航路及び本土各港へのフィーダー航路に、全方位される対象航路北米等の基幹航路等。一部東南アジ中国、台湾、東アジア及び北米等の集積する産業の対応ア航路も含む。基幹航路等狙いとして想定中国、長江周辺の開港、上海、青�@国内（西・南日本の港湾）全方位される対象港湾島、天津、堰江、アモイなど。また、�A国外〔全方位）集積する産業の対応台湾、マニラなど【図】基幹航路の沖縄活用イメージ“　　凡　　例一・一・■{　　　船・…・…・…tィーダー京・北天津　　体運　1プサン…’……E・．　　1（釜山）　、青島、、匡洞，．『’・，．三　　　　　　ll�e7τ藷襲福州．．写ダ’1神戸笹■σ　，9Vが，’　　り　　　’　　9　　．鵡　　ラ　　覇9・　那　　（編　　　・・�h”P　、・“．．浩（・．　�`．　　・”顧・�`P．　　翫μ略　　　　　　　9‘♂キーノレンエンチ。タ門！’｛（基町〔塩田）”カオシ．ゴ　　　　　’　　　　9ウ　　　　！　　　φ’　　’　　　京　層横浜’，φ’，’ハイフォン　ホンコンご層　　　8（高雄）クレムチャバン尊スビック・．置，・置■暉’iL一チミン　’　’〔亘ヨノ拠　　　o　　　　、噂無題◆訴一ト�c藁　　　　　一　〇コ2。謡。O熟。　　oζ撃・・σξア7　　　　ロ0轡宣せんぎょう　平成10年7月号鋳Uδ2刈血｛〔【表4】アシア主要港湾の比較　　　　　　rし＾をｭ　‘1香　　　　比ノ〆カゴール」　　　　刻1倉　　　　　　III1　　　　　｝lr『　　　　＿　　　　　ノ｝1　甲巳〔肛1剛1［［避11州1�j人剣の探ホLl　入”の艮L壕謔ﾈし　監跳なし　iなし1　戯加ノ、qL口繊）@け　1　ノ暇川毒」鰍，しﾌ1んF1」d月　ノノκの」しし水又のあるII”Lヨ｛｝1砺rrl〕の「［rll券芻泄ｫL匡人のイ〃P／　　P畑　「lr「il　し　」棚よllhフ7　の1UI艮力発’［戟[刈1m　よ」し¢朋やP撃kL　夙の11」が玖繧｢1「〔よ八q琳1のでrイ1ノ1レ1臼耳月　1［1’1噛」』既の14111卜｝1地P4几挺　倒17〃タのIIU　】捉1L踊の幻　　u婦口戟fノア　「しの　1昧’〃と’「†P／r牢路ﾌ長踊閨A窪1許」Ll打∫晒地1　1日臼由「のウート）Jイ@rし．L［川勘月1r口川ノクk、u〜しの耐城．〕垣1のrlk　り、なドL胴濶ﾝ戸，矧白　hげ／’ンlu　面の長面u訪地朔「漏地なし〔1月ゴ〕oイ／フノ1ア「への則麗汲ｵ〕　」1阻ノ’、11、とIL籾断ﾌ些蜥@り、な困1助」しのイr11‘　L幽　」】⊥政喉kIIらくしI†　IIIlrL蜴r一のμえ　Lピrl　l，ﾌ辻凶@1［1円了の⊥再ル　IIIlh伽しlII千‘P@肚・の�_開　く〒目発　ケurI川　4r創間ノ7〆の拓ilはるｷ’τ1ヤ邑」ゆ民1芳ノJ@えrlI醐Lメ現rllLIIの1ま♪In祉／λ［も⊥eld，�_の1賑力掴　lliメ．EI刈1発1山［外しτ弼［�　　八1　III1い相のノ1戌　ir拘ll’政n艦多弱敵fL蜘のピ媚1　一ら尾囲の昌　　‘@倒践〔珊Q　HO　よる絹｛ｫケ@11名。」1「llと1イfしの」坊@　！一ノ’　虹「丼rlIへのI@l」、@lrμゴ地1κ　向i旧月曽ノ、K｝昌助u1@＿レノトロ＿クパ　1ゆ�d＿@　　　　　　　　1めρ　「アノア人hドヘレーノI」〃一剛ん1」釧bl@皆＿1のハ仕ノ化　上るLやｨ　の団♪@」L［Illl　I』’戸1由｛　けは烽hH　移Ib傾1］@1七繊山口1／ウ」‘1「@1r二の」LlいLDU山〕v脹［1LIIL1　　ん　山が旨1の1冴111地P川11R七．の人屍’q　1［II」しﾌ1げ邑口［1∫胴の」1「D@IT’抄ILレしオし旨ﾖr‘L　Iy［カ1冒1の1ノ」幸　め乙　一デ囲う1人L　IIllI地謔ﾌ塙勤・カヌL臼@1旧拍κ地域証し韻淋としｵし　と　1｛陶［II発@業廟戚朔「ノJli，タ』二rイ`のL気｝　†1ね111@1力の押砿レは　ヵ1恒ノPの［∫1目1L［rl�j泊加i［爬m　　＿フII『lqのq11発@目辺川［｝k1111引多。｛の1メz脚冠芝@収llr＆外♂〔1よ。I」1川1［11［メｽ扱@避ノ1期粥川［よρ1凸1］‘q刊1［料」加1］@刻1娠L〔カ、、h＼F∫luよ伝ノ臥　撃［∫斗は他1「［几し駈尾　，ど埼　血1しし冴力耕戻@捌q⊥Lう　く’ll云1ﾍ紙�j@1］〆の詳し，〕lf『艮1@‘人の∫「津尉1ずII】rれ11凡1`［の〕1聡昌めう@も移人への1齢しカ】レ@糺，1勺」目1L一　力�dの叔v〔11入う川［」ζれる　仁傷ノ「曵サーLス洞川fl」@「　扇41［xr否1しの孤伽hl」D封ゆしめ1’」捜｝埼宦i@IIIIILl善し1陶上匠加，‘ﾜrlズ1洲敬即成ひnl・i境目∫芒「x@亥L加臣など1構傷，カ】@Ull11腿lLレb量r11．，@　　　　1凶乃@　　　「士1〔）「人@　　r1　日ノ1　ル@　　　ノ1卜川1ル@　U1乃　1酵　M％@　1〃→D％　ひん「］llの　し舅11?PU以1〕［1ｻ［円1／h’1弔P人あ武｝〔DIh臼怖tラ　，タ　以）P噺戊且、、�５　軋1軋一・〕ず1掴「「のP〔〕痂しく@　　　　10U％@　　　lOl〔〕丁人@　　IlOBII／JI〜レ@　　　拍b9月ル@　D厚　，5／　　％@　�db％→ず［17　ド〕乃　　　1∫［「％@　ノ11〕u1人ﾚ弓1川｝1「力臼レ@　1〜β1DレP5％　lb％　［1％ﾖ乃→，ア鮮→［形　　　1∫〕「あ@　hノ）Uf人@1司’川1ノ」1ル@　IO　】トトルa％　」〔ノ　bb／X1／一・，1％→1｛望　　　孔1P〃@1〃隔Jui入@卜1「［5，日／」1ル@　　1川トル@砺σ　1〕γ　且／P〔15〃一・1〃→〕1｝γ1卿ヴ1川1t物「メーノ1FII」臼@　　　ゴロUuτ入@　　呂b鋤】ノJIル@　　　11け1ル@　　〃乃　月乃　月必@　1暫一・「5％→〔｝o／　　　1」川0あ@　　1々旧人@砺1D川〃「ル@　ηrO，D！@μ｝あ　b％　δあP5％→i1％→聖U％65貨物の1匡抜1民R／フ川轍@［1［1　［IIワrlll巾151urqlU@「1ω1り「ゆ口1し@PD5Dbo目1@〔JD191トrlli@u8レ〕B臼H「冥別l　I1出ﾖ〕〕　　b　人@　　　　収　ん　］、山「OIり」Dレ@D卜「Dl［ノ」Dレ｣　1棚ll「力Pレ　P　臼1711ノ」1rレ@BI　lゾlrノ」】ル｣　　［1／Olr力［ル11「川日∫J1ルP0口911／JD〆P1／r511／JP！　1ρ「［田@　　6D@［η7山1力1，レ@150」5力iノ」1ル｣　，［1ρ1げ回rレ1】1［ln1U@　h臼b撃eゆ日カ　ルaおトじrり月ルo，ドUII1’Eル　　ノO，曲り」トル@　5／1，川ノ∫「ル｣　1h鼠II／JIル　　11口1「ノ月ル@　1、kl「ノ月ル｣　　〔川rノ月ル1劃d　防人　　　　　　　こh｝1刻1出P｝蟹恢川留レ1士l　Iトf胡llP〜な戸　lb乃〕1長物人目　し八配一lI［1γ）」レ　測　　3艮〜ト［1uγlll　鼓「瞬　糊孤と｛9ハ1互lil日｝m1　機r鴫〜了　　　1げ1／1　この厄「オ　　ul力Pレ　M〃叫I　　Lbσ∂z些�`1人P1　田厭〜　　　1「�d駒・‘　、ノ｝1皇1》　　ワ陽｝撃秩@釧が十，　　　「8％1臥1、月P1　し∫　L気1械　閉知，∫　猷「　　　　　m％1T言　T人鋼　ノ1喫　　u％l結C山1八hl　Lゴ　L気穫「叫　引殉煤@化∫　　　　川渤撃戟@厨11】鈎r物　　1）11長111P1　L目　　　　P瑚’1「羅物　曲『亡　　LB勿T1　鋤lq」ノ　山％）P衣11広Pレ　rL∫1為　　　〔P乃71　鉦二物　　　lu％l奄戟@鮮轍　　　　mγ｝嵌11［Pf　L短1　　　6嚇〕ﾟ　　∫丸　炉　　　　q晒｝､携　1恥　　　　〔�d1〃lh磐田1人P1　冊駐しメ覗　　1「物ノ1　枇11高聴　　　［♪吻uｭ　1》l　　　l、，劉1ム111`　　Lr　し八卜尉　鵬％1o　　鉄　　鳩　　　　藍、�d／。1A〆　1幻1　　　L卜D君cb人P1　田1柵】　　〔1［1渤21　111　し気t�d〜　［P％）普@允しlkイi殊艇　m劉1茨陶1nレ　イlll11．　　　　しり％）7佃　「i到　1‘L　　　「ηω諱@Il∫川1ド械　　ワカP姉1入hf　II荊［ご1［1　　　〔1〔朋mf　民幅1モ〜，　　　傷鮒A1　肉類　1ド‘　　［5γ）1鉱�`1出　h人［「@　　　　　口〕1玖hllIﾑ　　1　円　　　朝％｝Q1　ま　lhl　　　P1畑o　ll　本　　　σ％〕mム侮」人同�　1　［［　　q％1V1　1r　イ・　　　〔11％〕ﾊ1「」　　r　　　〔5％）［姉II［「P1　／レー／ア　　｛P知，1　困　　Il　　　l1磁l撃戟@香　　七　　　円働P長110人口ｵい　ll　イ　　　ρ1％），レ　イ　1「　　　〔15％）P∫　タ　　イ　　　ロ％）1刻班1」［Pレ　滑・　11　　〔」1％），什　香　　L　　　PJ％1Rレ　11　4　　　「1ど％1轤hD人［1艨@II　／　　　P9鮒ｬ　日　」卜1　　　〔70％1�　正　　U　　　［11％11鍵1臼1匡Ih‘　壕　［1　　　［11％1m‘　1［　木　　　〔1陶p1　香　L　　　IJ％〕P蹄1人1「ﾚ　Ir　イ　　　P1殉」1　イ　11　　　軋ワ3％l鰍戟@I　u　　　u5畑1刻川Ih仔　辱　1し　　　P1γ｝窒hII　i鵬1姦1、八「11［レ　日　心　　　｛η％〕小　ノ　　il　　　l］ワ％15レ　r　　1ゆ　　　m％］1旦畳日II撃戟@司　国　　　｛」〕％｝m‘　11　4　　　Ub％｝Ti　l　U　　　qb％lh長輪へ1刈撃?@I［　本　　　｛η％1Vi　是　h　　　い9鰯T1　〃力随一ル　　（6％11癖　［1刈P‘　幹　［1　　〔」呂鰯♪1�d　I　r11　　的％1T1　　　電も　　　〔円％炉P据旧人同Pf　才マー〆　　　m鰯l　サ〃わピア　輪煽R1　ク九イト　　［8％｝イ　　明1ラ／ノノブ轟5易ず。一¶％】1％u％1b％イ　　明1　ε1外し丈k∫1臨く〕@　パース敏@　パー7江⊥く@小抹@幽ハ1一ルー／ししk夕一　，ル5L∂@　5一　ナル［1［応@　額　「けj@u〜厄物量1　1b〔ノ5〕@bり」〕［1］P3，一15セ〕@　［り1@／1［「111?V丁111�_@　1”h】　1呂Bol?m51m@l−bn@9刀7@ノ闘1Lｹllu@bOh1P3♪口1し　　19@〕「6DmPじ5噌111】1@18」Io目luo）5｛r［u@イ明　　llmト57mo　，�`111】1@ηκ@1b［1宦oT田TμOUm　　b@，卜了5mC1−P5m@191@Bア6hI��?ﾑTFU@Ib181m　1］V1卜5111p〜11「1】］@b人@，9h1寧P9TrLUR3P〔m（8均hl　IつLLII1川ト@　　　　　1@　　　　300m@　　　　L51】］　　　　　　一P凹ln〔っゲIll幻L」18［u〕@　　　ア釘11し　　　　　　一汐一　づ肋膨］mーフ「ブ川く振」浮ｵ1ノ♪取扱551Tl正UP四TIIU岡臼IL」6bτ1［uc5TT［U2fb「［ll∫P59口しし「1／9TIH∫hDノ「［rUhorr［いa5口［L一（〔　皆奪　「マ、　　、づ　ゴ　」冒】r「「冒　r冒一［二「　一汁7、寒　ト図＼，「」寿5　＜9」　亡　一　7／　」】　∫二’　一静　←ご　イ張浄｝←｝」、四JI＝　、　　一、　　、軌Tト　＿、’〕払ワrぐヨ幹　子善膏覧L罫へ一、R、3　　　　　　軋“　ズ　　噛一｝、帰｛　　　　　　帖　�jズ　＝、、一、「「二」　」「一　　、ζ、一　「『頻　一一4一　＝　　　　ヨ「R　宍コニ　“凸三　　民「、、、ヤ　　　　　　　　　　　　　」　二曲＝二’　　4曽挿艸躰≠三竃〔弄　　　　　　　　　　　　　登凸　　　＝三卸＝h＼ユニミぐ＝　　ごま　ユ一「「一「　“　、」　’　［一ζ「　＝　＝一　」Q　　」　」】一，9　一、」ゴ「　　r　［℃】［［　　　甫一一　！v　　　　刺と〔、［釜っ静一静　　　　　　　　　　　一や」軍「減コ“縄三E、塞　≠罫　1　一　　　　　　　尽ヤ＼；5耀二　　「弓そ−蒼齪卸コ＝　　　　　　　　　　　ニー妊�_Jkへ　ρ　赫　　一「；禦写　】　よ　k　、、≡ξ5【［「∋三」』磯崎｛喬章S卑葺一；　4卜、（翼ココ唯　　　　　　　　　〒ヨ＼異s司’測担　へ［　一「マ“4蛮「ヨ鐸貫冒訳ヨ〔も＝「q二2　雫・「　「　ヤミ「　呵　」　へ　（蚕　�hト＼nL7団≒巧コS食右　一へ　「惹巴5一『「　　　　　　　　　　三づ岬［［三［旨暢⊇　噸や制ヨこ「写、モ「m＝⊇紹弼＝「二へ・卜」」“司受刃壁讐奪霧ノF2＝S司→「≡i＝　＝「ε罐橋＄ご）！乙　¢　　　　　　�uζ密、　　　　　　　　　　7点＝喪ペ一＝τ＝入＼、丁禍「O；へ　　　記も一目」＼只も三『⊇∫フ6冒二）ヲ｝ミ三【旦嘉爵｝噛トK＼」「，〔』智「　り一腎州」緯ぐ」「＝、一占臼＼、　」申　　　　　＝7「二て＝び0【／一）　　「　【〆　　［＝0【　∫C】「ご　〉一目『」＝トK、“％　二ぐ【　　　　三＝7，∫＼「、一轟ぐ、ム「右　，　一へ　　　「　［／　　〔）　｝｝［〆　」〉【≦【三＝＝〕息｝§三［L〔＝　三　　　　　　　　　【二慧｛ミニ『」岬；「甲＝コ＝　」三り、」｝コヨ至蕊鶉耳こ奪蕩よコ「三」　一　　　　　　　　＝「汽S」コ甲三殉〕πh　マ；「粥　会　�h　　−も　一）’　　　；　〒重自…　’己こ、£臥　　へ　、、　　　へ、　、　一　　ヨーヨ「　　　　　　　　　在⇒三寿H≡「　〉弓「室「｛ぐ＝孟　　　「」「Sヤ、＼（T＼、、　　　　　コ」｝9＝雪く三じ壱〒“＝覗　、」　「二一三蝋　　昂三＝＝」裏即マ畜＝［　　　　　　　　　　　　悼＝［ご〜『∈二＝メ！ゴS£→「＝］「旨垢　耀　〜　　　　　　　　　　；“悩く畑＝「ぜ〒へも彰ぐV｝興騙己「罫／へ　　⊃＝ご　　至Cン　　【O＝」［い尋O〜【三純jー、メ【C≠s［の宕＝＝卦至ミ」　　フ∫ご　　　　　　　二←ごこ　＝ミミ�h　i奉　　く；「ミ坊コ　ゐ【〔要iε唱T「　＝へ　　　一　　　じ愛　　　　　　「三　　　　　學暑　　　　「ミー占　殺＼＼捻　　　　喰　　　　　　　；　《馬租」厚7月号平成10ノ｝せんぎょう海運　　邑士日　　口心9日　運輸政策審議会総合部会が開催され、需　給調整規制廃止後の交通運輸政策の基本的　方向を運輸大臣に答申した。11日　運輸政策審議会海．」二交通部会（部会長・　　谷川久船員中央労働委員会会長）は、国内　　旅客船事業の需給調整規制廃止に伴う環境　　整備策を運輸大臣に答申した。15日　運輸省は当協会との「港湾の整備・利用　　に関する意見交換会」第1回会合を開催し、　　港湾を巡る現状認識についての意見交換を　　行った。　　（P，29海運ニュース2参照）◎　海上安全船員教育審議会船舶職員部会の　20条問題小委員会は、日本人11名フル配乗　の近代化P船1隻の混乗化〔第三鍾混乗出　代化船）を初めて承認した。16日　運輸政策審議会海上交通部会港湾運送小　　委員会の第1回会合が開催され、日本の港　　湾運送事業の規制緩和に関して議論が行わ　　れた。　　（P．26海運ニュース1参照）◎　日本船舶輸出組合は、5月の輸出船契約　実績を発表した。それによると、6隻・14万　1，800％と、1994年1月以来の最低記録と　なった。一方、1月に受注ゼロとなった韓　国は、現代重工の受注再開などにより1〜熱6月5月の累計で日本を127万9，000％上回った。17日　当協会は、第51回通常総会を開催した。　　　（P．！特別欄参照）18日　運輸省は、サブスタンダード船を排除す　　るため、海運に係わる関係業界（船社・荷　　主・金融・保険等）との連携について検討　　しているOECD海運委員会における議論　　に資するため、「第1回OECD海運委員会　　サブスタンダード船対策勉強会」を開催し　　た。◎　中央職業安定審議会港湾労働部会が開催　され、港湾労働者を円滑に相互融通できる　ような新制度の創設に向けて審議を開始し　た。26日　IMO第6回旗国小委員会が22日からロ　　ンドンで開催され、ISMコードの発効に伴　　う、PSCの統一．．・的な対応等について審議　　した。せんきょう　平成10年7月号．4轍便り　最近英国船主協会の理事長であるクリストファー・モーガン卿のインタビュー記事が、海事専門紙であるロイズ・リストに載りました。この人の記事が載るときは、必ず有名な海賊ヘンリー・モーガンの子孫と云うタイトルが付きます。海賊ヘンリー・モーガンはウェールズの裕福な家庭の出身で、17世紀にジャマイカを根拠地としてカリブ海を荒らし回った有名な海賊です。今もロンドンにその名を残すアンティーク・マーケットとして有名なボート・ベローやマラカイボ、そしてパナマ等を攻略し、スペインを大いに悩ませました。海賊と云ってもスペイ　　　　　　　せんめつンの無敵艦隊を熾滅したフランシス・ドレーク船長等と同様で私掠船の船長でしたが、後にはカリブ海の英国艦隊の指揮をもとっています。　　　　　　　　　　　　　　　　かど一時は無許可でスペイン船を攻撃した廉でロンドン塔に幽閉されたこともあったようですが、時の国王チャールスニ世の信任を得、後に許されて貴族にもなり、最後はジャマイカ島の総督として生涯を終えています。子孫のモーガン卿が船協理事長としてパナマを訪問することになった時は、ロイズ・リストはパナマ政府は礼砲をもって出迎えるのではないだろうかと冷やかしていました。　モーガン卿は／．939年の生まれで今年59歳、ユ957年にダートマスの海軍大学に入学し、その旧約40年近く英国海軍に在籍し艦隊勤務を主とした筋金入りの海軍軍人ですが、ご当人は海賊の子孫のイメージは勿論、元英国海軍中将の面影さえうかがえない優男で、有名なハーレー・ストリートの医者のような優雅な物腰で、失礼もかえりみずに云えば声も甘く少々女性的ですらあり、幼稚園の園長先生といった雰囲気の入物です。　英国船協は私達ロンドン事務局にとっては最も重要なコンタクト先で、理事長を始め常務理事や国際問題．船員問題担当者等と常に接触を続けております。特にモーガン卿と当事務局とは浅からぬ縁があり、モーガン卿がかつてスコットランド・北部英国艦隊の司令官であったとき当事務局のマックナイト大佐が副官を務めており、マックナイト大佐は一足早く退役し当事務局に再就職したわけです。モーガン卿が退職して一年後、英国船協の理事長であったハント卿が退職することとなり．モーガン卿がこれに応募しました。ハント卿も海軍軍人でこちらは海軍大将までなった人ですが、後任は公募されることとなりこのロイズ・リ．ストにも求人広告が出ました。モーガン卿はこの求人に応募するにあたり、当事務局のマックナイト大佐に連絡をとり、英国船．協の内部事情や仕事の内容など細かに開いて来ました。特に最終的に候補者が英国船協の内部からの応募者を含め3人に絞られ、2回にわたる面接が行われた時は、海運問題に囮せんぎょう　平成10年7月．号解一重垂も寺．．〜難▲海賊ヘンリー・モーガンー1＿〜rベへ＿　　　　　　　　　　　　『＿　　　　　　　　　『▲英国船協理事長モーガン卿は必ずしも詳しくないモーガン卿に対して、マックナイト大佐が安全環境問題、船員問題そして国際海運問題等につき当事務局の資料を添え綿密なコーチを行いました。こうして昨年ユ2月にめでたく理事長に就任となったわけです。　この再就職活動を振り返ってモーガン卿は「大変で少々憂甦な期間だった」と述懐しており、また英国船協の理事長職は「心から望んだポジションだった」とも言っています。そのためか、就任して問もないにもかかわらず早くもフル・スウィングで間もなく公表される予定の英国海運の振興策／提言を含んだ「海運白書」作成において巾核的な役割を果たしています。　英国ではサーの称号を持つ人を呼び掛ける場合、サー・モーガンではなく何故かサー・クリストファーとファーストネームを呼びます。モーガン卿にもサー・クリストファーと呼びかけるとクリスと呼んでくれと言われます。しかしICS（国際海運会議所〉の事務局長も名はクリスでこちらはファースト・ネームで呼び合うことに何の抵抗もありませんが、モーガン卿に対しては私から元商船乗りとして本能的に海賊を恐れるのか、あるいは日本国の平民として英国貴族に気後れするのか、今もってクリスとは簡単に呼べないでいる次第です。　モーガン卿はゴルフ好きで、6月中旬のこのインタビュー記事が載った翌日のロイズ・リストの囲み記事にモーガン卿がテニス・エルボウならぬゴルフ・エルボウからやっと回復したとありました。モーガン卿とは前から一緒にゴルフをやることとなっていましたが、双方の都合がつかず延び延びになっていたところ、やっと8月中旬に日取りが決まりました。当事務局のマックナイト大佐と組んでの日英船協の対抗戦ですが、英国船協のモーガン組をもしこの機会にやっつければ、初めてクリスとファーストネームで呼べるようになるのではないかと思っています。〔欧州地区事務局長　赤塚宏一）せんきょう　平成10年7月号鷹趨廻1圏團瞠1［号1：ナ…岡」レ第100回紀元前に始まっていた運河による水上輸送オランダ東インド会社は世界最初の株式会社　近代を代表する運河といえばスエズ運河とパナマ運河が挙げられる。しかし運河の歴史は輸送機関としての船の歴史に匹敵するほど古い。　紀元前6世紀にエジプトを支配したダリウス大王の碑文には、彼の命によりカイロからスエズに至る運河の掘削が行われ、これによってペルシャ湾やインド方面との交易が活発化したと記されている。またアッシリアでも紀元前4世紀頃にチグリス、ユーフラテスの両大河流域で運河の建設が盛んに行われていた。　古代の運河で最も大規模なものは、中国の信州から北京近郊に至る全長冊数百キロの大運河だ。大部分は随の時代に完成したが、一部は紀元前6世紀にすでに開削されており、現在も世界最長の運河として大部分が利用されている。　ヨーロッパでは17世紀頃からフランス、ベネルクス三国、北ドイツの低地帯で河川と河川を結ぶ運河が盛んに建設された。フランスのミディ運河やドイツのミッテルラント運河に代表される巨大な河川運河は、現在でも沿岸部と内陸部を結ぶ重要な国内輸送路となっている。　北米ではセントローレンス水路やエリー運河　（現ニューヨーク・バージ運河）など五大湖周辺と大西洋岸を結ぶ運河が有名だ。　日本でも江戸時代には多くの運河が建設された。角倉了以が開削に成功した京都二条と伏見を結ぶ高瀬川はこの時代の運河開削プロジェクトの代表的なものといえる。　現代のように土木技術の発達していない時代の運河開削の苦労は並大抵ではなかったはずだが、それでも正々は情熱的に運河をつくってきた。船の大量輸送能力はあらゆる時代の野々にとってそれだけ魅力的だったわけである。　1619年に、オランダ連邦議会の決議によって、世界で最初の株式会社が誕生した。オランダ東インド会社だ。ライバルのイギリス束インド会社はそれより早い1600年に活動を開始したが、　　（．株式会社の形態になったのは1657年以降だった。　正式には「連合東インド会社（VereenighdeOost　lndische　Compagrle）」と呼ばれたこの会社はジャワ島のバタビア（現在のジャカルタ）に本拠を置き、国家から東インド地域での独占的な貿易権とともに、植民地での立法権、徴税権、通貨の発行権、裁判権、さらには条約の締結権から戦争の遂行権まで認められていた。　最盛期には約40隻の戦艦、約150隻の商船、約酒甑無断転載を禁じます。社団法人　日本船主協会◎せんきょう　平成10年7月号1万人の軍隊を擁したその業容は、現代の株式会社の印象とは相当かけ離れたもので、貿易も行えば行政や戦争も代行する、いわば植民地に根を下ろしたもう一つの国家といえた。　貿易や植民地からの徴税による莫大な利益は、国家への上納金や株主への配当金として還元され、株主には年間約20％、多いときは50％の配当が支払われたという。　同社は後を追って東インド進出を図ったイギリスやフランスとの熾烈な戦いや植民地の反乱によってやがて衰退し、1798年に解散した。ライバルのイギリス東インド会社はそれと交代するようにインドを拠点に勢力を伸ばし、その栄光の歴史は200年以上におよんだ。　しかし植民地維持のための戦争や過酷な搾取による植民地の疲弊、さらには肥大化した組織の腐敗によって経営が悪化した点はオランダ束インド会社の場合と1司様だった。　セポイの反乱（1957〜59年）を契機に同社の権限はすべて政府に移管される。イギリス東インド会社が200年以上にわたる歴史の幕を閉じたのはそれから十数年後の1874年のことだった。イルカに学んだ水中の目ソナー　イルカやコウモリには人間を含め他の生物にはない特殊な知覚能力がある。「反響定位」と呼ばれるもので、自分の発した超音波の反響によって障害物の位置や餌の在りかを知り、自分の運動橋向を決める能力をさす。　水中で超音波を発し、物体に反射して戻ってくる音波を高感度の聴音機でとらえ、その方向や距離、形状を把握するソナー技術は、こうした動物の特殊な能力を模倣したものといえる。　原理としては電波を使ったレーダーとよく似ているが、電波は水中を伝わらない。．・一・方、音せんきょう　平成10年7月号。も。�@襲冊5ロロ国ロ。薗波は水中だと大気中の4倍以上の速度で伝わり、到達距離も長い。音波は、水中では電波に代わることのできる優れた信号伝達手段なのだ。　ソナーは第一次世界大戦中に対潜水艦作戦のために開発され、第二次世界大戦から冷戦時代にかけ軍事用を中心に発達した技術。その後、応用範囲は大きく広がり、今や海事分野では欠かせない技術の一つとなった。　最近はレジャーにも使われる魚群探知機はその代表例だ。船舶分野では潮流の影響のない対地速度の測定を可能にしたドップラーソナーや音響測深機が主な応用分野。巨大タンカー接岸時の秒速数センチという微妙な速度制御にもドップラーソナーの一種の接岸速度計が使われる。海洋調査船に搭載されているマルチナロービーム音響測深機は、海底地形の調査や海図作成に不可欠な技術だ。　科学技術は意外に自然の模倣が不得手なようで、四つ足で歩く乗物も翼を羽ばたく飛行機も作られなかった。脳と同じ原理で動くコンピュータもまだ夢の段階だ。ソナー技術は、動物の能力の模倣に成功した科学技術史上のまれな事例の一つといえるかもしれない。譲藩撫襲9■●ｼゼ．・．．；『　　　　．．胤．・．．・．．．貫　．海運関係の公布法令（6月）�堰@余水吐きから流出する海水の水質について　　の基準を定める総理府令の一部を改正する　　総理府令　　（総理府令第39号、平成10年6月16日公布、　　平成10年6月17日施行）�堰@船主相互保険庁合法施行規則の一・部を改正　　する省令　　（大蔵・運輸省令第3号、平成10年6月8日　　公布、平成10年6月8日施行）�堰@海難審判法施行規則の一都を改正する省令　　（運輸省令第33号、平成10年6月12日公布、　　平成10年7月1日施行）�堰@厚生年金、船員保険年金等、国民年金及び　　労働者災害補償保険年金等の振替預入に関　　し郵便貯金規則等の特例を定める省令の一　　部を改正する省令　　（郵政省令第59号、平成10年6月12日公布、　　平成10年6月12日施行〉�堰@水先法施行規則の一部を改正する省令　　（運輸省令第34号、平成10年6月12口公布、　　平成IQ年7月1日施行）�堰@港湾環境影響評価の項目並びに当該項目に　　係る調査、予測及び評価を合理的に行うた　　めの手法を選定するための指針、環境の保　　全のための措置に関する指針等を定める省　　令　　（運輸省令第39号、平成10年6月12日公布、　　平成IO年6月12日施行）�堰@船員となろうとする者に関する国1祭協定の　　締結等に伴う漁業離職者に関する臨時措置　　＿　　法施行規則の一部を改正する省令　　（運輸省一一42号、平成10年6月26日公布、　　平成10年6月26日施行）�堰@特殊貨物船舶運送規則の一部を改正する省　　令　　（運輸省令第43号、平成10年6月29日公布、　　平成10年7月1日施行）�堰@船舶復原性規則等の一部を改正する省令　　（運輸省令第44号、平成10年6月30日公布、　　平成10年7月ユ日施行）国際会議の予定（8月）アジア海運フォーラム（政府間会合）　8月20日　シンガポール　　　　　　「ロイド統計による1997年末の世界船腹」の刊行　今般、当協会は、ロイド船級協会より相次いで発刊された、」」World　Fleet　Statistics　Decenlber1997”（／997年末の世界船腹量を集計）、“World　Ca＄ualty　Statlstics　1997”（1997年の年間消失船腹量を集計）ならびに”WOrld　ShipbUilding　StatiSticS　MarCh　1998”（四半期毎の造船統計）等に基づいて、世界船腹の現有量、建造量、消失量ならびに増減状況等の「統計表」を整理編集したパンフレット「ロイド統計による1997年末の世界船腹」を発刊しました。　内　容：前号および今号の同関連記事ご参照　装　丁＝A4判　32頁　本書は希望者には一人・．．．冊を原則に無料配布いたしますので、配布ご希望の向きは郵便にて下記までお申し込み下さい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記　申込先：〒102−8603東京都千代田区平河町2−6−4海運ビル　　　　　　日本船主．協会　総務部　統計出版担当　お願い：送付先を明記したA4判パンフレットの入る返信用封筒（200円切手を貼付）を必ず　　　　　　同封して下さい。　問合せ先：Te1（03）3264−7188せんきょう　平成10年7月号海運統計　羅一一鯉騨1．商用船の建造量および消失量の推移商　　用　　船　　船　　腹　　量建　．造　　（．竣工》　．量浦　　　失　　　飛他の要因による搆ｸ／不明・誤差年（年　末｝．年間増減隻数　干総、トン隻数　．τ総トン隻．数　千総トン　対前年比　竣工率隻数　　千総トン　対前年比　消失率隻．数　千総トン199178，931436，296630　10274　　　　　，1，977　　　16，810　　　　　4．7　　　　3．9905　　　　4，240　　　　38．7　　　　1．0▲442▲2，296199279，726445，169795　　8873　　　　　，1，967　　　18，928　　　　12．6　　　　4．3867　　　　8，109　　　　91．3　　　　1．8▲305▲1，946／99380，555457，915929　12，7461，907　　　20，511　　　　　8．4　　　　4．5　1　　1，115　　　11，259　　　　38．8　　　　2．5137　3，494199480，6ア6475，85921　17，9441，840　　　19，642　▲　4．2　　　　4．l　l　l，105　　　13，658　　　21．3　　　　2．9▲714　11，960／99582β90490，6622，214　14β031，910　　　22，599　　　　15．1　　　　4．61，097　　　10，676　▲21，8　　　　2．2L401　2，880199684，264507，8731，374　17，2111，912　　　25，849　　　14．4　　　　5．11、084　　　11，055　　　　3．6　　　　2．2546　2，417199785，494　　522、197【　1，230　　　疋4，3241，820　　　25，235　▲　2，4　　　　4．886遭　　9、511▲上4．O　　L8274▲L，40Q（備考｝ロイズ船級協会の資料を次により作成した。　　｛1〕船腹量のイ1三問増減：｝1［＝＝当年末の船腹：「il＝一前年末σ）船腹量（WOrld　F［eet　Statistics）　　｛2〕「建造量」一・・WQrld　Flcct　SLatistics記i1配の建造量　　！3〕「消失．1」」……World　CasuaLty　Statis〔icsよ｝，算出　　樹　「他の要囚による増減．／不明・誤差」＝年間増加量一（建造量一消失旦）（注）／9S7末〜Bg／末の岳il｝腹量は「World　F1肥t　Statlsncs　1〜延）2」掲蔵のデータを使用した。〔本誌6月号P．24表2とは整合しない）．｝2，世界の商用船竣工量と造船所手持工事量年次・期@　n竣　工　．量k年・期間）@　　A造船所手持・工事．．量@　（年・期末）r：S＝L＋M建．雪中船舶量@　　L未着工船舶覚@　　M受注より引渡?ﾌ推定期間@　　（月）隻　数　千総トン隻　数　千総トン隻　数　千・総トン隻　数　　干総トン隻数より1991末1，977　　16，8102，530　　43，1641β55　　15，897L175　　27，26715．71992末1，967　　　　　18，928　　i　　2，284　　　　　37，3331，312　　／8，670972　　18，66314．71993末1，9。7　20，51112，145　39，24211131　　15，7871，014　　23，45413．91994末1，840　　　　　19，642　　　　　　2，316　　　　45，792ユ，1．82　　18，0331，134　　27，759ユ4．5．1995末し910　22，5gg12，655　48．5261，265　　．181731L390　29，7951　15．61996末1，912　　25，8．生92，5／9　　45，3131，246　　17，9501，273　　　　　27，363　　　　　　　　　16．2199ア末1、820　　25，2352．604　　56，6211，329　　19，7881，275　　　　36，833　　　　　　　　16．9〔1998年1〜3月）P998年3月末374　　6，8502，548　　55，1921，334　　20，499L214　　34，693備考：各資料を次のとおり使用して作成した。　〔1）竣．r量は「World　F［eet　Statist．ics」による。ただし，1998年1一．3月のみは”World　Shipbuildir旧Statistics　l998　Marc111■　　による。　〔2｝1994年までの造船所手持工事ユ［1＝（建造中船舟1〕ゴ11＝、未江口船舶iil＝）は「Merchant　Shipbuilding　Retum」による。　〔3）1995年以降の造船所手持工事量は「Wol・ld　Shipbuilding　Statisticsjによる。　固　「受注より引渡までの推定期問（月〉」は竣工隻数周および造船所手持．」1事量の隻．数より次により算出した。　　　　　　　　　12　　　　　　　　　Ar1　　　　　　〔S11−1＋Sn）／2〔注）　「受注より引渡までの推定期聞」は本表の構造を理解し易くするために、仮に算出したものである。実体とは若一卜畏なる　　　こともありうるので扱いには注意されたい。3．わが国における船舶の建造実績国内船輸出船．年　次乾．貨物船油送船舗1貨客船、ｩ動車航引船漁船・ｻの他・t乾貨物船泊送船客船、貨客給、ｩ動車航送船漁船・ｻの．他計合　　計隻数丁．龍トン隻数千総トン隻数構トン隻数慌トン隻数降トン隻数千総トン隻数予総トン1隻数千帆ト■配、　ノ隻数予総トン隻数千国トン「隻数干総トン1991174　　6488ア　　41637　　170152　　5�J450　1，283103　1，94389　3，770．−14　　　520651718656　7，0011992ユ55　　251139　　75435　　97113　　39452U5193　1，94686　3．938■．2　　171815，9Dl6337，0521，993183　　462207　　85132　　9584　　33506　1，44199　2、3757C　5，067．．7　　121767，455682＆89519941ア3　　476118　　23・125　　8597　　3D413　　82519241874422，535．■lO　　l924471．，128657　8．2531995175　　63582　　ア333　　6．786　　36377　　811217　5、58957　2．277■．4　　　12ア87，86ア655＆6791996146　　21853　　22924　　11380　　31303　　59120．．15，970δ1　2，708．．4　　　12898，679592　9．270構成比岡（2．4｝〔2，5〕〔1，2｝〔0．3）〔6．4｝〔64，’1）〔29，2｝〔0．�@〔O、ω〔93．6）qoo』）出所：運輸省運輸政策［司情報管埋部「造珂1｝造機統計月報」より作成。〔注｝�@上紀統計表への集計対象船舶はIOO総トン以．ヒの鋼船に限定した。　　　�A各年における竣工実績である。せんきょう　平成10年7月号�o．灘織1黙懸§繍慕蕊羅羅ぞ灘さミ：雲ミ嚢1：こ1欝1こ羅襲：ミ緊1手黙灘蒸麟：ミ『難嚢纂蕊薫：識ミ譲認潔寒鍔罵薫蒙灘戴7w「隅’ミ．謄7「ア7　−�i｝｝ヒ「�c嬬4．わが国貿易額の推移　　　　　　　　　（単位：10億円）　　5．対米ドル円相場の推移〔銀行間直物相場）年　月輸　出輸　入前年比・前年同期比〔％）（FOB）（CIF＞入〔▲咄超輸　出輸　入198Q29，38231，995▲2，61230．4．32．0198541，9563LO8510，8704．o▲　　3．8199041，45733，8557，6019．616．8199541，53031，5489，9822．612．3199644，73137，9936，7377．720．4199750，93740，9569，98113．97．81997年5月4，iO23，3707312D．56．164，l193，16095912．57．874，2813，44283911．93．583，9363，2］771913．93．594，4233，3591，0631‘1．28．5工。4，6453，5．4Q1，1Q517．3工．1114，2243，1621，0626．5▲　　4，1124，7053，4681，23612．95．41998年1月3，8603，4743859．o▲　　2．624，0942，8151，2782．6▲　　14．934，5893，3471，2411．1▲　　10．544，3463，122工，224▲　　1．8▲　　13．754，0422，8241，218▲　　1，5ム　ユ6，2σ主）　通関統計による。6．不定期船自由市場の成約状況年　月舖）平均．最高値最安値／985238．54200．50263．401990144．81124．30160．101993111．19100．50125．75／994io2．2496．45lo9．GG／99594．0680．30104．25／996108．7998．05110．31199712／．00lll．35131．251．997年6月114．2Gl11．35l16．337l15．16112．601．／8．308l17．90115．50119．429120．75118．80122．5010121．06119．95122．2011125．27121．63127．7012129．47127．00131．251998年1月129．45125．25134．302126．00123．12128．703128．69125．30132．05413ユ．67128．00135．005135．00132．00139．0561d．0．43146．70136．20〔単位：千M／T）区分航ソー`母用船，圏，疋期川船△　　計連1「虐航海シングル（晶　目別内　訳）口机航　　海年次穀物石炭鉱石屑鉄砂糖　　　　　1肥料その他TripPeriod／992196，31216，996179，31654，71954．，73161，1975763，0644，0231，00687，73516，530／993172，7688，470164，29856，G3342，／6959，1674G82，3533，3578nlo8，54626，0G31994180，97811，264169，71444，99344．，25168，2992，6343，4774，4301，630176，40746，8761995172，6424，9］ユ167，73148，77552，37／57，2611，5261，9・115，054803」．54，80249，0611996203，4072，478200，92954，374．69，50966，5398983，2515，601757144，56129，815199ア195，9962，663193，33346，79267，19266，5511，0693，7247β12693160，46843，2401997　1019，759019，7594，751．7，3545，306工98430602l1817，7173，8401118，0557917，9764，5236，1745，94112648265080lL4081，6771217，00548016，5252．，9316，1316，707583093414810，8042，4381998　119，70214519，5573，8178，2586，60957306374136ll，6232，1402／6，51437016，1444，7004，2536，403302342992258，5D72，557315，078／3014，g484，5364．，2265，617144．16223330ll，5402，943419，0094／0185993，呂876，9147，030285341951115，3831，856517，098017，0983，5036，8515，96715735018387ll，1841，076616，577o16，5773，5135，4885，87927411169go9，470　　L694P〔注）　�@マリタイム・リサーチ社資料による．．�A品目別はシング．ルものの合詐，�B．年別は暦年。せんきょう　平成10年7月号（．〕．．）．、‘ご：嚢．丸ご．．．．．．測罫；：灘…；：ミ黙韓黒戴隙黙還灘蟹罵．　150‘ooo原油〔ペルシャ湾．．羽本・ペルシ「・湾．欺胸／ペルシャ湾／日本’＼@NへAL1�dへバ，ズ　　　L�d　、1’　’@、’　＼@1�`yルシャ湾／欧米　ずu＼ノ1993〔年｝19ヨ419951臼3BL997199日　　〔ドル1ヨ甜　　45　　　4D　　　ヨ5100　3Q　　　25　　　2050　　15　　　LO　　　50　　　0烈勿〔ガルフ．「日本・北米西岸／日本・ガル7／両欧）ガルフ／日本北米西岸／日本　　ノ、m　　　　L@　　、@　　　｛卜ノ　N＼　　　＼　　　＼　／^／　　ト、　へ　1　戸、`’、「［ガルフ／西欧19931年｝旧94199519961597旧9日艶婦お鋤2，2、田拍5　07　原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）ペルシャ湾．／．日本ペルシャ湾／欧米月次199619971998199619971998最．高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低1．67．50　57．5066．25　62．0062．00　50．OO58．00　52，5056．50　52，0052．50　42，50275，00　67．5066．50　58．5069．OO　60．OO65．00　55．0052．50　4．7．5060．00　45．00372．50　67．5069．OO　58，0082．00　67，5057．50　47．5057．50　50．5067．50　55．OO455．00　46．0067，50　46．5072．50　65．OO47．50　39．0052．50　45．OO72．50　55．OO564．75　51．5072．50　61．5087．50　69．OO55．00　42．5059，50　45．0077．50　59．OO679．50　65．0076．50　65．5075．00　62，5062．50　52，5060．00　52．5077．50　56．507ア9．75　69．0086．75　68．5067．00　57．5065．00　50．OO8ア0．OO　65．0094．00　85，0060．00　55．0067．50　65．00964，50　56．0094，50　ア2．5052．50　49．5070．00　60，001063．OQ　55．00100．OO　89．OO55，00　43．7577．50　70．OO1169．0〔｝　58．7582．00　75．OO55．00　50．0080．00　65．001269，50　60．0075，00　49．5050．50　47．5062．50　42．50（注）�@日本郵船調査グループ資料による。�A単位はワールドスケールレート。�Bし・ずれも20万D／W以．．ヒの船舶によるもの。�C．グラフの値はいずれも最高値。8　穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧）（単位：ドル〉ガルフ／日本北米西岸／日本xガルフ／西欧月次199ア19981997199819971998最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低126．85　23．8021．25　19．0014，25　13．4011．50　　9．0013．00　12，2510．75　　9．OO226．OD　24．6019．OO　16，50一8．7511．007．90　　7．50325，75　23．5019．50　17．50『工2．85　／1，50一6．75424．．85　20．9520．00　16．OO15．00　13．25一11．00一521．75　20，2517．00　15．5012．00一10．5010．50　　7．50622．10　19．9015．35　13．7012．05　11．75一一一724．50　21，7514．00　12．10一824，35　21．50一10．50　10．25925．50　22，00一10．15　10．001024．60　21．7013．50　／2，601／，00　　9．501123，75　19．OO13．25　／2．251／．30　10．001223．50　19．75一12．OO　　9．80（注〕o）［本郵船調査グループ資料による。Bグラフの値はいずれも最高値。一�Aいずれも。’万D／W以上8万DハV未満の船舶によるもの。せんきょう　．平成10年7月号囮ル5ト215聖。50石炭｛ハンプトンローズ．．日劇づ先鉱石［ツバロン　［林・ツバコン．丙1氏11993圃199琢1995ヨ996司99フ1gga〔ト1瞬　25昌⊂O2σ5101530025020915D山口O　　o運賃指数ハンディーNリーンYA、　　〜T　へP冠〔P　　、へ八「’ピ、@　　＼v　　　’　でm愈・ノnンデイー、＼ノ　llへ，　　　’I’　　へ、1ダーディー@歪　　　A小型　　　　ノβ’ヘノ、　　　　　！　へfザー　　！、@　　、M　　、ノ　　ド　　’ゾ》、一@腎卑型、　’VLOC19ヨ3圃匹994L99519§519巳アヨgga4日口300250200　1】5」［乏DO5D09　石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧）（．栄イ立：ドル）ハンプトンローズ／日本（石炭）…ツバロン／日本（鉄鉱石）ツバロン／西欧（鉄鉱石｝月次19971998　11997199819971998最高　　最低最筒　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低1一一一一7．50　　6．176．502一一9．50一7．35　　6．005．80　　5．253一9．759．50一6．30一．．4．一一．一一6．1〔｝　　5．655．25　　3．95512．00一．一一．6．00　　5．804．70　　4．156一一」一一6．45　　5．904．307一．一5．808一一6．95　　5．809．．．@一一7．25　　5．9510一一　　　　i7．7011一．一　　　　　　　　　1@　　　　　16．3012一11．00　　7．80i6．15〔注）　�@日本郵船調査グループ印判．による。　　　�Bグラフの値はいずれも最高値。�Aいずれも10万D／W以．ヒ15万D／W未満の川舟自によるもの。拍．タンカー運賃指数タンカ一　　運賃指数月次1996…1997．L998VLCC巾型小型日・D｝｛・ClVLCCl中型小．型H・DH・cVLCCI中型小型H・D且・C−？】60．8U0．3102．8P20．0136．9P57．8162．3P78．4ll§：引57．3T9．1107．2P14．1165．6P64．1188．4P．98．1233．8Q55．855．3T4．6110．4D1〔〕4．8150．3P42．114〔．）．7P54．5175．0P71．4366．6120．2153．6202．1229．5し58．．4ユ09．1155．9201．4237．768．595．7132．9146．5175．5461．4113．6178．0228．1233．362．0／19．．ア201．3193．9223．472．4／06．1145．71．60．616．1．9549．11．16．6160．9210．1220．952．3110．4182．0181．2213．7．70．391．8122．工156．6155．1657．4113．5153．3215．0211．6　　　　　［63．4110．9182．6203．0202．857866．5U9．5106．2P．00．6160．2P35．824］．．0Q17．4203．9^81．0…　　63、8　　7c．3lQ7．2^00．4．172．5P59．9L85．5P76．2携：子91063．1T4．310／．0X8．o139．2P33．0185．0Qユ1．6工80．1^74．1i83．417e．2110．6P．13．9．】．48．1P52．6179．5P81．6170．3P63．91154．9llO．2137．9198．2ユ97．2189．5／14．9166．5164．6149．61260．4．107．9147．9190．1．工86．9174．3110．6138．9180．．／184．O平均60．4109．2149．5203．31206．アi67．5目／0．8165．8186．1199．31〔注）�@ロイズ’オブ・ロンドンプレ．ス発行のロイズ・シップ．マネジ．v一による．．．．〔シッビング・ニューズ・インターナショナル　　　　はロイズ・オブ・ロンドンブレスとユ987｛円1月に合働．�Aタンカー運賃は’ワールドスケールレート。�Bタンカー迷賃　　　　指数の発表様式が87年10月より次の51x：分に変更された。カッコ内はII．1区分　．1イ／．VLGC＝15万1000トン（15万トン）　　　　”、1．．．口．：．1．1．1型；7万10ΩO〜．15万トン　（6万司5万トン）　．容小！穐県δ万60GO〜7万トンBメ5一も万トン〕　．箒H・Dr　　　　パンティ・ダーティ：3万5000トン〔3ノ∫トン）未満　示II・Cニハンディ・クリーン：5万トン（3万トン1未満．，．せんぎょう　平成1�J年7月号．…D馳．』P：．∵：ll」：．ll’；：1「1　…−．．−．τ．．．−「．．一一．−−．＝ll…1．．〕．llこ1：一ぎ．lll．｝；1・．．「．．．、．「　　　　　　、L−−、−、、馳　“＝“ヒ　一一、−．　77．7　7兀7，　馳穐　，ぐ．L、、一、阜；．＝．猷．．、．．ミ．1．撫一一）砺口4囲3503aD2502DO1501口050o用船料指数＼，ノ貨物船定期用船料指数B嬰康顯轟〒≧r巳。）ハ　A、、！　　、@　　F、＾／　　一m、A貨物船航海用胎料指数｝一@�d〔v＼ノA＾｝、ρ（1965．7〜1966．6＝100）1992〔年〕ヨ99319941995ig96旧9745D恚r40D3503DO250200150旧0500B冊日OO4QO釦0係胎船腹1993【年｝聖994旧951995L曲71993羅�o枷聯20011，貨物船用船料指数貨物船航海用船。料指数貨物船定期用船。料指数月次1993199419951996199711998工993199419951996199719981194．0189．0234．0207．O209．0189．0323．0327．0358．0380．3347．0277．02．192．0185．0227．0202．D197．0ユ86．0326．0320．0358．0386．6332．0254．03191．0185．0229．0192．O199．O／71．0327．0324．O366．0339．4341．0260．04194．01．98．0243．01．92．0197．O173．0356．0310．0377．O363．0354．0262．05195．O191．0245．0196．01go．o173．0366．0318．0402．0350．0342．0262．06209．0198．0239．0195．D184．0319．0334．0390．0339．0326．07206．0工98．0230．01．86．0183．0335．0320．0426．O339．0338．0819d．0202．0218．0189．0196．0346．0360．0391．O289．0330．09196．0208．0220．0186．0190．O328．0349．0364．0293．0327．010188．O212．0221．0176．D．．1．91．0351．0333．0355．0294．0316．011196．0212．0．198．0188．O189．0372．0363．0344．2323．0290．012200．0219．0209．021LO186．O349．0367．0374．7323．0294．0平均196．3199．81226．1193．3192．61341．．5335．4375．5334．9328．1〔注）�@ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジヤーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナルはロイD数は1971ズ・オブ≠P0D．ロンドンプレスと1987年ll月に合併♪�A航海月．1矧．1肇［・ヨ．旨数［ま．匠965．7〜1966．6＝100定期用船料指ll〕12，係船船腹量の推移199619971998月次貨物船タンカー貨物船タンカー貨物船タンカー隻．数．丁．G／T千DハV隻．数千G／T千DハV隻数1千GIT干D〆W隻数千G〆T．丁．D／W隻数千G〆T千D／W隻数千G／T千D／Wユ　ワ層　3　4　F⊃　62722，2102，778Q572，0052，506Q45L9112，392Q361．8562，326Q29L8542，336Q20L8332，353662，0583，735U01，6362，980U2工，8623，305U01，6942，983T61，75・13，120T51．，6792，8412482，1王D2，589Q411，9962，402Q532，0552，420Q512，0732，462Q4．92，0862，520Q442，0082，426551，6072，757T71，6282，804U31，7102，970U4L7963，101U31，7813，060T71，7763，0522502，0632，423Q4．4L9112，220Q461，9572，281Q472，0282，381Q562，0922，448Q592．1712，546571，4502，466T5L4602，492T8L74哩3，066T61，6752，927T5L6652，889T4L6812．93972181，8282，412561，6652，8002391，9692，449581，8233，16082231β542，421531，5712，7082462，1202，429571，7763，03192341，9502，562551，6572，8002462，0842，375531，4872，474102321，9722，61055L7762，9192642，28／2，634571，6162，591112392，0022，543551，9213，1962652，2522，555581，5432，532122382，0872，626531，7052，8562692，2542，596591，4502，464〔注）ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドアップベツセルズ｛．こよる。せんきょう　平成10年7月号　「海の日」は、明治天皇の行幸を記念して7月20日と制定されているが、改めて「海」に因んだ詞、言い伝え等を調べてみればその多さに驚かされる。詩人三好達治は、「郷愁」の中で「海よ、僕らの使う文字ではお前の中に母がみる。そして母よ、仏蘭西人の言葉では、あなたの中に海がある」とうたつている。フランス語の「ラ・メール」は「母」であり「海」を意味する。これらの文字・言葉は、人間と海との長い関わりの歴史の象徴とも言えるものである。　古代人にとって海は驚異であり、一面において恐怖を伴った存在であったに違いない。際限のない広さ、底知れぬ深さ、海象の変化による激しさ、舟出して帰らぬ犠牲等当時の英知をもってしても計り知れぬ凄さが神話、伝説、禁忌等を創り出させたのであろう。　上代人は水平線を「海坂」と称しこれを「人の国」と「神の国」との境界と見倣し、境界から向こうは祖霊の赴く「神の国」として捉え聖地として崇め奉っていたようである。これらのことは、日本人が古くから海に対して懐いていた伝承的な心意を顕していると言えるのではないだろうか。　古代より西洋入は、海に関する神話、多岐に亘る伝説の数々を今に伝承している。海に纏わる民俗の伝承は、冒険心に富んだ人々を刺激し、古代エジプト・フェニキア人をして地中海方面の海洋探検へと誘い、やがてはコロンブスのアメリカ大陸発見、科学的探検の色彩を持ったキャプテンクックによる世．界一周の探検航海を実現させ、そして近世においては、海底探査への道を開き、今日の発達に寄与している。　然し乍ら、別の面においての「海」は、近世に至っては、各国の利害対立を物理力で解決する戦いの場と変貌し、現代においては、環境汚染を隠蔽処理．する広大な施設として利用され始め、悲しいかな見せ掛けの環境保全に役立ってきているようである。　貴重なる資源を恵与し「母」の如き愛情深き「海」は、感謝することを忘れ汚染し続ける入類に怒り、やがては「鬼夜叉」に変身するのではなかろうか。三洋海運株式会社　　総務部総務課長　　　　　齋藤　　寛（．せんきょう7月号No．456（VoL　39　No．4）　　　発行◆平成1G年7月2Q日　　　創刊◆昭和35年8月10口　　発行所◆社団法人　日本船主協会　　　　　　〒lO2．8603東京都丁・代lll区平河町2．6．4〔海運ビ∫レ〕　　　　　　TEL．〔03〕3264．7181　〔総務部広朝と室｝編集・発行人◆鈴　木　昭　洋　　　製作◆株式会社タイヨーグラフィック定価◆407円〔消費税を含む。会員については会費に含めて購読料を徴収している1せんきょう　平成10年7月号会社名1鶴丸海運�梶@　　（英文名）TSURUMARU　SHIPPlNG　GO、、　LTD．）代表者（役職・氏名）：取締役社長　鶴丸俊輔本社所在地：北九州市若松区本町1−5−11資本金：200百万円創立年月日：／921年8月〕0日従業員数：海上85名　陸上300名　計385名勘船概遠洋・．蚕毒「ヲ．・。1・f．7　9％ア。．828％！主たる配船先：国内および中国、韓国事業概要：当社は、大正10年地元’若松’層で鶴丸商店として海運　　　　　業よリスタートしました。昭和39年、鶴丸汽船と鶴丸　　　　　運輸が合併し、社名も鶴丸海運として統合物流を目指　　　　　し今日に至っています。長年培った経験とノウハウを　　　　　以てMay　melp　you？最適の物流システムをこ提案　　　　　いたします。当協会会員は134社。（平成10年7月現在）委D会社名：鶴見輸送�梶@　　（英文名）TSURUMI　YUSO　CO．，　LTD、代表者（役職・氏名）：取締役社長　山崎　茂本社所在地：東京都港区西新橋1−4−7桜田ビル資本金：200百万円創立年月日：／947年8月28日従業員数：海上122名　陸上90名　計212名L　−　i．！所酬状況遠津近海・�Qコ隻運繍状況遠洋・��・��湧隻18．8DB舛．一　　　　　　　　ヨ100195野　　　　　193　435％！主たる配船先：三国間、国内など事業概要：昭和22年8月、石油類の海上輸送業務を目的とし設立　　　　　され、当初は石油配給公団の国内転送ならびに外航船　　　　　向け燃料補給業務を行い、その後民問製油所の再開に　　　　　伴って各石油元売会社の直接指定業者となった。現在　　　　　内航・近海部門において社船、造船を含め］00隻以上の　　　　　輸送船を運航し、一般内航貨物の輸送も行っている。船が支える日本の暮らし（

